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　近年、わが因の高度経済成長にともない、産菜構造は複雑化をきわめている。その中にあつて、

土木構造物に与えられる任務も質的に高度化し、構造物自体が大型化、複雑化している。したがつ

てtひとたび構造物が破壊したり・あるいは何らかの原因でその機能を停止すると，国民生活に与

える損害は重大なものとなつてきている、また、新らしい技術が開発され、新材料が使用されるに

つれて、見すごされたり、未評価の分野が広がり、不信頼性や不安全のもとになつてきている，こ

のことは、換言すれば．それだけ不確実た要素が増えてきていることを意味している。

　ところで、上記のように土木構造物が国民生活に与える影響の大きさを考えるとき，このような

不確実性を不確実だとして放iすることは許されなくなつてきている。これに対し、戦後、急速に

発展してきた信頼性工学は、システム工学とともに、土木工学の分野に応用され，種々の構造物の

信頼度分析がなされつつある。しかしながら、土構造物に関しては、土質力学の歴史が浅いことに

加えて、土材料そのものを人間が作り出すことができないので、建設の都度に土質調査を行なって、

対象となる土の性質を把握する必要がある。このことは、信頼度分析に必要なデータの集中的な解

析を困難にしてtoり、現在まで土構造物の信頼度分析はほとんどなされていない。

　本研究は、土構造物の調査、設計、施工にともなう種々の不確実性に着目し、土構造物に関する

信頼度分析の方法論と土質調査の方法論を提示L，数多くの実施例の解析を行なつて方法論の妥当

性を実証するとともに、各種の考察を加えた。本研究が、土木工学の分野を通じて、人類社会の発

展のためにいささかなりとも寄与できるならば、著者の無上の幸いと言わざるをえない。

　本論文を作成するにあたり、御指導と御鞭建を賜りました京都大学教授長尾義三先生、著．者に本

研究のテーマを与えられ、終始懇篤な御指導を賜りました名古屋大学助教授（元京都大学助教授）

松尾稔先生御協力敵いた京都大学工学部交通土木工学教室起終点施設学研究室の諸兄、土質調査

その他のデータを快く提供して下さいました建設省、運輸省、日本道路公団、阪神高速道路公団、

兵庫県、京都市、不動建設株式会社の関係各位に対し、心から感謝の意を表する次第である。
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不確実性を考慮した土構造物の調査設計・施工に関する研究

序 論

　土木構造物の調査，設計，施工を通じて整合性のある有体物形成の理論確立は有用性を求める

工学の世界では強く要請されている。その中にあって，不確実性の存在は大きな障害となってい

る。それゆえに，不確実性を如何に評価するかは工学者にとって看過できない道程である。

　古来，先人達は，この種の不碓実性の1つの処理法として，“安全率”とか“予裕度”という

概念を計画，設計，施工の分野に導入してきた。しかしながら，このような概念は，不確実性そ

のものを定量的に表現できなかったので，計画，設計，施工をシステムとしてとらえ，システム

全体が整合性を保っよう設計する（システムデザィン）ための尺度としては不充分である。

　不確実，不規則な問題は土木工学の分野に限らす，広く各分野に存在している。最初に，この

種の問題を組織的に解明しようとしたのは，米国の国防省諮問グループAGREE（Advisory

Group　on　Reliabili　t．y　of　ElectronicEquipment）である。これは，1943年ごろ

から，軍，学会，メーカーなどが一体となって開始した研究グループをまとめたもので，1957

年に出されたその報告によって，信頼性工学の方向が決定された。こsでは，信頼度（relia－

bility）とは“システムや製品が規定の条件で，意図する（あるいは規定の）期閥，規定どお

りの機能を故障なく遂行する確率”と定義されている。1）この信頼性工学は，その後，電子工学，

航空工学の分野に応用され著るしい発展を遂げたb9その理論体系は，土木工学の分野において

もきわめて有用である。このことは・上記の信頼度の定義において，“システムや土木構造物が

規定の条件で，恵図する期間，規定どおりの機能を故障なく遂行すろ碓率”と置き替えることtζ

よって・そのまま，土木構造物やシステムの信頼度を表わすことになることからしても推察され

るであろう。

　さて，土木描造物，とくに土構造物の設計，施工においては，不確実な問題が多く存在してい

るとともに，前記の安全率の意味するところもきわめてあいまいである。著者は，この点に着目

し，土檎造物の信頼性解析が急務であると考えた。一般に，土木構造物の設計や施工における安

全性とか信頼性とかを問題にするとき，言うまでもなく実用しようとする，あるいはすでに実用

に供されている稿造物そのものにっいてであるから，もはやそれには反復性のない試験は許され

ない。このため，信頼性解析は同類のものにっいての破壊試験結果に立脚した，あるいは使用材

料の強度と作用する応力に関するそれぞれの過去の資料に基づいた統計学的推定が唯一の方法と
　　　　　　2）．3）　　　　　　　　　　　4），5）　　　　　　　　　　　　　　　　　　6）．7）
なる．航空機，　　　　　　　　　橋梁　　　　　　　　　　　　　建築構造物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　などの構造工学の分野では，早くからこの種の資

料が集められ，それにもとついて信頼性解析が進められてきている。しかしながら，土構造物の

分野においては，不確実性の処理という観点からこの種の資料を集めたり，分析するという研究

一1一



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8），9），10＞1D
はほとんどなされていない。最近になって，2～3の研究成果　　　　が発表されているにすぎ

ない。

　本研究は，上述のように土構造物の調査，設計，施工を1っのシステムとしてとらえるとき，

調査，設計，施工の各段階で存在する不確実性を，構造物の信頼度という観点からとらえれば，

システム全体か一貫した一つのメジャーで結合されていることを明らかにするとともIC，土質調

査の新らしい方法論を提案し・数種の土構造物に関して信頼度分析を実施して，幾多の実施例を

用いて理論の妥当性を実証している。

　「土構造物の調査，設計，施工における基峻理論に関する研究」と題する第1編においては，

土に関する強度係数や物理係数のばらつきの性質を検討し，これらを確率変数とみなしたときの

確率分布モデルや，諸係数間の相関性にっいて分析を加えたblt究結果を述べる。さらに土構造物

のすべり破壊の確率や設計係数の定義と定式化を行ない，それらの関連について数値計算結果や

実施例の解析結果に関する研究成果を述べ，設計信頼度決定のための経済的評価モデルに関する

研究結果について論述する。

　「土質調査の方法論と土構造物設計への適用に関する研究」と題する第2編においては，第1

編で得られた成果に基づいて，土質調査の手順を｛票準化し，各手順において得られる情報の質と

その流れを分析するとともに，設計，施工との関連を明らかにしている。さらに，すべり破壊を

対象とした場合の地盤の分類法とその取扱いについて検討を加え，種々の地盤に対する調査の方

法とその規模の決定法に関する研究成果を示している。最後に，以上の成果を土構造物の設計に

適用した例を示している。すなわち，ng　一一構造物の例として軟弱地盤上の盛土を，複合構造物の

例として自然地山に対する切盛土を取上げている。そして，これらの信頼度分析を行ない，経済

的評価モデルによる合理的な設計信頼度の決定法を示すとともに，解析結果と実施例とを比較し

ながら方法論の妥当性を実証している。
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第1章　緒 論

　構造物の建設に際しては，調査，設計，施工を一賀したシステムとしてとらえ，合理的で有用

な構造物を作り出すことが必要であるという指摘は繰返し行なわれてきている。このような指摘

にもかかわらず，今日まで，調査，設計，施工を一貫したシステムとして取扱える論理が見出し

えないのは，主に以下の理由によると考えられる。すなわち，調査，設計，施工の各段階で評価

する項目が質的に異なるため，評価に用いられる尺度が相異していることと，これらの尺度間の

関連がつけられていないことである。具体的にいうと，調査の段階では，設計，施工にとって，

如何なる情報を（質の問題），どれだけ（量の問題），どのようにして（方法の問題），どのく

らいの費用で入手すればよいかという評価項目がある。設計の段階では，所与の機能を発揮する

構造物を作るためには，どのような構造型式で，どのような工法を考えて，どの程度の信頼度で

どのくらいの費用をかければよいのかという評価項目がある。さらに，施工の段階では，設計通

りの構造物を作るためには，如何なる施工法で，どの程度の精度を目標に，いつまでに，どのく

らいの費用をかけて施工すればよいかという評価項目がある。調査設計，施工を一貫したシス

テムとして取扱うためには，これらの各評価項目に関して，一定の尺度で表現し，っぎに，各尺

度闇の関連性を分析する必要がある。

　そこで，著者は，土構造物を例にとり，上記の評価項目閻の関連性を分析し，システムとして

一貫したとらえ方をした上で，土質調査の方法論や構造物の設計や工法選択の方法論の提示を行

なった。これらの具体的な方法論は，第2編において取扱う。

　本編では，これらの方法論の基礎となるテータの解析結果や理論について述べる。

　第2章においては，土質諸係数のばらつきの要因を分析し，数多くの土質調査データや室内実

験の結果に検討を加え，各係数の確率分布モデルを提案している。また，諸係数間の相関｛生など

tcついても検討を加え，諸係数間の相関式，相関係数などを分析している。

　第3章においては，第2章の結果に基づき，新らしく設計係数を定義し，従来用いられてきた

安全率の意味について分析するとともに，設計係数と破壊確率に関する新らしい知見を与えてい

る。

　第4章においては，土構造物の設計信頼度決定に関して評価と評価の基準について述べ，経済

的評価モデルについての考え方を述べるとともに，土構造物の設計信頼度決定のために適用する

場合の特殊な問題点icついて検討を加えている。また，破壊後の補償や再建の方法に関する著者

の考え方を述べている。

　第5章においては，第2章～第4章で得られた主要な成果にっいて結論的に要約してある。
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第2章　土質諸係数のばらつきと確率モデル

　2・1　概　　　脱

　土に関する強度係数や物理係数が，かなりの範曲にわたってばらついている事実は古くから知

られている。土構造物の場合，土自体が荷重となり，またその荷重（自重）によって土そのもの

の強度特性が左右されることは，他の構造物と異なる特質である。したがって，土の強度係数は

物理係数とある種の相関があることが予想される。このことは，土の強度係数・物理係数のぱら

つきの性質を調べる上で特に注意しなければならない。すなわら，後の第3章で明らかにするよ

うに，強度係数と物理係数の相関性は，土構造物の設計係数や破壊確率に対し重要な意味をもっ

ている。このことを念頭に入れつS，本章では，ばらつきの要因，ばらつきの性質，諸係数間の

相関性などについて検討を加える。

　2・2　土質諸係数のばらつきの要因

　一般に，土賀調査や土質試験の結果がばらつく原因としては表（1・2・1）に掲げた敦因が

が考えられる。すなわち人愉の関与しない地盤の性質そのものの原因と人間の関与する問題とに

大別して考えられる。

　　　　　　　　　　表一1・2・1　土質試験結果のぱらつきの原因

地盤の性質

技術上の問題

1）地盤形成過程の不連続性（discontinuity）

2）常識的に“同一一　”とみなせる地層内における物理的，力学的性質

　　の位置的不均一性（non－・homogenuity，i80tropy）

3）地下水位等の変動による物理的，力学的性質の変動（vsriation）

1）実際には“同一”と考えにくい地層を“同一地層”とみなして取

　　扱う判断の問題

2）サンプラーの型の選択の問題

3）サンプリング技術の問題

4）土質試験機の精度の問題

5）試験者の技術的問題

6）試験の方法の問題

7）試験結果の整理法の問題
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　地盤の性質そのものに起因するばらつきとは，以下のようであろ。まず第1に地盤の形成過程

において，侵食，堆積，降起，沈下などの作用に基づき・例えば堆積された粘土層が連続的に形

成されているとは限らないという点である。この顕著な例は，過圧密された粘土層と正規圧密さ

れた粘土層の諸性質の差異である。これらの粘土層は，同じ粘土層とはいえ，形成された過程が

連続的でないために，それらの力学的・物理的性質は著るしく異なっている。第2に，連続的に

形成された土質力学上の同一鳩であっても（工学上，同一として取扱わざるを得ない層），位置

的に不均一なため，力学的，物理的性質が変動する。このことは，本編3・5で示すように，す

べり破壊確率などに与える影響が大きい。第3に地下水位などの変動による土の性質の変化であ

る。このことは設計を行なう際にどのような状態を考慮すべきかという重要な問題と関連してい

る。

｛m）

（a）

qu｛kg允㎡｝

O　　　O．2　　04　　　06　　0．8　　　10

（m）

↓

2

（b）

qu｛kg／bma）

卍 O．2 O． ．O

B－5
Stalnless Steel

｛Conventlonaけ

5

●　　●

⇔

●

O

一
qり．“冨

q口而 ■ ●

●　　● quΦ

●

●

5

輪 ●　　　●
qu Φゆ

●

一qu
●

図一1・2・1　サンプラーとチューブ内の供試体の位酋の差による9uのばらつき
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図一1・2・1　　サンプラーとチューブ内の供試体の位置の差による9uのぱらつき

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6）
　　　　　　　　　　　　　　　　（中瀬による）

　つぎに技術上の問題に起因するばらつきについて述べる。第1に，工学的な意味で“同一”と

して取扱いにくい地層を“同一地層”とみなして取扱う場合の技術者の判断の差異によるばらつ

きである。これは，構造物の設計法と密接な関連かあり，種々の場合に対して現在のベストを尽

して判断すべき問題で各場合に対して判断の基準を客観化していく必要があろう。第2に，サン

プラーの型とかサンプリング技術の問題である。この種の問題は地盤の性質を判断する上できわ

めて重要な意味を持っている。
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サンプリングにともなう強度の変動に関しては貴重な研究がいくつかなされている。スケンプト

ン（Skempton）とソーワ（Sowa）4）は低鋭敏度の粘土に対する三軸試験の結果から，サンプリ

ングにともなう応力緩和による非排水強度の減少率は1～2％であると報告しており，ノラニー

（N。＿y）とシード（Seed）5）、坤醍の鋭敏比を持つ粘土、，対する三軸試験の繰から，応

力緩和によって非排水強度は6％程度減少すると報告している。上記の報告はいつれもサンプリ

ングの際に生じる応力緩和のrewを検討した結果であるカ・，中瀬6）はサ。プラーの材質と，サン

プリング・チa一プ内の位置の差異による非排水強度の差について報告している。図1・2・1

（a）～（b）はその結果である。これらの結果から明らかなように，真らゆう製のサンプラー

に比べてステンレス製のサンプラーの方がはるかにばらつきが大きく，また，サンプラーを引抜

く際に負圧を減少させるよう考案されたドリル・パイプ法の万が従来の方法より平均強度が正確

に把握できる。以上の報告からもわかるように，サンプラーの型やサンプリング方法によって，

地盤の評価がかなり異なってくる。このことは，1つの技術目標を示すものである。すなわち，

人間の技能の優劣による結果の差異をできる限り解消しようとする方向に技術目標が向けられる

べきことを教える。さて，第3にはらっきの原因としては，上にも触れたように，採用した試験

機の精度と試験者の技術，試験結果の整理の際に生じる問題である。試験機の差によるぱらつき

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の影響を調べたものとして，例えば

60

3

初期間ゲキ比e’

図一一　1・2・2　試験機の差によるぱらつき
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7）
（土質工学会，土のセン断試験法委員会による）

土質工学会土のセン断試験法委員
会による全国一斉試験7）がある。図

1・2・2は小名浜砂，木更津砂，

豊浦標準砂を用いてなされた試験結

果である。A型直接せん断とはせん

断箱の上半部を固定し下半部を水平

方向に移動させてせん断応力を加え

る型で，B型直接せん断とは下半部

を固定した状態で上半部を移動させ

る形式である。この結果から砂のせ

ん断に関しては，試験機の選定によ

って大きく結果が異なってくること

がわかる。また，試験者の個人差に

よるぱらつきにっいても，同委員会

によって検討されている。図1・2

・3はその1例である。図中プロ7

トした記号の違いは試験を実施した

機関の違いを不しており，試験は木
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更津砂の三軸圧縮試験で，すべて同

一の試験機を用いて同じ整理方法を

とった結果である。この図からも，

個人の技術差によってばらついてく

ることが明らかである。

　以上に述べたように，極々のばら

つきの原因を一つ一つ解明し，真に

偶然誤差のみを残すよう努力するこ

とはきわめて重要である。しかしな

がら，将来，研究や技術がさらに進

み，熟練した技術者が工学的‘ζ同一

とみなさざるを得ない地盤から慎重

にサンプリングを行ない，これを適

切な処置のもとに試験した場合であ

っても，なおかっ試嫉の結果はばら

ついてくるに違いない。したがって，

39

F3736

初期間ゲキ比el

図一1・2・3　個人差による試験結果のばらつき

（土質工学会，土のセン断試験法委員会による）7）

土の強度や諸係数の偶然的な変動を定量化するには，これを確率変数とみなして確率モデルを適

用することが，現在のところ有効な方法と考えられる。

　次節では，この観点から種々の土に関する力学係数や物理係数の確率モデルについて検討する。

2・3　土質諸係数の確率分布モデル

　2・3．1　統計的な整理に関する一般的な考察

　一般に力学現象に関する諸性質を確率，統計の立場から眺めるとき，留意しなければならない

事項がいくつかある。そこで，こSでは，個々の土に関する諸性質の確率，統計的な検討に入る

前‘こ，一般的に留意しなければならない事項について述ぺる。

　すべての科学は，必ず“現場”をもっている。実践という現場で有効性を発揮したとき，はじ

めて・その真雌を継した・とi・なる．8）・の・とは渓用学としての工学の分野丁・、la，特、，

基本的‘ζ重要なこととして認識されなければならない。設計や施工という分野で土賀力学をなが

めるとき，冒頭に述べたように多くの不確実性を内包していることを認めざるをえない。しかし，

そうであるからといって，設計，施工をしないでおくわけにはいかない。多くの不確実性を含み

ながらも，これらの分野においては，現時点でのベストが尽されなければならない。この観点が，

設計，施工の分野における基本的に重要な姿勢である。この場合，われわれは，それが根本的な

解決でないことを認識しつつも，その不確実性の処理に対して，確率　統計的手法を用いる方向

に向う。そして，その目的は，既知の事実を説明することと未知のことがらを推測することの2
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点に要約される。

　ところで，いうまでもなく統計は，集団的理解が許される現象を対象にして，その実験からの

帰納を扱う基本的な方法である。また，確率論は推劇の確からしさのHl論であり，その性質を表

わすストカスティックという概念は，非決定論的であることと，それにもかかわらず集団的規則

性の存在することの2点によって規定される。9）したがって，統計や確率に不可欠の性格は，集

団的把握と数量的表現である。こSでわれわれは数量化に際して，土leauする種々の性質の中か

らある限定された性質だけしか取出していないこと，さらにその上，本来，“性質”であるもの

を“数”に抽象化していることを十分認識することが重要である。そうでなければ，いつのまに

か数の遊戯に陥り，土質そのもの，あるいは土の工学そのものから饒反していることに気付かな

くなってしまうであろう。

　はじめに，数量化しようとする土の“性質”が問題となる。含水比や間げき比あるいは単位

体積重量のように，状態を表わす量（物理的性質）は真の地盤内の性質を表わす量として比較的

受入れやすい。しかし，種々の力学的性質，例えば一軸圧縮強度などは，われわれが便宜的に定

めたある特定の手順，方法，拘束条件に従って試験した結果に過ぎない。すなわら，工学的な便

宜さのためiζ，地鮎の性質を顕在化する敏として仮定したものに過ぎない。この意味で，本研究

‘ζおいて“母集団”と呼ぶのは，あくまでも，ある特定の条件に従って試験した結果の集合であ

り，例えば，一軸圧縮強度という性質が実際の地盤の強度を表わすのに最適の尺度である，とい

うことは根本的に異なる。

　さて，上述のような意味でのある性質を数量化して統計的に考える場合，まずその頻度分布を

考えることになる。このとき，階級の数

や幅をどのようにするかという問題が生

じるが，経験的に10～20くらいの階

級数がよいとされている以外一般的な

理論はない。ただ，われわれの場合，そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f｛x
の決定は種々の土の性質に関して，工学

的意味を失わないように考慮しなければ

ならない。また，頻度分布や母集団を正

規分布で近似するような場合，一。。から

＋。。までの範囲に分布する正規分布の数

学的性質と，実際問題として物理的に有

限とみなされる性質との対応に矛盾が生

じる。しかし，後にも示すように，著者

が工学的な見地から主題としているのは

破壊確率，裏返せは破壊に対する信頼度

oa　　　　　　x
　　　　　X　　－一㌧…

　x；physical　quantity｛positive）

図一1・2・4　物理量と分布形
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である。航空機のように，破壊確率PFの極小の領域が問題とされる場合に無限範囲で定義され

る分布形をあてはめるならば，明らかに，実際の現象として起りえないような事象を計算上取扱っ

てしまう危険がある。いま，図1・2・4の曲線を強度を無限範囲で定義される分布形であては

めたものとし，荷重の位置をα点としよう。このようにすると，図の斜線部はPFを表わしてい

る。一。。に漸近していくような小さな強度は物理的に実存しないにもかかわらず，計算上は，PF

はある有限値として算出される。論理的にPFの極小領域を対象にしなければならない問題では，

この計算上のPFがたとえ非常に小さくてもおろそかにすることはできない。この理由により，

例えば，有限区間で定義されるβ関数などを用いた方がより適切であるかも知れない。しかし，

土に関する問題では，後の3・5節で不すように，対象となるPFがかなり大きい。したがって，

無限範囲の正規分布の仮定が十分なる妥当性を有することが判断される。

　っぎに，分布形の適合度検定である。しばしばX2一検定が用いられるし．著者もこれを用い

る。いうまでもなく通合度検定とは，帰無仮説の棄却を通じて行なう統計的操作であるから，そ

の性格上，あくまでも“……・・でないとはいえない。”ということがいえるだけである。した

がって，有意水準αというパラメータも，値をいくらにすべきかという間題ではなく，むしろ統

計を用いる者の思想を反映したものであり，そこには用いる際の一貫した態度が必要である。例

えば，5％で有意であっても1％で有忌ではない，ということはしばしば経験するところである。

土貿工学の現状を考え，著者は以下の議論において，Ct＝5％を用いるが，これはまた，統計量

に対する信徽として習慣的に用いられている標準値であることはいうまでもない．1°）なts’，　x・

一検定の場合，階級の数が直接検定法と関連してくることには注意しておく必要がある。

　最後に，当然のことながら，線形相関の尺度でしかない相関係数の大小が，力学的な因果関係

の強弱とは何ら関係しない点にも注意を払うべきであろう。

　2・3・2　飽和した粘土層の9uの分布

　基礎構造物の破壊を考える場合，飽和土の非排水強度が重要な問題である。ここでは，まず飽

和した粘土層の一軸圧縮強度9uの分布形について検討を加える。

図1．、．，は9uの搬分布の一例である．図（。）鯖酬木韓・・おける調醗果1％

あり，著者が整理した多数のデータはほとんどすべてこの程度のきれいな分布形となっている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を頻度分布の形にま図（b）は兵庫県豊岡市内の抽川橋の架設計画の際に実施された調査結果

とめたものである。このようになめらかでない分布をする例は，きわめてまれであるが，このケ

ースですら正規分布に近似できることを示す意味で，ここでは，あえてこの例で検討する。さ

て，サンプルは図1・2・6に示すような9つの採取地点から合計35個採取され，119個の

一軸圧縮試験が行なわれた。調査地域の地層構成は図1・2・6に不すとおりであり，上記の結

果は地表面下一7mから一35mのau　iζ存在する軟弱な沖横粘土旬（N＜4）に関するものであ

る。
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図一1・2・5　一軸圧縮強度の分布
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図一1・2・6　堀川橋における土質断面図

　この粘土層は，粘土またはシルト質粘土に分類され，やや過圧密の状態icある（過圧密比ア＝

1．1～2．4）。また図1・2・5（b）に示したように，含水比ωの幅は55．2多～77．0％，先

行圧密荷重Poの幅は1．46　Kg／㎡～2．95　Kg／㎡に達している。しかし，　w，γt，9u，」Po　の

深度方向の分布を一括して示した図1・2・7からわかるように，この粘土層を性質が顕著に異

なる2っ以上の地層に分離することは不可能であり，現在の工学的な意味においては同一の地層

とみなして取扱わざるを得ない。9uが深度方向に漸増するような場合ICは，図一1・2・8の

点線（9u＝α＋βZ＋σU）で示す強度をもっ地層として評価するのではなく，実線内の範囲の

各部分を工学的な意味で同一の強度を有する地層として取扱うのである。このような取扱いの妥

当性および工学的に“同一の地層”として取扱わざるを得ない地層の判定法に関しては，第2編

3・2および3・3にbいて土質調査法との関連において述べる。
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図一1・2・7　抽川橋におけるω，γ，9u　，　Peの深度方向の分布

　　表一1・2・2　一軸圧縮試験結果の統計量

1．O 20
．

ρ

●

●

●

●

●
1 ●

●

⇔

● ●

●
●

●　●

●

● ●

●

●

●

●

調査地点 晦 的 A「σμ 　μ“
iKg／di）

　σσ％

iKg／C，ii）
〆c 　8
iK砺）

疋2 π

堀　川　橋 9 35 119 1．1490 0．2081 0，181 0．10 16．1034 7

木　更　津 15 58 231 0．9677 0．2642 0，273 0．10 8．0743 12

寝屋川（1｝ 14 35 86 0．8547 0．2023 0，237 0．10 8．5055 7

寝屋川② 22 44 98 0．8694 0．2253 0，259 0．10 12．4698 7

安　　　油 23 184 538 0．6520 0．2667 0，409 0．10 17．6745 12

京　　　浜 9 76 271 0．6600 0．2172 0，320 0．10 9．0946 10

市　　　場 5 27 72 0．3181 0．1764 0，366 0．10 10．7103 4

千　　　葉 14 48 192 0．6297 0．1407 0，222 0．10 6．3492 4

衣　　　浦 16 74 127 0．2870 0．1070 0，373 0．10 8．8760 4

記　　号 σ⑳： gωの標準偏差
ノV8 ：ボーリング本数 〆C　：gμの変動係数 危険率5％
／VS ：サンプリング個数 8 ：区分け幅 検定不適合例…… 1例
”⑳：一軸圧縮試験個数 疋2：分布のX2一値
μ4“：gμの平均値 　π

P

：自由度
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　さて，図1・2・5（a）は上記の

意味での同一粘土層内からのサンプル

の結果である。図にホした曲線は頻度

分布に正規分布曲線をあてはめたもの

で，この妥当性は危険率5％のX2一

検定により証明された。なお，他地域

についても，上と同様の考察のもとに

結果を求めた。図1・2・9はその一…一

例で，合計9地域についての一軸圧縮
試験結果11）一’16）を正規確率紙に示した

ものである。図からも判断されるよう

に，いずれも正規分布で近似できる。

これらについてX2一検定した結果と

主要な統計鮎を表1・2・2に不した。

この表からわかるように，gμに関する

変動係数VcはVc＝0．2～0．4程度

であり，マイヤーホッフ（meyer　ho　f，

1970）17）の報告しているVc＝0．1

～0．2（正規分布を仮定した場合）お

よびVc・＝0．1～0．3

　以上に検討したように，

パトラー（Hooper　and
　　　　　　　　　　　　20）．
（Wu　and　Kr　a　f　t，1967）

深度え

　　10
（m）

20

　　　qu　（kg／cm2）
O．2　　04　　0．6　　Q8

鵠．

苦
゜へ；，c・・

・杏▲s

煕ぎ゜
88・・呂

誌恥
　　　燕ξθ

　　　●●ら●

　　　　°・・〉

　　　　　　、●

図一1・2・8強度が深度方向に増大する場合

　　　　　　　　　　（対数正規分布を仮定した場合）とほぽ等しい値を示している。

　　　　　　　　　　　　飽和粘土の一軸圧縮強度が正規分布で近似できることは，フーパーと
　　　　　　　　　　　B。t1。r，1966）B），ラム（L。mb，．1966）N）およびウーとクラ。ト

　　　　　　　　　　　　　杉にょっても報告されている。これらの報告の結果とも考えあわせ

て通常の沖積粘土層ではVc＝0．2～0．3程度と考えてよぐ，　Vc＞0．35となると，％　の分散が

かなり大きい粘土層と考えられる。
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　2・3・3　砂質地盤のtanφの分布

粘性土地盤と異なり，ほとんど土の粘性が期待できない場合には，せん断抵抗力としては，

tanφなる強度係数が重要である。ここでは，砂質地盤のtanφの分布について検討を加える。

　9

／：

：i

　：）

O＜N≦10

O．1　0．2　0．3 0．4　0．5　0．6　　0．7　0β　　0．9　　1．O
　（和φ　　　一一一一一」v■一

6543
ー度敬

O
　O．3　04　0、5　（）．6　07　0L8　0．9　　1．0　1．1　12　　1．3　1．4　　1．5

　　　　　　　　　1川φ　　　　一一一一〉一

21）

図一1・2・10（a）　砂質地盤のtanφの分布（東京地盤図より）

10

16

曇4

07　08　09
tanφ　一ミ＝一

4
度数

O．7　08　09

tanφ　ヤ

図一1・2・10（b）砂質地盤のtanφの分布（渡良瀬）
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図一1・2・10（b）

砂質地盤のtan　¢の分布（渡良瀬）

　図1・2・10　（a）は，文献21）

よりφの値を読みとり，tanφの頻度分

布の形に整理したものである。図中，N

値の範囲で区別した理由は，第2編3・

2で述べるように，砂系の地層で工学的

に同一として取扱えるN値の範囲に限界

があるからである。また，図1・2・10

（b）は渡良瀬川Dある地域で調査した

結果を同じくtanφの頻度分布に整理し

たものである。資料数が少ないが，これ

らによると，図中に示したN値の範囲に

入る（同一地層内に入る）tanφは，一

応正規分布で近似できるとしてよいであ

ろう。

09

0．8

　O．7
ミ

⊂O．6
β

　O，5

0．4

一2 一1 O ◆1 ＋2　＄

　●●
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質シルト

粘土質シルト

　　　　　　累積確率（％）

図一1・2・11
ta。　－dの分布（Lumb，196619）vaよる）
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なお，φでなく，tanφの分布を問題にするのは，実際の設計計算においては，のらieも示すよ

うtζ，φ自体のばらつきよりもtanφのばらつきが直接問題となるからである。また，図1・

2・10は，多くの地点の，種々異なる砂層に関する結果を，資料数が少ないために一括して表

わしたものである。同一地点における，粒度組成がほぼ同一の砂層を対象にしたならば，tanφ

が正規分布することはもちろんのこと，その分散が図1・2・10の場合よりもかなり小さくな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19）
ると推論してよいであろう。実際，前記ラム（Lumb）の報告によると，砂質シルトおよび粘土

質シルトの排水三軸試験結果のtanφdを例にあげて，砂質土のtanφdは正規分布すると結論

されている。図1・2・11は，その結果を正規化して示したものである。この図で横軸ξは以

下のようにして求められる。すなわら，tan　¢dが正規分布すると仮定すると，その平均値μ，

標準偏差σに対して，tanφdは式（1・2・1）で与えられる確率密度関数をもっ。

f（tan・¢d）マ吉。⇒〔－7（1　tan　¢d「a　　　　　　　）2〕
　　　　σ

・・・・・… @（1・2・1）

ここで，

とおけば，

このとき

ξ＝
tanφdrα　　　　　．

　　　　　σ

ξとtanφdは直線関係にある。

ξ　は

f（ξ）一吉岬〔－sξ・〕

・・…… i1・2・2）

……・・ i1・2・3）

で与えられる標準正規分布に従う。ξの任意の値に対し累積確率は求まっているから，ξの値を

示すことは累積確率を示すことに等しい。したがって，ξ～tan　¢dが図中の直線に近いほど

tanφd　の正規分布に対する適合度が高いといえる。この図からも，　tanφdが正規分布で

近似できることがわかる。

　2・3・4　不飽和土のcとtanφの分布

　土の強度特性として問題となるケースは・前述の2つのケースの他に，不飽和土のせん断強度

係数であるC，tanφである。こ～では，渡良瀬川流域の不飽和度に関する調査結果と著者が

行なった一面せん断試験結果に基づいてC，tαnφの分布形にっいての検討を加える。

（a）土試料と実験の方法

　用いた土試料は表1・2・3に示されている。80il－1，　soi1－2は渡良瀬川周辺から

採取されたもの，またsoil－3は著者が一面せん断試験に用いた土で，いつれも不飽和土であ

る。

　さて，本章2・1において述べたように，著者の基本的な立場は，現時点での設計，施工とい
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　　　　　　　　　　表一1・2・3　土　試　料　　　　　　　　　　う見地から室内の実

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　験結果をながめるこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とである。このこと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は，とりもなおさず

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　“試験結果の設計へ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のよりよい適用”と
いう立場であり，これ1，ついては松尾らのすぐれた研究22）bSある．松尾らも述べているように，

分　　　　　　　　　　　類

soi1－1 粘土，シルト質粘土

soi1－2 シルト，砂質シルト，粘土質シルト，シルト質砂

soil－3 シルト質砂

小さな土の供試体そのものの精密な力学的因果関係を，物性的な立場から究明しようというので

はない。したがって，特別に精度の高い機械を用いて，特別に精度の高い方法によって試験する

ことはむしろ適切ではなく，設計，施工の見地から現時点での最善を尽す，という立場をとらな

ければならない。この意味で，不飽和土に関して一般に行なわれている非圧密非排水せん断試験

の結果を整理し1自してみるとともに，一面せん断試験を実施した。soil－1，2を用いた試験

は過去の試験報告書から抜出したもので，直径3．5cm，高さ8　emの供試体に関する非圧密非排水

三軸圧縮試験である、せん断速度は1啄／minである。ただ，側圧の大きさや変化の個数が統一

されていない。このことは，いくつかの側圧に対する試験結果から得られるτ～σ図上からC，

φが決定されることを考えると，統計的な整理上“重み”の違いという点で，厳密な意味ではや

や問題があるが，結果にはそれほど大きな影響は与えないものと考えられる。

　一方，⑨oil－3に関しては一面せん断試験を実施した。初期の供試体寸法は，直径6・on，高

さ1．5　cmであり，せん断速度は1噺／minの変位制御とした。垂直応力は，σ＝0．4，0．8，

1．2・1．6Kg／㎡の4段階とした。一面せん断試験の目的は大別して2っに分れる。1っは，　c，

φの分布を調べることである。また他の1っは，これらと湿潤単位体積重量r，，乾燥密度rd，

含水比ωなどとの相関を調べることである。相関性ieっいては，次節で詳述するので，ここでは

触れない。さて，分布形を調べる実験では，ω＝10％（±0．8％），γd＝1．559／cUl（士

0．029／eが）ee固定し，同一のσに対して各10回づっ，合計40回の試験を行なった。実験

結果の整理に際しては，τ～σ図上で各σに対するτの値を1っづっ選び，4点を用いて最小自

乗法により直線を引き，cとφを求めた。したがって，実験の無作為性を考えると，104本の

τ～σ関係が得られることになる。

　なお，不飽和粘性土においては，せん断抵抗力τにピークが現われない場合がしばしば生じる。

この場合，「水平変位が8　uaか，またはせん断開始時の供試体厚さの50％のいずれか小さい方

に達したときの値を用いる」という提案もあるが23），その根拠がよくわからない。一方，松尾，

軽部はτの動員される過程を分析し，設計への適用という見地から，短期破壊に関する設計には

σ≧0．5　Kg／㎡の場合，水平変位d＝5～7㎜‘こ対するτを用いてc，φを決めるよう提案して

いる34）本研究では，これに基づき，←6刷対する・を用いて。，φを求めた。
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　（b）c，φ，tanφの分布

　soil－1↓こついては，　c，φ

の個数が少なく，頻度分布を調

べることができなかったので，

soi1・－2，3の結果について述べ

る。図1・2・12はsoil－－2に関

して，C，φ，tanφの頻度分布

を示したもので，図1・2・13は

80il－3にっいてのc．φ，tan

φの頻度分布である。いつれも

正規分布で近似できることがx2

一検定によって確認されている。

　ところで，以上の諸係数の分

布に関する検討においては，い

ずれも飽和土Srの範囲を限定

している。これは以下の理由に

よっている。飽和土Srは不飽

和土の力学的挙動に大きな影響

を及ぼす。このことを80i1－1，

2，3にっいて確かめてみよう。

図1・2・14（a），（b），（c）は

それぞれ，c～Sr，tanφ～

Sr，ω～Srの関係をプロット

したものである。図から明らか

なように，c，tanφはSrの範

囲によって顕著‘ζ異なったグル

ープを作っている。いま，Csを

粒子の真比重とすると，Srは，

乾燥単位体積重量rdと含水比

ωに対し

卑一G鑑篭

・・・… @（1・2・4）

i‘（c＝O．148Kg／bm己

窒二α8芸罐露

N＝　26
V＝0・487

oOI　q　Q　Q4
C｛kcvtm2）・一一一

夕く°｝一一5v一

13
74

5～96％

313

｛C｝

んゲ0・239

誤；296％
　　　＝25

　　　Y＝　Q460

tan夕一一5・・・…

図一1・2・12　c，φ，tanφの分布（soil－2）
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という形で与えられるから，Srを1っのプアクターとして取上げることは，　w，γd両者の影響を

同時に考慮したことになる。そして，c，φttanφなどの検討において，Srの範囲を限定するこ

とは，ω，rdの範囲を同時に限定することと同値の関係にある。さらに，次節で述べるように，

c，tanφが，ωとrdに相関性をもつことなどを考えれば，上記のように，　Srのある限定された

範囲で分布形を検討するのが妥当であるといえる。

　2・3・5　物理係数の分布

　土構造物の特異な点は，それが荷重に抵抗する材料であると同時に，それ自身が大きい荷重と

なり得ることである。そしてまた，この荷重自身が強度を発揮するための一助をになっている点

である。　すなわち，　モール・クーロン（Mohr－CouIomb）の破壊規準によると，土のせん断

強度は，一般に，

　　　　　　　τヨc十σtanφ　　　　　　　・・・・・……・・…　（1・2・5）

で与えられ，全応力で考えるとσの項に荷重の大きさが直接関係してくる。このことは，土の単

位体積重量γの重要性を示すことにほかならない。

　また，土の含水比Wの大きさが力学的挙動に重要な役割を占めていることは周知の事実である。

そこで，本節では，土の湿潤単位体積重量rt，乾燥単位体積重量γd，含水比ωについての分

布形icついて検討を加える。なお，人工的に締め固めた盛土の湿潤単位体積重量　rb　tcっいても

あわせて検討する。

　図1・2・15および図1・2・16はそれぞれ，図1・2・91ζ示した各地域‘ζおける粘土

層のrtおよびωに関する結果を正規確率紙にプロPtトしたものである。

表一1・2・4単位体積重量に関する統計量

調査地点 炮 的 叶
％（t／㎡） ση

it／鍵）
形‘ 　8

it／冠）
X2 π

堀　川　橋 9 35 35 1．6269 0．0399 0，025 0．04 1．2080 2

木　更　津 15 58 57 1．4888 0．0524 0，035 0．04 3．6837 4

寝屋川｛1） 14 35 34 1．6306 0．0379 0，023 0．04 0．0344 2

寝屋川12） 22 44 43 1．6321 0．0420 0，026 0．04 0．6915 3

安　　　浦 23 184 114 1．6194 0．0462 0，029 0．04 13．8277 4

京　　　浜 9 94 36 1．5011 0．0306 0，020 0．04 0．2915 2

市　　　場 5 27 25 1．5800 0．0493 0，031 0．04 1．8723 3

塩　　　釜 30 58 27 1．5519 0．0580 0，037 0．04 7．7148 5

東　京　湾 6 77 63 1．5063 0．0610 0，041 0．04 6．2498 3

記　　号

ノVβ：ボーリング本数

求轣Fサンプリング個数

響　：ηの変動係数　：区分け幅：ηの標準偏差

危険率5％
検定不適合例……1例

ノVγ：単位体積試験個数 κ2：分布のZ2一値
μη：ηの平均値 π ：自由度
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表一1・2・5　含水比に関する統計量

調査地点 ノVB ／VS ノVω μω

i％）

σω

i％）
γω

8（％）

Z2 π

堀　川　橋 9 35 35 62．9286 5．9002 0，094 5 0．3569 3

寝屋川2） 22 44 84 60．5952 5．8713 0，097 5 6．1446 5

安　　　浦 12 124 113 65．7743 7．4602 0，113 5 9．5140 5

京　　　浜 9 76 76 85．1316 7．1850 0，084 5 2．3817 5

市　　　場 5 27 22 71．1364 8．6841 0，122 5 2．6864 4

千　　　葉 14 48 44 104．5455 16．4578 0，157 5 12．9522 11

東　京　湾 6 77 62 81．6935 14．0047 0，171 5 8．9104 11

仙　　　台 18 30 28 82．1429 16．8727 0，205 5 2．6763 8

記　号 ％：ωの標準偏差
押B：ボーリング本数 ん：ωの変動係数 危険率5％

”∫：サンプリング個数 8 ：区分け幅 検定不適合例・…・・1例

Nω：含水比試験個数 τ2：分布のエ2一値

μω： ωの平均値 π　：自由度

これらのX2一検定結果を一括して表1・

2・4および表1・2・5に不す。この表

で注目すべきことはγtに関する変動係数

VrtがUrt　＝＝o・Ol～0・08程度で9・‘こ関

する変動係数Vc＝0．2～0．4に比べて，

1オー4’　一小さいことである。これはつ

ぎに示す盛土の単位体積重量γbや不飽和

土についてもいえることである。すなわち

強度のぱらつきに対して荷重となる単位体

積重量のばらつきは非常に小さい。このよ

うな事実は，次章で明らかにするよう1ζ調

査，設計，施工の精度と関連してくるので

重要である。

　さて，図1・2・17および図1・2・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぬ　一　tが
18は表1・2・2に示したsoi1－1およ

びsoi　1　－2に関するγtとωの頻度分布を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図一1・2・19盛土の単位体積重量の分布
示したものであり，いずれもx2一検定で

正規分布の当てはめが可能であることが確かめられている。図中に示したようle　Vrt　・＝0．07～

0．11程度で飽和粘土に関するVr　tとほぼ値が一致している。

40 N＝140
㌦＝1・7466t！㎡

σ ＝0．1407t／m3
τ

V ＝0．080630 7

頻

度数20

10

1．3 14 15 16 1フ 18 19　2ρ 21
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　また，図1・2・19は関東地方のある地点で，盛土施工直後に締固め程度を知るために実施

された調査結果であり，施工直後のγbの分布を知る上で貴重なデータである。

図からもただらに推測されるが，5％の危険率でX2一検定を行なった結果，正規分布であるこ

とが明らかにされた。図中に不したように，この場合の変動係数Vrb　＝0．0806で飽和粘土や不

飽和のシルトにみられた変動係数とほぼ等しい値をとっている。

　以上で明らかなように，土に関する力学係数や物理係数がいずれも正規分布で近似できること

は注目すべきであり，次章以下で述べる諸解析にとって非常に好都合となっている。

2・4　土質諸係数間の相関性

　土質諸係数を確率，統計の立場から取扱おうとする場合，諸係数間の相関性を検討しておくこ

とが必要である。そこで本節では，前節で取扱ったc，tanφなどの力学係数とγt，rd．w

などの物理係数間の相関性について検討を加える。相関性を調べるために用いた試料は前節（a）

iζおいて述べた試料80i1－1，80i1－2，soi1　一・　3である。ただし，　soi1－3については，前節で

述べた分布形を調べるための実験とは別に，相関性を調べる目的で別ic実験計画法を用いて室内

の一面せん断試験を実施した。実験計画法は，周知のように，推測統計学の1つの応用手法であ

り，他の手法の多くが得られたデータの解析に用いられるのに対し，データの集め方を決める1

つの有力な手法である。

　さて，実験結果を表わす特性値として，c，φを取上げるとき，これに影響を及ぼすと考えら

れる諸因子とその水準を選択しなければならない。本研究では，従来からの経験に照らして，乾

燥密度rdと含水比Wを主要因子として取上げ，その水準については，　rd＝1．45，1．50，

1．55，1．60，1．659／’cm3の5水準ω＝5，10，15％の3水準とした。得られた実験結

果は，分散分析の手法を用い・特性値と因子間の相関性を検討した。この際，前節で述べたよう

に，飽和度Srの範囲によって特性値，　C，φが異なったグループを構成することに着目し，　W

＝5，10％の2水準の場合（Sr＝16～44％），W＝10，15％の2水準の場合（Sr＝

32～66％）および上記の3水準の場合（Sr　”＝16～66％）の3通りにっいて分散分析を実施

した。ところで，せん断試験は，　（rd，w）の選ばれた水準において，各σ（＝0．4，0．8，

1．2，1．6　Kg／t，，it）に対し，3回行なった。したがって，実験の無作為性を考えると，34（＝81）

本のτ～σ関係が得られることになる。

　2・4・1　φ（あるいは‘an　¢）～γd関係

　soi1　一・　1．2，3に関してφあるいはtanφをγdに対してプロヲトした結果が，　図1・2・20

図1・2・21，図1・2・22である。soi1～3の場合，上述したように，γdは5水準，　Ivは

3水準であるから，得られるc，φは全部で（34×5×3）＝1215個であり，これらが図中

にプロットされている。
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図一1・2・22　　rdとφ（tanφ）の関係　（80i1－3）

　さて，図中の破線は2次曲線

∴：蕊：ll：｝　・…・・……（1・…）

を，最小自乗法による二次の最良多項式近似を行なった上で当てはめたものである。ただし，図

一1・2・221ζ関しては煩雑になるため記していない。係数a，b，cの値は表一1・2・6に

一括して示した・鼓・従来一部で考えられているようにφ～rdあるいはtanφ～rdの間に

直線的相関

，」：㍍；，｝　　一…・一）

があると考え，最小自乗法で直線回帰を行なうと図中の実線のようになる。このときの回帰係数

A，Bおよび相関係数rは一括して表一1・2・5に不してある。以上の結果からφ（または，

tαnφ）はγdと正の相関があることがわかる。

　なお，soil　－3のSr＝＝49～66％（ω・＝15％）の場合は，最適含水比13％を超過して

おり試料の作製が非常に困難であって，他の場合に比べると実験結果の信頼度が低いと考えられ

たが，参考のためプロrトした。
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表一1・2・6　回帰係数一覧表

Y＝a（a‘）X2十b（b‘）X十c（cり Y＝A（A‘）X十B（B8）
a，（a，） b，（bり c，（c’） A，（A‘） B，（Bl） γ

φ　～　ω 86，610 一237．182 158，186 49，767 一71．977 一〇．7422

zαπφ～ω 1，767 一4．722 3，170 0，969 一1．412 一〇．7125

soil　－　1
φ　～　η 50，736 一48．626 4，834 63，625 一56．080 0．7387

’απφ～η 1，077 一1．135 0，185 1，247 一1．108 0．7133
εαπφ～γ， 一1．348 6，238 喝，292 1，871 一2．765 0．6031

c　　～　　ω 2，868 一3．896 1，506 一〇．901 0，784 一〇．5529

φ　～　ω 54，153 一112．044 69，273 33，296 一25．163 一《）．5132

’απφ～ω 1，123 一2．433 1，494 0，673 一〇．559 一〇．5318

φ　～　η 43，557 一71．460 42，449 29，977 一13．735 0．6959
80il　－　2 εαπ　～η 1，096 一1．902 1，045 0，649 一〇．368 0．6557

’απφ～η 2，284 一6．539 4，924 0，896 一1．070 0．5679

C　　～　　ω 0，217 一〇．430 0，336 一〇．158 0，270 一〇．2650

φ　～　ω 44，440 一223．200 951，200 36，513 一32．960 一〇．5515

’απφ～ω 0，942 一5．679 24，219 0，740 一〇．835 一〇．5526

φ　～　η 24，600 31，830 0．9273

どαπφ～η 3，429 一9．985 7，940 0，644 一〇．280 0．9258

zαπ　～η 3，364 一10．327 8，597 0，604 一〇．263 0．9202

80i1　－　3
@3r＝コ16～66％一一，一一一｝，一一一

唐盾奄戟@－　3
T’＝＝16～22％　一一一｝一一一一一一

唐盾奄P　－　3
@3r＝32～44％　｝一一一一一一一一

W0il　－　3
r，＝：49～66％

～　η 11，120 29，950 0．8620

‘απφ～役 0，857 一2．393 2，262 0，264 0，207 0．8592

’απφ～r‘ 1，006 立，182 3，111 0，237 0，212 0．8500

φ　～　花 一28．600 36，350 一〇．9531

’απφ～η 一1．886 5，134 一2．782 一〇．712 1，739 一〇．9431

’απφ～γ， 一1．219 3，723 一2．119 一〇．630 1，760 一〇．9523
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このような結果は，不飽和土だけでなく乾燥砂にっいても認められる事実7）’25）’26）とも一

致している。図一1・2・23は，土質工学会セン断試験法委員会によって行なわれた全国一斉試

験の結果7）を，著者がφ～rd関係・・整理し直し，回帰醜と醐係数rを勅た結果である。

図中，直線を囲む細曲線は，この回帰直線の95％信頼区間をホしたものである。このせん断試

験の結果は，いすれも，粒度のそろった標準砂を用いて熟練者が行なった試験の結果であるから

図一1・2・21や図一1・2・22の場合に比べてばらつきの程度が小さい。

　2・4・2　φ（あるいはtanφ）～w関係

　図一1・2・24（a）．（b）はそれぞれφ～ωおよびtanφ～ωの相関図であり，前述のsoil－

1，soi1　－2，soi　1－3ieついて同一図面↓ζまとめてプロットしてある。前に述べたのと同様に，

最小自乗法による二次の多項式近似を行なった結果は式（1・2・8）に，また，直線回帰を行な

った結果は式（1・2・9）のようtζなり，係数値その他はやはり表一1・2・6に示した。

　　　　　∴1已ll：1｝　　一…（1・…）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　㍊：ll劃　　
一（一）
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00ク一－．

　　　　　　　　　　　　　　　　　10　s16－nz

Sr　2歴・　　　；°Q5、。⇔ζ，x
　　　　　x°’　　　　04s－44°・．も・魎ξ

　　　　　梱宍％29i　°莞・㌧二・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　・　，、7　01　　・誌・xx

　102030405060708090　　　102030405060　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8090
　　　　　　　　w（矛）一“：－v”　　　　　　　　　　　　w（名）一》

　　　　　　図一1・2・24　φ，tanφとωの関係

　　　　　　N－1・2・7　φ　ic関する分散分析の結果

要　　　因 自由度 変動s 分散グ 分散比Fo 寄与率（％）
ω　　1　　次 1 40．28 40．28 53．7（“） 66．12（ω）×5（γd）

@　水　準
ﾖ1＝　5％

ﾖ2＝10％

γゴ　　1　　次 1 14．37 14．37 19．2（“） 22．9

誤　　差　　θ 7 5．26 0．75 11．0

全変動　571 9 59．91 100．0

九　　1　　次 1 4．15 4．15 5．8（＊） 11．72（w）×5（γゴ）

@　水　準

ﾖ1＝10％

ﾖ＝15％

ω1次×η1次 1 20．02 20．02 27．8（傘■） 66．0

θ 7 5．06 0．72 22．3

5　　　τ 9 29．23 100．0

ω　　1　　次 1 26．96 26．96 31．3（＊＊） 29．3

ω　　2　　次 1 18．75 18．75 21．8（ホ寧） 20．1

3（ω）×5（γゴ）

@　水　準
ﾖ1＝　5％

ﾖ2＝10％

ﾖ3＝15％

ω1次×㌃1次
1 33．95 33．95 39．5（＊＊） 37．1

θ 11 9．51 0．86 13．5

5　　　71 14 89．17 100．0

有意でない要因効果はすべて誤差項にくみいれてF検定を行なった・

磨魔ﾍ1％，＊は5％の危険率で有意なことを示す。

以上の結果から，φまたはtanφはwと負の相凋があることがわかる。ただし，図一1・2・24

に示したように・Srの幅をある程度限定した範囲でいうと・両者に相関性があるとはいえないn

　　　　　　　　　　　　　　　　　－33一



　さて，著者が行なったsoil－3に関する一面せん断試験の結果から二元配置による分散分析を

実施したところ，φはγdとωに影響されることがわかった。分散分析の結果は表一1・2・7

に示されている。この結果をみると，w＝5％，10％の2水準ではwとrdの1次項が，ω・＝

10％，15％の2水準ではrdの1次項とw×rdの項がそれぞれ有意である。また，　W・＝5

％，10％，15％の3水準ではω，ω2およびrdの各項が有意となっている。上記の各場合

につき，参考のため，直交多項式に展開した結果を式（1・2・10）に示す。

　　　φ＝16．95rd－0．803w－←13．38　　（w＝＝5％，10％）

　　　φ＝＝－40．92rd　－　6・20ω→－4．00rd・w十95．42　　（w＝＝10％，15％）

　　　φ＝52．12rd　－　7．44　w十〇．09ω2－5．21ri　－　36．38　（tL＝e　5％，10％，15％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・……………（1・2・10）

これらはいずれもωに対して負の相関があり，soil　－1，soi1・－2　の結果とも矛盾しない。ま

た，ωの寄与率が予想以上に大きいことは注目に値する。ただ，著者の行なった実験においては，

Wとγdの寄与率を調べるには，Wの水準が少ないという点iζ多少疑問点が残されている。

　2・4・3　tanφ～γt　関係

　安定問題の解析に当っては，その簡便性と工学的な有用性とから，しばしば全応力法が採用さ

れる。その際に必要なのはrdよりもむしろrtである。そこで，　tαnφとrtの関係について

調べておく必要がある。

；
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図一1・2・25　γtとtαnφの関係
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図一1・2・25（a）．（b），（c）はそ

れぞれsoi1－1，soil－2，soi1－3に

ついてのtanφとrtの相関図である。

図中実線は最小自乗法による回帰直称

で，破線は二次の最良多項式近似であ

り，係数その他は表一1・2・6に示し

てある。これによるとsoil－3の

Sr＝49～66％の場合を除き，い

ずれもtanφ～rtは正の相関が認め

られる。このことはSrの幅を限定し

て考えていくと，tanφがWの影響を

受けず，γdのみの影響を受けることか

ら考えて，当然説明される事実である。
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図一1・2・25　γ，とtanφの関係

　2・4・4　tanφ～e関係

　次草で明らかになるように，C，φを確率変数としてτを取扱っていくとき，　Cとφが独立で

あるかどうかという点が基本的な問題となる。図一1・2・26（a）は前記のsoi1－1，soi1－2，
、。i1・－3　CCついて。～・。。φ関係をプ。。トしたものである．図一1．，．26（b）は鯨雌置）

より整理しなおした値と瀦の手赦ある資料Z）b、らの値をプ。。トしたものである．L、ずれも，
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シルトまたは砂質シルトに関するc，tanφである。これらの図によると，従来言われていたよ

うIC・⑲）弱い負の鰍があるよう・こも思えるカ・，　t・nφとr、，・，rtなどの関係においてみ

られるほどの強い相関性は認められなし～したがって，最初の近似として独立と考えておくことは

許されるであろう。

　2・4・5　c～ω関係

　cはwの影響を大きく受け，rdにはあまり影響を受けないであろうと一般には予想される。図

一1・2・27は，soil－1，soil－2‘ζついてcとwの相関をみるために描いた図である。　cとw

とは弱い相関があるようであるがほとんど相関がないといってよい。何故なら80il－3↓ζついて

の分散分析の結果からも相関がほとんどないことが支持されるからである。
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図一1・2・27　cとωの関係

表一1・2・8は前述のφとrd，Wの相関をみるために実施しt：　一一面せん断試験の結果を用い

て，cとw，rdの間で実施した分散分析の結果である。この表からわかることは，ω＝5％，10

％の場合は飽和度Sr＝16～22％であり，　Srの範囲が狭い。このときはcはωとγdに対

し無相関であり，ω・＝10％，15％の場合（Sr＝32～66％）はωとrdの一次項が有意

で，W＝＝5％t　10％，15％の場合（Sr＝16～66％）はWの一次項が有恵である。すな

わら，Srの範囲がある程度小さく限定されている場合は，　cはwとrd　ie対し無相関で，　Srの

範囲が広くなってくるとcはωに対し負の相関性を持ってくる。このような事実からも，前述し
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たように不飽和土の性質はSrによって大きく影篭されることがわかる。

　なお，cとγdの相関を調べるために描いたのが図一1・2・28である。予想されたように，　c

とrdの相関はほとんどなく，飽和度Srの範囲を限定しても無相関である。

表一1・2・8　0に関する分散分析結果

要　　　因 自由度 変動5 分散7 分散比”o 寄与率（％）
2（ω）×5（γば）

@　水　準
ﾖ1＝　5％

ﾖ＝10％

有意な要因

ﾈ　　　し

ω　1　次 1 18．32 18．32 65．4（＊＊） 62．3

γ　1　次 1 8．69 8．69 31．0（＊＊） 29．1

2（ω）×5（γd）

@　水　準
ﾖ1＝10％
ﾖ2＝15％

θ 7 1．95 0．28 8．6

s　7’ 9 28．96 100．0

ω　1　次 1 43．96 43．96 13．5（＊＊） 47．2

θ 13 42．25 3．25 52．8

3（ω）×5（γぜ）

@　水　準
ﾖ1＝　5％

ﾖ2＝10％
ﾖ3＝15％

5　τ 14 86．21 100．0

備　　考
有意でない要因効果はすべて誤差項にくみいれてF検定を行なった。

ﾁは1％，＊は5％の危険率で有意なことを示す。

2・5　　結 論

　土木構造物とりわけ土構造物の設計，

施工に関しては不確実性の介入する原

因は数多い。その主敦なものは，（1｝理

論的不完全さに起因する設計式の不備，

②外力・強度の不確実性｛3｝施工時の

不確実性，などである。

　しかしながら，このような不確実性

があるからといって設計，施工をしな

いわけにはいかない。したがって，不

確実性の究明および処理‘こ関する研究

は重要である。繰返し述べたように，

設計，施工というフィールドでは現在

のベストを尽して行なわれるべきであ

る。この観点から，本章では土に関す

ろ強度係数や物理係数のばらつきの原
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因について考究し，強度や物理的性質ec関する諸係数の確率分布モデル，および諸係数間の相関

性について述べた。

　本章で得られた主要な成果を列挙すると以下のとおりである。

　（1｝土質諸係数のぱらつきに及ぽす要因について整理し，各要因iζ起因するばらつきについて

具体例をあげて説明した。

　t2）土の強度係数に関して，粘性によるもの，摩擦力によるもの，両者が一体となって抵抗す

るものに分類し，それぞれの場合の力学係数の分布について検討した。すなわち，粘性によるも

のとして，飽和した粘性土の非排水強er　eu（＝＝％／乞）をとりあげたが，これは，“工学的に同

一と考えられる層”においては正規分布することを明らかにした。また，摩擦力によるものとし

て砂のφあるいはtanφ　ecついて枝討したが，これも正規分布する。さらに，　c，φが一体とな

ってせん断に抵抗するものとして，不飽和土について検討した結果，cおよび‘απφに関しても

正規分布することを明らかにした。

　〔3｝土の物理係数に関して，飽和粘土および不飽和な粘土，シルトに関する単位体積重量γ，，

人工的ictw固めた盛土の施工直後の単位体積重fi　rb，これらの含水比Wをとり上げてその分布

を検討した結果，いすれも正規分布することを明らかにした。

　（4）guやcに関する変動係数は0．1～0．4，γtやrbに関する変動係数は0．Ol～0．08程度で

あることが明らかになった。このことは，後に述べる調査や設計，施工の精度と関連して重要な

事実である。

　6）土tc関する諸係数蘭の相関性に関して以下の事実を明らかにした。

（1）φまたはtanφは乾燥密度γd　tc対して正の相関がある。（ii）φまたはtanφはψに対し

て負の相関がある。（llDφまたはtanφはSrの範囲を限定すれば，　rdに対して正の相関があ

る。（IV）cとtαnφは弱い負の相関があるが，　Srの範囲を限定すれば独立と考えてよい。

（V）cはω↓ζ対しSrの範囲を限定すれば相関性は弱くなる。（Vl）cとrdは無相関である。

　以上，土の短期破壊に関する諸係数について検討したが，

諸係数にっいては今後の研究課題としたい。

長期安定，および土の変形ic関する
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第3章　設計係数と破壊確率　1）・2）

3・1　概 脱

　構造物の設計や施工において，“安全率”や“安全性”あるいは“余裕度”という言葉をしば

しば耳にする。これらは，時leは力学内部の問題として使用されていたり，時には力学を離れた

人間社会全体におし広げられて使用されている。しかしながら，“安全率”とか“安全性”とい

う言葉は本来，如何なる目的に使用されるべきであろうか？　そして，その目的を数量的に表現

するためには如何にすればよいか？　これらの疑問は“もの”を作り出す人閥にとって，常に内

部に発せられるべき疑問である。これらの疑問に答えるべく，従来，多くの研究がなされてきた。

　本章では，主として土構造物の設計に用いられている安全率を中心に，従来の考え方を述べ，

著者の見解を示すとともに，新らしく設計係数を考えて破壊確率との関係を定式化する。

　3・2土構造物の設計における従来の安全率
　土構造物の基礎地盤の性質は，支持力，沈下，すべりに対して安全であるかどうかの検討がな

されるのが普通である。以下，支持力，沈下，すべりに対して現行の設計法にとられている安全

率‘ζついて概述していく。なお，斜面安定で検討される“すべり破壊”も一種の支持力問題であ

るが，慣例上，項を分けて述べる。

　3・2．1　支持力に対する安全率

　支持力に対する安全性の考え方は，基礎地盤の極限支持力qdを求め，これを安全率Fsで除

した値を地盤の許容支持力9aとし，この9aが基礎地盤の支持しうる安全な荷重強度としてい

る。この場合の安全率Fsは道路，12）干拓，13）鉄道14）港湾，15）建築16）の各分野で表一1・3・1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のように定められ
　　　　　表一1・3・1　各省における支持力に関する安全率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ている。この表に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　みられるように，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　種々の場合を想定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　してFsの値が決

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　められているが，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほとんど経験的に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決められたもので，

その数値の具体的な根拠はない。

　さて，この支持力に対する安全率の持つ意味について考察するために，具体例を掲げて分析し

てみる．

　よく知られているように，連続した浅い基礎の支持力公式として，次式が与えられている。こ

道　路 道　路　技　術　基　準 1．2～1．5

干　拓 土地改良事業計画設計基準 1．2　以上

港　湾 港湾構造物設計基準
重要な構造物　　2．5以上
ｻの他の構造物　1．5以上

建　築 建築基礎構造設計基準
ｯ解説

長期支持力　　　3．0
Z期支持力　　　1．5
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れはテルッアギー（Terzaghi，1943）　teよって与えられた支持力の一般式である。

　　9d－　Ct・IVc＋fir、　BIVr＋γ・0／”，　　　　・・’’”（1’3・1）

上式で，0およびr，は土の粘着力および単位体積重量で，Nc，Nr，1Vgは支持力係数，　Bは

載荷ts，　Dfは基礎の根入れ深さ，　a，βは基礎の形状係数である。

この場合，許容支持力9aとしては，式（1・3・1）の9dから・根入れtζよる弾え荷重γ2∠）ノ

を差し引いた正味の支持力9netを用いて

　　・・一鷲t＋r2°ノー吉嚥＋β・…＋・・ρ・（IVg－1）〕＋・・Df・…・・（1・…）

で与えられる。これに対し，荷重強度Poは

ρ・≦・・一」無＋・・ρゾ
・・・… i1・3・3）

でなければならない，とされている。

　式（1・2・3）の意味するところは，土がせん断破壊をする極限の荷重強度の1／Tsの荷重強

度であれば，土は十分壊れないだろう，あるいは壊れても仕方がないということである。この

ことはさらに細かく考えると，（j）土質調査によって推定される土の諸係数が真の強度や状態量

を表わしていないこと，（jj　）式（1・3・1）を誘導する過程において人間の未知の事項が多く

含まれていること，（llDもし破壊したら困るから，強度の見積りを割引いて余裕を残しておき

たい，というような意味をすべてFsの中IC含ませているように思える。

　以上のことから朋らかなように，支持力で考えられている安全率は，種々の理由によって強

度そのものを割引いて考えておこうとする立場で設定されており，破壊そのものに対してFs

倍の安全性が確保されているという意味ではない。

　3・2・2　沈下に対する安全率

　沈下に対しては，土のせん断破壊によるすべりのようiζ，“破壊”という現象の定義が明確

でない。沈下現象を大別すると，土の体積変化icよる沈下（圧縮変形による沈下）とせん断変

形による沈下がある。前者は圧密現象として知られ，後者は，即時沈下と側方流動による沈下

現象として知られている。これらをわかりやすく表にすると表1・3・2のようである。

　　　　　表一1・3・2　沈下の種類
｛
圧縮変形一圧　　密　（強度は増大する）

せ＿〈臓下く鑓㌶鷲驚鑑㌶、．側方流動　　（せん断破壊））
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表一1・3・2にみられるように，土の変形はそれが必ずしも破壊と結びつかないために，その

変形量の規定は明解に定められない。従って，沈下に対しては必ず，ある基準を場合ごとに設定

し，それを超過する変形として現われた場合を1種の破壊と考えて，これに対する安全度を考え

ていく方向がとられている。

　現在のところ，破壊に対する安全率に柏当する概念は，沈下の問題に関しては無い。

　3・2・3　すベリに対ナる安全率

　一般に地表面が水平でないところでは，重力の作用により高所から低所へ向かって土を移動さ

せようとする傾向があり，このため土の内部にせん断応力が発生する。このせん断応力が土のせ

ん断抵抗力を超えると，ある連続面に沿ってすべりが生じ，斜面の崩壊が起る。

一一ﾊに斜面の安定計算に用いられる安全率Fsはつぎのように定義されている。18）

　（1）平面すべりに対して

　　　　　　　　すべりに抵抗する力
Fs　＝
　　　　　すべりを起そうとする力（起動力）

・・・・・… @（1・3・4）

（2）円形すべり面iζ対して

Fs　一
すべりに抵抗する力のすべり円の中，LVこ関するモーメント

すべりを起そうとする力のすべり円の中，LSiζ関するモ～メント（起動モーメント，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・…　（1・3・5）

（3）さらに粘土斜面に対するTaylorによる4の定義は

　　　　　　　　　土が発揮しうる最大粘着力
　　　　Fs　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・…　（1・3・6）
　　　　　　　　　土が現在動員している粘着力

のようである。このようCζ定義されたFs↓ζ対し，道路，12）国鉄，14）高速道路，19）ダム，13）港湾15）

などでは表一1・3・3のようにFsの値が定められている。ここに定められている基準値も，

支持力の場合と同様，その具体的な根拠はない。しかし，支持力の項で規定されている値よりも

一般にかなり小さい値で許容されているのは，上述の方法で求めた安定計算の結果が，長い経験

から，工学的な意味で，かなりの精度をもっていることが知られていること，および盛土や切土

斜面の工事においては，常に動態観測を実施し，異常事態に対しては比較的簡単に設計変更その

他の対策が講じられるためと考えられる。このような考え方は，信頼性工学の分野でも大幅に取

り入れられている。すなわち，一般に信頼性を確保する手段として，最初から，　（1）故障を起

こさぬようにする方法と，　（ID故障が起こってもすぐ修理するということを当初の設計段階か

ら考えておく，という2通りの方法が考えられる。　（Dの場合は，狭義の信頼度（reliabi－

1ity）と呼ばれ，無人の人工衛星や修理できない構造を持つシステムに適用されている。
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（iDの場合は，広義の信頼度を意味し，一般には，稼動率（avai　lability）と呼ばれ，故障

しない確率reliabilityと，故障を修復する能力を不す保全度（maintainability）を

あわせた形で定義されている。これは例えば，計算機，車両などの設計に採用されている。

表一1・3・3　各省庁における斜面安定に対する安全率

部　門 基　　　準　　　名 適　　　　　　　　　用 安　　全　　率

道　　路 道路技術基準 切土，盛土 1．0以下・…不安定

1．0～1．2…・不確定

1．3～1．4…・安定

高速道路 高速自動車 盛土 1．25

国道設計要領 切土 1．5

鉄　　道 国鉄「土木構造物の 1．3

標準示方書の作成に

関する研究報告書

ダ　　　ム 土地改良事業計画 ほ｝材料試験や安定計算の精度が不十 1．5

設計基準 分のとき，または軟弱地盤上のダムの

ように不定要素の入りやすい場合

12）精度十分なとき

ケース　提　条件　　貯水位　地震

1　完成直後　　空　　　なし ＜罐1：；

2　間げき圧最大　部分貯水　なし 上流　1．3

3　　　　　　　急低’F　なし 下流　1．2

4　常　時　　満　水あり 下流　1．2

5　　　　　　　部分貯水あり 上流　1．15

港　　湾 港湾構造物設計基準 常　　　　　時 1．3

以上，本節で概観したように，土構造物に関して，従来用いられてきた安全率は，非常に経験的

であって，破壊に対する安全性を示す尺度であるとはいえないし，その規定されている値自体も

明確な根拠がない。では，安全率とは一体，如何なるようle定義されて，如何なる値に設定され

るべきものであろうか？　この点に関して，次節では著者の安全率1ζ対する見解を述べる。

　3・3　安全率の概念

　3・3・1　安全率の概念
　　　　　　　　　　　20）
　安全率の概念に対し松尾　は以下のように述べている。　r土に関する設計に際しては多くの場

合，ほとんど機械的te　2とか3とかの安全率が見込まれる。しかし“安全率とはいったい何か”

と自問してみると，特に土質工学の場合その内容がはなはだ漠然としており，その数字の根拠や

影響因子を明確に指摘できないことが多い。すなわち，土質工学には不明確な要素が多いことは
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事実であるとしても，設計の段階でそれが一つの逃げ口上に使われてこなかったとはいいがたい。

そのためにも安全率なるものの概念がかなりあいまいなものとなり，しかもこのあいまいなもの

に頼ろうとする結果が生れてきたものと考えられる。いいかえると，安全率なるものの内容や意

味が十分意識され，それを明らかにするという姿勢のもとに使われてはこなかったように思われ

る。

　実際問題として，土の笈形や応力状態，さらに破壊時の状況　自然災害的な外的条件が完全に

明らかになっているわけではない。また現在の設計式の中には，仮定自体が実状を正確に反映し

ていなくとも，“マクロな結果として大体よく合う”ということで用いられているものも多い。

したがって安全率というのは，現時点での最善を尽してもなお残る研究の不足分を補い，土を含

めた構造物が所定の期間にわたり満足にその機能を果しうるようにしておくための，一種の信頼

性の基準となるべきものであろう。・………」

　ここに述べられているように，安全率という概念は，人間が自己の不完全さを意議しっっも，

なお敢えてひとつの決定をしなければならない行為の中IC，見出されることが知れる。特に土木

技術での生産行為を考えるとき，ある素材（土木材料）を用いて，一定の労働（施工）を通じて，

一定の手段（設計式）で1つの目的に到達するという行為と理解される。ここに現われる各行為

には，いずれもわれわれの知識の不完全さが認められ，そのおのおの‘ζついて安全率の要素を見

出すことができる。このことは，暗目の内に，行為の完全性を志向していることを意味しており，

“完全”に対する“不完全さ”の程度を安全率と規定しようとしていることに他ならない。土木

構造物に限らず，一般に構造物の設計においては，上記の“完全性”とは“絶体破壊しない”こ

とを意味し，したがって安全率とは“破壊しない信頼度”ということになる。このように考える

と従来，慣用されてきた“安全率”は“破壊しない信頼度”を数量化したものでは決してないこ

とが明白であろう。

　3・3・2　安全率に及ぼす要因とその数量化

　先に述べたように安全率を“絶体破壊しない信頼度”という忌味に解釈すれば，この信頼度を

量的に表現するためには如何にすればよいのであろうか。著者の見解によれば，この安全率の数

量化の努力こそが力学の分野での努力であり，“安全率をいくらに決定すればよいか”という問

題とはまったく無関係である。この問題は，次章で述べるよう‘ζ，数量化された安全率を如何に

評価し，その評価の基準を如何に設定するかという問題に置き変えることができる。

　さて，信頼度を数量的に表現するためには，まず，っぎの2つの主要な作業が必要である。1

っは，破壊の定義である。すなわち人間が求めている“完全性”の定義が必要である。われわれ

が構造物を作り出すとき，それが，意図する期間，規定どおりの機能を遂行してくれるとき，そ

の構造物を作った目的が完全に果たされたと考える。したがって，“破壊とは，人胤が設定した

目的に沿って，その構造物に与えられた所定の機能が，発揮されない状態である。”と定義され
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る。力学的な意味での破壊が，そのまま構造物の機能停止を意味する場合もあるし，また，力学

的な破壊がそのまま構造物の機能停止に結びつかない場合もある。後者の例としては，破壊が進

行性破壊であるとき，力学的な意味においては，すでに破壊現象に入っているが，構造物そのも

のがまだ十分にその機能を発揮している場合として，粘土地山のトンネルのクリープ破壊などが

ある。このような例の場合であっても，クリープの進行とともに構造物の機能は除々に低下する

であろうから，その場合に応じて破壊の定義づけを行なう必要がある。いずれにせよ，構造物の

機能停止の状態を力学的な状態量で表現しなければならない。

　次に，信頼度を数量的に表現するためには，楠造物の完戚までに混入する種々の知識の不完全

さを数量化しなければならない。以下，主として土楢造物の設計を例にとり，どのような不完全

さが存在しているかを考えてみる。

（D破壊の定式化にともなう不完全性

　材料に関する各種の破壊規準が考えられている。　しかしながら，これらの破壊規準はいずれ

も“仮説”であって，破壊現象そのものが完全に記述されているものではない。土の破壊規準は

現在のところ，式（1・3・4）で与えられるモー一ル・クーロンの破壊規準が最もよく合うという

ことで用いられているに過ぎず，この破壊規準の不完全さを数量化することは不可能である。し

かしながら，現在のところ，この破壊規準そのものの不完全さは他の不完全さよりも量的には少

いことがわかっている。

　　　　　　τ＝c十σtanφ　　　　　　　　　　　　　………・（1・3・4）

　これらは，いすれも，材料の局所的な破壊の問題であるが，実際に，土なら土が地盤として破

壊するのは，地盤中に連続したすべり面が生じたときであり，このすべり面が現在のところ種々

の形状に仮定されている。したがってこの仮定の不完全さが，追加される。

（ii）強度の推定にともなう不完全性

　土の場合，一般に，土質調査や土質試験を通じて，式（1・3・4）のcや，φおよびその他の

物理量の推定が行なわれる。すでに第2章で述べたように，これらの土に関する諸係数の推定は

不確実性に対する1つの処理法としての確率・紙計のモデルを適用することが可能であり，数量

化できる。ただ，式（1・3・4）において，σは応力分布に関する知識が不完全なため，φ＼O

材料に対してはこの部分に関する不完全さは現在のところ数量化ができない。

（llD荷重の推定にともなう不完全性

　地盤に載荷される荷重の大きさ，種類については，ある程度の不完全性を残して推定できるも

の，全く予想もできないものとが考えられる。すなわら，不確実現象として，確率・統計的手法

で数量化できるものと，全く数星化できない未知のものとが考えられる。これらは，施工の段階

で施工の方法・精度によっても左右される。

　以上に述べたように，1つの構造物の設計を考えるとき，調査，設計，施工の各段階で，その

不確実性を数量化できるものと，そうでないものとが混在している。しかし，数量化ができない
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からといって，設計・施工をしないでおくことはできない。このようIC，人間は自己の不完全さ

を認めつつも，なおかつ敢えて1つの行動をとらざるをえない場合があり，必然的に何らかの方

法で，この不完全さをカバーしようとすることを考える。先に述べたよう1ζ，これが安全率の概

念である。

　さて，設計‘ζ際しては，先ず敗壊現象の数量化が第1であることを述べた。このために，従来，

数量化されている方法はっぎの3つの式である。

　　　　破壊応力（極限荷重強度）
Fs　＝
　　　　内部応力（荷重強度） ……・・ i1・3・8）

　　　　抵抗モーメント
Fs＝　　　　起動モーメント ・・・・・… @（1・3・9）

　　　　滑動抵抗力Fs＝：
　　　　　滑動力 ……・・ i1・3・10）

これらの式で与えられるFsを従来，安全率と呼んでいた。式（1・3・8）～（1・3・10）を一

般に，外力L，抵抗力5とすれば，

　　　Fs一鰐一（i・∫－1’・・……）　　・・……（1…11）

の形で与えられる。上式でSおよびLのサフィrクスi，ノは抵抗力および外力の種類を表わし

」ρ（b’i）・9（Lノ）はSi・Liの関数形を意味している。いま・破壊基準に関する仮説が，工学上

問題とならないほどに，“完全”なものである場合を考えよう。土に関しては，前述したように

この仮説はきわめてよく破壊現象を説明していることが知られている。したがって，この場合は

p（Si），g（Lノ）の関数形の精度と，　Si，Lノの予測の精度が問題である。　土に関しては，

極限設計であるので，p（Si）は極限強度に相当し，支持力問題では，式（1・3・1）のg〔1がこ

れに相当する。著者は先に，p（Si），g（Lf）の中に，数量化できるものと，できないものが

混在するということを述べた。しかしながら，先人達は，多くの犠牲と努力を払いながら，現実

に多くの柄造物を作ってきたし，また，p（Si），g（乙ノ）の数量化への努力も払ってきた。そ

して・現在では・P（Si）や9（Lノ）に関する知識の集積がなされてきて，どの程度のばらつき

を持っているかもほぼわかってきている。

繰返し述べるように，設計とは現在のベストを尽して行なうべきことであることを考えれば，こ

れらの先人達の努力を設計の分野で生かすことを考えなければならない。このことは，Siやム∫

およびp（Si）やg（Li）を確率統計の立場から眺めることの有効性を示唆していることに他

ならない。この場合，統計的データの中には，上述してきた種々の不完全さがすべて混入してい

るから，1つづつ不完全さの程度を減らしていくよう努力すべきことはいうまでもない。
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　ところで，p（Si），g（Lノ）がそれぞれある確率分布で与えられた場合，　Fs自体もある確率

分布に従う確率変数となる。その場合，設計では，P（Si　），9（Lノ）のどこか代表値を選定し

て行なわない限り不可能である。そして・P（Si）・9（Lノ）の選定された値に対応して計算さ

れるFsが如何なる意味を持つかを考える必要がある。次節では，この点について考察を加える。

　3・4　設計係数の定義と破壊確率

　本節では，第2編で応用するためと，方法論をわかりやすく説明するための2つの理由から，

斜面の安定計算を例に基本的な考え方を論述する。

　いま，対象となる破壊は，すべりによる急速せん断破壊とし，円弧すべりの試行法leよって安

定問題が検討できるものとする。すべり面を円弧と仮定することによる不完全性の大きさなどに

ついては，φu＝o法での一様な粘土層内のすべりに関してはその妥当性を認められている。さ

て，検討すべき斜面の形状を一般的tζ，図一1・3・1に不すように固定された座標に対し，

（Xu、Yo）

図一1・3・1　斜面の安定計算のための模式図
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　　　　　　y＝fi（x）　　　　　　　　　　　　　　　　　・……・（1・3．12）

とする。また，円弧の中心の座標を＠o，Yo），円弧の半径をftとして，斜面内に含まれる円

弧をy＝∫2（x）で与える。

　　　y－f、＠）－y。一〉／R・一ゆ一X。）・　　　　　…一（1・3・13）

また，斜面を形成する土の湿潤単位体積重量をrt，粘着力C，せん断抵抗角をφとする。

　斜面内に含まれる円弧f2（x）と，斜面fi（x）が囲む部分を図一1・3・1のようtζi個のス

ライスに分割し・左側のスライスから順番に1，2，3，・・一一一・，iと番号をつける。第ノ番目のスラ

イスの面積を形スライスを囲磁の長さをり・弦z∫の中点と円の中，u＠・・y・）を

結ぶ直線が鉛直となす角をθノとすれば，弦liの部分で発揮される平均的なせん断抵抗力τノは，

全応力法で計算すると次式で与えられる。

　　　・・一・＋（⊇　　　ら）・η⑭　　　一…（一）

故に，すべりに対する抵抗モーメントiVfRは次式で与えられる。

　　　午評・（T・・di）一ξ1刷＋（A・…θ・）rt・t・nφ｝

　　　　　一・（、－ilR　・j）＋r・・’・・an・¢（JtilRA・c・・θ・）　・一…（－5）

一方，起動モーメント11fOは，スライスの重ibとx＝Xoとの距離をんjとすると次式で与えられ

る。

　　　　　　じ　　　　　　　　　　　　　　　　　t
　　”・＝ノ三1（hjAirt）＝η（昌ん句）

さて，スライスの数iをi→。。にすれば，近似的に

di　－dl＝1＋｛dif・（X）｝2・da

Ai　－dA　＝＝　｛fi（Jv）－f・＠）｝de

…θノーR・一ゆ一・。）・／R

hゾ＝（x－Xo）

ーー

・・・・・… @（1・3・16）

…・・… i1・3・17）

なる変換が可能である。

　式（1・3・17）を式（1・3・15）および式（1・3・16）に用いると，MR，”oはそれぞれ

式（1・3・18）および式（1・3・19）で与えられる。
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　　　M。・・”・J：1＋｛r．f，＠）｝・如η⑭∫岩一一）・

　　　　　　　　Xl　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Xl

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛fi（x）－f2（x）｝dx　・…一（1・3・18）

　　　妬一・叱㍍）｛・f・　（X）一一・f・・（x）｝dx　・…一（－9）

　　　　　　　　　1

ここに，X‥X2は五（X）とf2＠）の交点のX座標である。また，式（1・3・12），（1・

3・13）における記号は，すべてx，．yの増加する方向を正にとってある。さて，

　　　　Pl（一・・R）一蔭1＋｛ilEf・　（X）｝2　dx

　　　　P・（x・・y・・R）一㌢R2－・（　iV－xo）2｛f・　（x）－f・・（x）｝dx・…（1・3…）

　　　　・（x…Y・’R）⊃CT一輪）｛・fi（x）｝dx

　　　　　　　　　　　　　9＠。，y。，R）・γt　　　　　　　…’…（1’3’21）

この例では斜面のすべりは構造物の機能停止と1：1の対応関係にある。したがって，この場合，

力学的な破壊は，そのまま構造物の機能停止を意味している。また，力学的な破壊とは，式（1

・3・21）でFぶ≦1．0なる現象を意味している。伝統的な従来の設計では，式（1・3・21）

のC，rt，tanφの値として土質調査や土質試験結果からのある代表値を選び出してこれを代入

し，Fsが最小になる値を求め，これを安全率と称していた。このように定義された安全率は，前

章で述べた土質諸係数のばらつきを反映していないばかりではなく，仮に，ばらっきが把握され

て，c．rt，tanφなどの母集団がわかり，式（1・3・21）のc，rt，tanφ　にその母平均値

を用いたとしても，得られた最小安全率は次節で示すように，“安全性”を・IKす尺度としては不

十分である。

なぜなら，前節第1項で述べたよう1ζ，“安全率とは破壊しない信頼度”であるべきだからであ

る。

　さて，従来の経験によると，式（1・3・21）のc，γt．tanφ　te，それぞれの平均値，μc，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－50一

とおくと，p，，p2，gはすべてfi（x）と∫2＠）が支配する幾何学的条件のみtCよって決定

される関数形である。

　ところで・前節の式（1・3・11）に相当する式は，この場合，次式で与えられる。

　　癒一ρ1＠・・y・・R）・＋P・（X・…R）・n・励φ



　　　F・　＝：　，（CV。，、y。，、R）。，’「‘　Xt　tan　¢・…・・（－2）

が最小になるようなすべり面のみが工学的に意味を持ちうることが知られている。いま，この

元が最小になるような（　XO，Yo，R）の組を（XO＊，Yo＊，R＊）とし，これ‘こ対応する諸数

値にすべて＊印をつけるものとすると．

式（1・3・22）は，

μγz，lt　tanφを用いた

　　　一　Pi　（X。，y。，R）μC＋P，ゆ。，y。，R）μ

　　　　　　　〆＠。＊，y：，めμ。　P，＊（⑳♂，夕。＊，め

　　　辱㌔・・（棚，Rつ・，、＋9・（x。・，y。㌔Rうμ’・・φ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・…　（1・3●23）

となり，式（1・3・21）は

　　　　＊　P、＊（X。＊，y∴め。　1・’、傘（X。＊，y。＊，め

　　　Fs＝　　　　　　　　　・一＋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・tanφ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゲ（Xo＊，Yo＊，R＊）　　　　　　　9“（Xo＊，夕o＊，R＊）　　　　　　　　　　　　　　　　　rt

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・……・（1・3・24）

となる．

　ところで，前章で示したように，c，tanφ，　rtは正規分布に従う確率変数と考えることが

でき，tanφはrtと正の線形相関がある。さらに，　cとtanφは独立，すなわち，　cとγtも

独立と考えることは許される。このことは以下の議論において基本的に重要である。すなわち

いま，tanφとrtの関係を

　　　　　　tanφ・・　A　rt＋B　　　　　　　　…一（1・3・25）

とすれば，式（1・3・23）および式（1・3・24）はそれぞれ次式のようになる。

弓；i：≒li；捲＋瓢；・（APtrt十8）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・・…　（1●3．26）

　　　ば弓≡i：lll；i≡1：：；・÷＋…≡i景曇1：ii・（A・rt＋8）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　……・…　（1・3・27）
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このよう｝dぎは，c，rtなる正規分布に従う独立な2つの確率変数の関数で与えられる1っ

の確率変数で，その平均値が近似的tc　isで与えられることがわかっている。22）

　以上の議論はすべてc，rt，tαn　¢　などに関する母平均値が既知として議論を進めてきた。

しかしながら，われわれは土質調査や土質試験によって母数に関する情報を得ることができるが，

母数の値そのものを知ることができない。そこで，一般には，調査や試験の結果から得られる適

当な統計量を用いてこの母数の推定を行なうのである。推定された母平均値で式（1・3・26）

を求めたとき．著者はこれを“設計係数”と呼称する。何故なら，このようにして定義されたis’

は，従来恨用されてきた安全率と同様，構造物の“安全性”を示す指標とはなりえず，単に設計

のために便宜的に用いられる値‘ζすぎないからである。このことは，次節で求める破壊確率の概

念を考えればより明白になるであろう。

　3・5　設計係数と破壊確率

　著者は，前節式（1・3・26）で与えられる係数ぴを設計係数と呼ぶことを提案し，式（

1・3・27）の環はこのピの回り1ζ分布することを説明した。一方，力学的な破壊は，

写≦1．0なる現象と考えられる。ところで碍は1つの確率変数と考えられるから，∫繍≦LO

なる事象の集合は1つの破壊事象を与えることになる。この破壊事象の生じる確率を破壊確率

PFと定義する。

　ところで，このような破壊確率の計算法はつぎに示すように2通りの方法がある。

　　　　　　　　，ホPF＝ρrob〔13≦1．0〕 ・・・・・… @（1・3・28）

および

与＝P’・6〔〃8≧MR＊〕＝ρ’・b〔Z＝M。㌔塀≧0〕 ・・・… @（1・3・29）

式（1・3・29）は起動モーメントMoが抵抗モーメントMkを上回る確率として定義された

ものである．・のよう碇義され熾離率PFと設計係数粛とはどのような関係・・あるので

あろうか。以下，この点にっいて検討する。

　3・5・1　粘土系土質における設計係数と破壊確率

　図一1・3・2のように，工学的な意味で同一と考えられる粘土層がm層あり，地表に近い方

から順次1，2，3……，mと順番をっける。第i番目の粘土層の非排水せん断強度C↓に関する

母鞠母分散をそれぞれ・：・・12とす・・ま・…の層の・巨関する変昧数をv3とす

る。この粘土層上に高さHb，のり面のこう配がmbなる盛土を急速施工するものとし，施工後

の盛土の靴体積重勒幽する母鞠母分nt変動係数をそれぞれ・為鴨％とす

る。図一1・3・1に対応する座標軸として，図一1・3・2に示したようにとると，式（1・
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場
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（必φ，咋）

鵬

㏄

　　　　　　　　　　　　　y

　　　　　　　図一1・3・2　多層粘土地盤上の盛土の安定解析図

3・18）および式（1・3・19）におけるMR，Moはtanφ　＝0，rt－・　rbなることを

考慮すると次式で与えられる。ただし盛土の図の斜線部のせん断抵抗と起動モーメントは無視する。

　　M・一・R・1三1｛・ii1（Xi－，xo　R）・ε元1（等工・）｝己＋・脚ガ・（竿）4

　　　　＝：〔菖｛9i㈹一9・＋1㈹｝桃…k／：＋9・（R）櫨・…・・んζ〕・1

　　　　＋〔隻1｛9i（R）一・、．H㈹｝吋＋9、（R）・6〕u　……・・（1．・．・・）

ただし

　　kt－1．・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　－53一



でuはル〔0，12〕型の正規変数である。ノは円弧の最深部が通過する粘土層の番号である。

柘一
ｰ㍍）（☆）砕尤露）H・　r・　dx

　　　　－〔乎（・m・・H・　一一・x・）＋争（・・－y・2）一牛（m・・H・・－X・）・〕rb

　　　　－〔苧（・m・・Hb－・x・）＋争（・・－y・2）－4（m・・Hb　－xo）・〕・rb

　　　　　＋〔芋（・m・H・・一・X・）＋与（・・－y・・）一争（m・H・　－X・）・〕・r…

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・…　（1・3・32）

このとき，式（1・3・20）で定義されたp1＠o，Yo，R）およびg（Xo，　Yo，R）　と

しては

㌫lll：皇1：1蕊鴛ll惣㍍鵬

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・…　‥・・（1・3・33）

となる。

　以上のことから，tanφ＝Oを考慮してピ，暗を求めれば，式（1・3・23），式（1

．3・24）より

　　　斥一霊；ili≒：寿・告芸　・・……（・…34）

ただし，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・…　（1・3・36）

　　　　P、w・y・・，R・　）・・‘1＋〔i，1｛9i（・5－9・＋・（・1｝・1＋9・（・＊）・6〕・

　　　　　9＊＠・＊・y・＊・R＊）μrb＋9＊（X・“・y・＊・・R＊）σrb・U

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…・・一■・（1・3・37）
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式（1・3・37）において，改めて

♂一包｛9i（R“）・一一　9i＋1（R’）｝・：＋卿‘　…．一（1．3．、8）

　　　C　　　　　　PI＊（XO＊，Yo＊，R＊）

　　・：－h“（x・＊・・Y・’・・R＊）arb　　　　　……・・（1…39）

とおくと，式（1・3・37）は次式のようeζ書ける。

　　　　　　μ1十σ＊・u

　　喋一一＃「　　　　　　　…・一（1・・…）

上式は，分子がrv　（ptt　’（σξ）掴の，分母が町μ5牢，ゆ2〕型の正規分布縦うこと跡して

おり，分母は粘土中に動員されている最大粘着力を意味している。このとき，ピは次式のよう

なコーシー分布に従うことが証明されている。23）

　　f（ぱ）一π去、〔・：・：＋去〕eXp〔一丁（＃）・〕

　　　　A　・一μ～＋μ鱈一（ピ＋ぱ）μ：　　　　　…・・…（1・3・41）

　　　　β2一修2＋・ξ2環2

式（1・3・41）は，（Xo＊，Yo＊，R＊）の組の円弧1ζ対して定まってくる瑠を中央値とし

て，左右対称に碍が分布することを意味している。したがって，任意の（Xo，Yo，R）の組

の円弧に対応するFsはその円弧に対して定まってくるFsを中央値として左右対称ic分布する。

　ところで破壊確率PFは式（1・3・28）に従えば，

P・　・＝　Pr・・〔ぱ≦川ヨプ（㎡）∂㎡

　　　　　ω晶、〔¢・b“＋去〕ex・〔一〉（多）・〕・璋　　一一（－2）　　　　づ

　　　　　一◎◎

で与えられ，また式（1・3・29）の定義に従えば，φ。　・＝　Oの場合tζは

　　　　　　　　　　ウ　　PF＝s　P　r　ob〔Z＝Sr　cμ≧0〕

　　　　　　　二。隷・〔　＊　＊；（s元μ5）・一丁（E！－ifcZ一μ；）・〕∂・…
　　　　v，7－。．
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、

　　　　メ論）蝋一÷｛課｝・〕dz

　　　　　O

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の

　　　　一毒罐η〔一争由　　……（1…43）

ここに積分下限値のKcは，式（1・3・34）からば一μ～／μtであるから，次式で与え

られる。

κ・一 fμ：　　　……（1…44）
上式の分母，分子をμ：で除すと

藁≡篶鵠剛／－（1．，．45）

一磐隠鷲漂．ぼ」

であるから，式（1・3・44）は

　　　　　　　　　　　　　ぴ　　一　1

　　Kcm
　　　　　　　　　　　隻1｛9i（め一9‘＋1（R＊）｝¢＋ろ（め㎡

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・庁〕・・…（1・3・46）

　　　　　　　　　　　　　ρ1＊＠o㌔夕。＊・R“）裾

という形で与えられる。

式（1・3・42）および式（1・3・43）で与えられるPFは計算結果において大差ないこ

とを後で示すが，これらがφ＝0の場合の盛土の設計係数曜と破壊確率PFの関係を与える式

である。
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　3・5・2　砂系土質における設計係数と破壊確率

　砂質地盤に盛土を建設する場合を例にとり，全応力法での解析法を示す。粘土層における

φu＝　O解析法と異なり計算が非常に煩雑になるので，図一1・3・3‘ζ示したように，性質の異

なる2つの砂IN上の盛土の破壊を例にとり方法論を示すことにする。また，先ie述べた場合と同

様，計算の簡単のため図点線部のせん断抵抗力と斜線部による起動力はともに考慮しない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図一1・3・3を参照

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に，φ1，φ2をそれぞれ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1層目，2層目のせん断

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　抵抗角，rl，　r2を同じ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く単位体積重量，Aピ…
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　B
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A5を図に示した部分の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　面積，rbを盛土の単位

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　体積重量とすると，起動

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　およひ抵抗モーメントは

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　つぎのようにかける。

o　　　　　　　　A　rbA1

2　　A4
@　Sandq1　（tan’1） A2　H1

Sand・2（tan
H2

図一1・3・3　砂系地盤上の盛土の破壊

ルfoは式（1・3・32）と同じであることを考慮して，

”0＝9（X・，夕0，R）rb

”R－〔A、η　＋2A，r，〕Rtanφ1

　　　＋〔A・rb＋A・r1＋A・γ・〕R　tanφ・

｝

・・・・・… @（1・3◆47）

あるすべり円弧（半径R）を仮定すると，上式のg（Xo，Yo，R）およびAi，・…・・A5は，

幾何学的に一義的に定まる。一方，第2章で示したように工学的に同一とみなされる砂層内での

’απφおよびrは正規確率変数とみなせる。したがって，式（1・3・47）のMo　，　MRはとも

｝こ確鍛数と考えられる・いま・rbがノV〔Ptrb・％2〕・r、が〃〔…rl・　q，2〕・r・が

「v〔・t　r2　’・・♪・励φが「v〔・t…e5、・・玩〕・・anφ・がN〔・tanφ，　’・，㌫φ，〕型の正

規分布にしたがうと考える。

　さて，式（1・3・47）より設計係数F］rおよびFs“は

元㌧〔碑・＋2碑〕ぬ⑭1＋〔幽・＋砲声μ・・〕R’：，ct　tarzφ・

9＊（x・＊，　Y。＊，めμγ、
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　　　〔メ、寧rb＋2A，＊7、〕R＊’・・φ、＋〔イ抗＋バγ、＋イ，＊ア，〕R＊’α・φ、

写一
　　　　　　　　　9＊（x。寧，yo寧，1～＊）γ6

・・・… @（1・3・48）

ここで

　　　　k　・anφ　・’μ励φ，／μ・・nφ1　　　　　…’（1’3’49）

とおく・嬬の平均値犀お・び分散閣）2は次式で与えられ・・

　　籔㌧〔五＋A，＊Man）侮＋（・イξ＋λ飾・φ）・，，＋幽。nφ・，，〕

　　＊×Rμ’・・φ1 ・・・… @（1・3・50）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　γ1

　　　　　　＋A，“R　’・・r2　　　　　　　　　　2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・…　（1・3・51）

また・〃：の平均値M・＊・および分散・“：は次式で与えられ・・

　　　π。傘一9＊（X∴y∴R㍉μ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・…　（1・3・52）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　γb

　　　・M：・－9’（x・’・y・㌔吟σγ、　　　　　’…（1’3・53）

8（・M・は〃〔〃♂，（・“：）糎の正規分布縦う力鋤；は式の型を繍ばわかるように・厳

密には正規確率変数とはならない。しかしいくつかのシミュレーション（Simulatioゆ
の結剰，より，、つの正規麟変数の積が正規分布で近似できる．とが実証されている2％で

MAもまた「v〔媚・（嚥麺の正規分布にしt・がうと考えて・い・・のとき・破壊確率PF

は次式のようになる。

　　P。　－P7vb〔ぷ≦1．o〕一∫鍵（写）耐

（σ嬬）2－〔バ晦）2＋（・ぷ玩・）2＋｛（メ♂嘱）2＋（イごR＊σ・・）2

　　　　＋（イ獅，）2㌦φ〕・』φ1＋〔（イ粋・、＋・イ～昨・、）2

　　　　＋（A・「R　’o　rb）2＋（・イ：R＊σγ1）2〕・・飢φ1＋〔（4ξ昨砺＋イ4＊昨

　　　　　　　　　　）2＋（メ8＊R傘（％）2＋（イ・惚＊σ・、）2＋（イ5＊R＊σ・、）2）・、飢φ2
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・・一・議＋臨ピ2　　　　　」

あるいは

ρ・一酬・一㎡一〃㍍・〕一毒慶仰〔t22〕dt

　　　　　　礁・i蓄　　　ほ一1

Kφei％㌍・“1・ご⌒　 し…．．（1．、．55）

房一％／㍗　　　　　」

上式でVMItは咋の変動係数を鰍している・

式（1・3・54）あるいは式（1・3・55）が砂質地盤に関する設計係数ぼと破壊確率

PFの関係を与える式である。

　3・5・3　シルト系地質による設計係数と椴壊確率

　一般的な斜面についての全応力法によるc～φ解析法によると，Fs“は前節式（1・3・27）

で，碍は式（1・3・26）で与えられる。この場合PFの定義として式（1・3・28）お

よび式（1・3・29）の両方があるが，それぞれの定義tζ従って求めたPF1，PF2は次式で

与えられる。

　　　PF、－Pr・b〔曜≦1．o〕一毒∫｝・〔一芸〕dt

　　　K　　＝

K2
c～φ

c’”φ（P『　μc9＊　μη）・（鷲）＋（票卿・

　　・・　Pr・b〔・一峰嬬≧o〕－M≒工卿〔一芸〕dt

　　　　　　　（Pl＊）±＋L！〔A（・荒＋・…t）＋・・η〕－1．。

　　　　　　　9＊　Pt　rt　9＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　Pt　rt

躍・緩・Vc）・＋〔（2∠雫‘＋8－，）・＋・（芸・σ・t）・〕Vs2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・…　（1・3・57）

　　　　　　　　　　　　　－59一



ここie，　KLφ．κtへφはそれぞれ標準正規積分における積分上限値と積分下限値である。標準

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　2
正規分布は平均値z・劇・て左右対称であ・か川κ・一φ1・・1κ・一φ1なら・碑弓，

になることはいうまでもない。

　さて，前章2・3で示したように，V5（…　Vr　t），σγtは非常に小さい値であるから，A，B，

ρ；／9”：など砒べて・略γ」を含む項は鞭でき・・したが・て

1尼φHκ∴φ1一
零一1．o

ホ

；i；ξi、・Vc
・・・・・… @（1・3・58）

となり，PF　，・・　PF　2となるから，　PFの定義の違いによるPFの差はないと考えられる。

また，式（1・3・57）からわかるように，、4＝8＝0，すなわらφ＝Oの場合は式（1・3

・46）のm＝1の場合に相当し，Kc＝Kcxbとなることはいうまでもない。

　3・5・4　設計係数と破壊確率に関する数値計算による検討

（i）粘土系土質の場合

簡単のため，粘土層が一層の場合について検討する。この場合，図一1・3・2においてM・＝i

lであるから，式（1・3・33）において，p1（aCo，Yo．R）は

　　　P・（X・・y・・R）－91（R）－2R・si・’1（エ1：エ゜）

となり，式（1・3・38）のσきは

　　　σさ一σ1

となるから式（1…46）は，r，　・”・1／μ：を用いて

　　　　　　　躍一1
Kcロ ・・・・・… @（1・3・59）

となり，破壊確率」PFはぼ，Vrbを介して岸と1：1に対応している。

　ところで，第2章2・3において述べたよう↓ζ，gμに関する変動係数は0．1～0．4程度に入っ

ている。したがってCu　＝＝（9u／2）に関する変動係数VcもVc＝0．1～0．4程度である。ま

た，盛土の施工直後のγbに関するデータが少ないので結論的1ζはいえないが，通常考えられる

盛土材料と施工精度を考えると，常識的にはVrb値としてっぎのような値が考えられる。

　a）　rb＝1．65～1．75（t／拍8）の範囲にある場合

　rbの99．9％（正規分布で3σの範囲に相当）が上記の範囲にあるときは，　Vrb＝＝　Vs　＝・　O．01

となる。非常に吟味された盛土材料を用いて，注意深く施工された場合は，この程度のVs値が
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得られるであろう。

　b）　rb＝1．6～1．8（t／M3）の範囲‘ζある場合

　同様にして，Vs＝0．0175となり，通常用いられる盛土材料でかなり注意深く施工した場合↓ζ

相当するであろう。

　c）　γb＝1．5～1．9（t／m・）の範囲にある場合

　Vs＝0．0412となり，通常の盛土材料で普通の施工精Nで得られる値であろう。

　d）　rb＝1．6～2．O　G／me）の範囲にある場合

　Vs＝O．039となり，盛土材料ICかなりの幅があったり，施工が少し雑な場合など↓ζ相当する

であろう。

　e）　rbヨ1．4～2．2（t／mS）の範囲↓ζある場合

　Vs＝0．075となり，盛土材料が礫混りの砂質土や粘性土から成り・施工もかなり雑であるよ

うな極端な場合の例である。

　以上のことから，Vcとしては0．1，0．2，0．3，0．4の4通りを，またVぶとしては0．015，

0．040，0．075の3通りを選び，合計12ケースieっいて式（1・3・43）および式（1・3

・59）を用いて計算した。その結果が図一1・3・4（a）～（c）である。これをみれば，

Vcが小さくなるほどPF～Fs“曲線はシャープになっている。すなわち，　Fs＊が顕著te　PFに

効いてくることになり，全般的‘こは，F：＝1．0で破壊する可能性は50％，躍≧1．5になると

PFはかなり減少する。一方，ピ＜1．0になるとPFは急激に上昇し，ほぼ確実に破壊するであ

ろうことを示唆している。

　もう少し具体的にいうならば，

V．　＝O．2～0．3程度の通常の場

合には，設計係数をたとえ～㌘＝

1．3とした場合でも，18％前後

の破壊確率があることがわかる。

著者が取り上げている計算は，盛

土部分のせん断抵抗力を無視して

いるとはいえ，この値はかなり大

きなものであり，注目に値する。

一方，地盤の9uの分散が小さく，

Vc＝0．1程度になる場合には，1；s’

＝1．3に対して破壊確率は1％程

度にまで落ちてくる。この種の破

壊の可能性に関してより明確な解

答を得るためには，Vcに関する情
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φ＝0系におけるFs＊とPFの関係

一61一



報がより信頼できるものであることが

要求される。このことは，とりもなお

さず，g“に関する情報をより正確に知

る必要のあることを意味している。

　なお，詳細は省くが，ビシuップと
べ一・・（B、，h。P＆Bj。＿m　；4）

は粘土地盤のすべり破壊例を数多く解

析し，たとえば，φu＝0解析法では

一般に安全率にして士15％の幅があ

ることを指摘している。すなわら，す

べりを生じたケースの碍は，ほとん

どが0．85～1．15の範囲内↓ζ入ってい

る（ただし，もっと大きな場合もある）。

これからも，F？＝1．0というのは，

破壊の可能性が五分五分であることが

示唆されるとともに，かなり大きな設

計係数の場合でも，すべる可能性のあ

ることがわかる。これまでに示してき

た理論式やそれによる種々の計算結果

は条件の差があるとはいえ，上述の事

実を裏付けるものである。

　上に示した盛土に関する破壊確率の

値は他の構造物の場合（たとえば，橋
梁，9）錨基礎，25）航空機26Lど）↓，

比べて非常に大きい印象を受ける。し

かし，適正なPFの値はそれぞれの構

造物の重要度1ζ対応して決められるべ

きものであるから，盛土の場合はこの

程度の値で妥当であるのかも知れない。

このことは，第2編第5章において，

実証される。

10C
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　（ii）シルト系土質の場合

　砂系土質の場合に関する曜～PFの

関係はシルト系土貿の特殊な場合に相当

するので，数値計算による検討はここで

述べるn～φ解析法の場合の検討でその

傾向を知ることができる。

　図一1・3・5（a），図一1・3・5（b）

は図中に不したような斜面について，Fs＊

とPFの関係を調べるために，式（1・

3・56）と式（1・3・57）を用い

て計算した結果である。この計算では，

tanφとrtの回帰式である式（1・3

・25）のA，Bの値として仮にA＝

0．5（t　／mS），B－・－0．225，また

μ，＝1・2（‘ん3）・Ptrt－　1・7（拓13）

Vc＝0．3，Vr　t　＝・　O．03を用いた。図中，

実線はシルトや不飽和粘土などのC～φ

系の地質，破線は飽和した粘土などのφ

＝＝　O系の地質の場合である。いうまでも

なく，φ＝0系の場合は（Dで示した

ように1層粘土層であれば斜面の形状と

は無関係に碍の値によって一義的icPF

が定まる。また，実際のPFの変化は，

それぞれの図中に不した斜面のこう配m

の変化‘ζ対応するものである。これをわ

かりやすくするため，図の上部の横廟ピこ

mの値を記した。これらの図からわかス

ように，同一斜面であっても，φ＝0糸

の場合とC～φ系の場合とでは，同じ設

　　　パ計係数FsでありながらPFの値が顕著

に異なる。すなわち，単に設計係数・

が，例えば1．3という数値であっても，

それがぴヨ1．0の場合よりも1．3倍安

全であるとか，1．3倍の信頼性があると
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かを意味しているのではなく，同じ土

質条件，同じ構造物においては，少く

とも1．0よりは1．3の方が信頼度が高

い，いいかえると破壊の可能性が低い

ということを意味しているに過ぎない。

このことはきわめて重要なことである。

すなわち，信頼度（すなわち安全性）

という観点からみれば，障の絶体値は

何ら重要な意味を持ちえないというこ

とであり，したがって，摩を“安全率”

と呼称することは非常に不合理である

ことがわかる。この意味からして，著

者が摩を単に“設計係数”と呼ぷべ

きであると主張する理由が理解される

であろう。

　さて，図中○印は式（1・3・56）

｝こよる与1・・印賦（1・3・57）

↓こよる弓，の計飾である・これ1こよ

っても明らかなように，定義の差によ

るPFの違いはほとんどない。また，

図一1・3・5（c），図一1・3・5（d）

はVrt＝o．1という非常に大きな値で

計算した結果であるが，この程度の値

をとったとしても定義の違いICよるPF

の差がないことがわかる。

　図一1・3・5の（8）と（c）ある

いは図一1・3・5の（b）と（d）の

2組を別々にみてわかるように，ここ

で取上げた斜面形状の違いによっては，

PF値の顕著な差はない。しかし，一

般には，ρ孟／g＊，ρよ／♂の値が斜面

形状に左右される。したがって，・PF～

摩関係も異なってくる。今後，種々

の斜面について同様の検討を加え，瑠
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～PFの関係を明らかtζしていくことが重要である。

3・5・5　実際例についての解析

言叶．・3

ト　　R＊－20．Om

1

1，、．∋　　。一・．・・血・

@　　　　　γ⊂1・95t，佃3
場一4．o

メ

x
メ 1　　　　　　　　　0　＝　1．55t／

　x
v　　x

N＜4‘　　　ん一〇　　：

D＝12．0

×

1

：二 ．” F：
．　　　，　　　・　　　　　　　．・　．　　■

；o鱗・♪・．・．・・’

@　s．

凡＞20

図一1・3・6　実施例の設計条件

　図一1・3・6は，わが国のある地点で実際に施工された盛土の断面を示している。この盛土

はφu＝o法で設計されたものである。そしてこの盛土の盛土高が4mを越えたときにすべり破

壊の兆候を生じ，急拠，対策工が講じられた。＄前の設計計算では，Cu　＝”1．55（t／m3），rb＝

1．95（t／m・）を用いて，これに対応する設計係数Fs＊は1．33と計算されていた。　（この計算

では盛土部分のせん断抵抗力も考rrdされ，φ＝o，　C＝5．0（t／．e）が用いられた）　施工地点

の地盤は，図からわかるように，地表面下一12mまでが軟弱な沖積粘土層，それ以深は砂質土

でrv＞20であり，一応支持層と考えてよい。粘土層についての一軸圧縮試験の結果は図一1・3

・7に示すとおりであり，危険率5％でX2－一検定した結果正規分布することが明らかとなっ

た。以上のことからわかるように，この盛土は，前述したφ＝0の場合の理論に従って考察を進

めるのに適した一例である。

　さて，図一1・3・7をX2一検定した結果は，砺一μc＝・　O．159（Kg／’t；t）であり，標準偏

差はσc　＝　o．ooo（Kg／㎡）であった。したがって，変動係数Vc＝O．377である。また破壊確

　　　　　　　　　　　ウ率の計算に際して必要な3の分布は次の手順に従って計算した。
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図一1・3・7　実施例のs＊とeuの分布

（a）　盛土のrb（施工直後）の分布は7b＝μγ6＝0．00195（Kg／㎡）の正規分布と仮定する。

（b）　分散に関しては，rbの変動係数Vrb（＝Vs）＝σrb／Pt　rb（＝σぶ／as）が一一定値をと

るものと考え，既往のデータ（図一1・2・19）を参考にして，Vrb＝0．0806を用いて，

σrb＝　Vrb・Pt　rb　で計算する。

（c）　式（1・3・36）および式（1・3・39）よりs．の分布はlt：　＝・　h＊（xo＊，Yo＊，

R’j　Ptr、　，・P一ん＊＠・’・y・＊・め・rbを用いて求めた・

図一1・3・7にCuの分布とともにその結果を示した。

　さて，盛土部分のせん断抵抗力および図一1・3・6斜線部による起動モーメントを無視し，

φu　＝O法でこの盛土の立上り高さHb＝＝3．Om，4．OmicついてF7iを計算すると，それぞれ，

庁＝1．47，F：＝1．11になる。この場合の破壊確率はそれぞれ図一1・3・8の●印および

×印で示されている。ところで，この盛土について，地盤の強度μcのみが異なる仮想的な場合
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に関してFs～PFの関係を求めると

図一1・3・7の曲線①，②のように
なる．。れによると，恥1．。のとき‘％）

は盛土の破壊確率PFは常に50％で

あり，100個の盛土を可＝1．0で設

霊二1三1ま警瓢二難／

盛土のせん断抵抗力をかなり大きく見

積っていても，宇＝・　1．13前後の場

合はPF　＝：40％程度で，かなり破壊

確率は大きい。したがって，立上り高

さHb＝4．om程度ですべり破壊を生

じる可能性はかなり大きかったと云え

る。
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実施例のFs“とPFの関係

　3・6　　結　　　論

　本章では，まずはじめに従来，土構造物の設計，施工において用いられている安全率の意味を，

土構造物の設計を例に検討を加えるとともiζ安全率に対する著者の見解を述べた。すなわち，安

全率を“破壊しない信頼度”であるとするならば，慣用の安全率はきわめてあいまいであり，破

壊しない信頼度を表わしてはいないことを示摘した。そこで，外力や抵抗力のばらっきを考慮に

入九それぞれに関して得られる調査データに基づいて統計的tc推定される外力および抵抗力の

平均値の比をも。て設計係数だを定義しナこ．さらに，すべり破壊の確率PF碇義し，種々の

土質条件に対するFs歩とPFの幽係を定式化するとともに，数値計算や実施例などによって検討

を加えた。以下・本章で得られた主要な成果を列挙すると以下のようである。

　｛1｝一般に急速載荷による土のすべり破壊の確率は，土質や斜面の形状によって変ってくるが，

一層系の粘土層の場合の破壊確率は斜面形状の影響を直接うけない。すなわち，設計係数犀と

荷重および強度の変動係数Vs，Vcの三者によって決定される。したがって，　Vs，Ucが一

定とみなせる場合は君とPFは1：1の関係にある。

　（2）工学的1こ同一とみなせる一層の粘土地盤上に盛土を建設するに際して一軸圧縮強度9uの分

散が小さくて，かつ選定された盛土材料で丁寧に施工した場合，・＝1．3とするとPFは1％
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前後，9uの分散が普通程度で，通常の施工をした場合，　FT＝1．3に対してPFは18％前後iζ

なる。

　｛3｝同一とみなされる粘土層内での9uの分散が大きくなると，破壊確率は急激に増大する傾

向がある。したがって，設計の際には“同一とみなせる地層”を慎重に検討し，9Uの分散を小さ

くするような方法をとらなければならない。

　（4）同一形状の斜面であっても，飽和粘土の地盤のようなφ＝・O系の場合とシルト質地盤のよ

うなC～φ系の場合とでは，同じ設計係数F？であってもρFの値が最大25％程度異なる。

　（5｝破壊確率PFをPF＝・・　1）rob〔環≦1．0〕　と定義した場合とρF＝ρrob〔z　＝　fVlo＊

一”』≧0〕と定義した場合とではPFの値にはほとんど変化がない。

　本章では斜面の急速載荷によるすべり破壊についてのみ検討を加えたが，支持力や長期安定問

題，さらには沈下などの問題も土質工学における重要な課題であるが，これらについても，ここ

に示したのと基本的には同じ方法論で，信頼度分析が可能であると考えられるが，これらにっい

ては今後の課題としたい。
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第4章　破壊確率と費用1）・2）・3）

　4・1　概　　　説
　前章までにおいては，土木構造物，特に土檎造物の建設を例にとり，各種不確実性の実体とそ

の数量化の乃法論について述べた。そして，設計係数F撒と構造物の信頼度と裏返しの尺度であ

る破壊確率PFとの蜘係を明らかにしてきた。　しかしながら，実際に構造物を作る場合，上記

｛D信頼度の如何なる値をH標値として設計すればよいかという重要な問題が解決されない限り，

如何にF：とPFの関係を明確にしたとしても，工学的な意味での有用性は生れてこない。第3

章3・3で述べたように，設計に用いる信頼度または破壊確率を如何に決定するかという問題は

まったく力学を離れた問題として認識されなければならない。すなわち，信頼度そのもののメカ

ニズムの分析は力学ないしはそれに関連する自然科学の問題であり，設計信頼度の決定そのもの

は人間が行動目標として設定するものであって社会科学の問題である。この関係は，丁度，長尾

も示摘しているよう♂土木言抽学と隣接研究分野の関係と酷似している．図一1．、．1はそ

の関連を示したものである。この図において，土木計画学→設計信頼度決定，土木設計学→設計，

土木施工学→施工，土木管理学→維持・管理と置き換えれば，設計信頼度の決定から設計，施工

価値工学 土　木

管理学

未来学

…
ゼミ

㍑工

土　　木

計画学

土　木

施工学

土　木

設計学

システムズ

アナリシス

図一1・4・1 土木計画学と隣接研究分野（長尾による）2）
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および維持・智理の関係が明確となる。これらの関係はまた，計画の分析者（planner）　と計

画の決定者（decision　maker）とその任務を異にするように，設計のための分析者と設計の

決定者とは異なるということの関係と相似である。

　このように考えると，設計信頼度決定に及ぼす要因（評価の項目）は数多く存在することが予

想される。本章では，このような評価（決定）と評価項目（決定のためic考慮すべき事項）およ

び評価基準（決定を下す基準）などにっいて述べ，評価モデルの1種である経済的評価モデルの

考え方について論述する。

　4・2評価と評価の基準

　4・2・1　評価の意味

　そもそも人間かその意志の働きによって何かの行動を起そうとするときには，必ずその動機が

存在する。そして，この動機に基づいて問題の発見がなされ目的が設定される。さらに目的達成

のための手段が追求される。最後にどの手段が最も良いかという評価がある基準に従って決定さ

れ行動に移る。

　以上の過程は，ある目的が設定されてから目的に到達するためにどんな手段方法を選べばよい

か，最後にどのように決定を下すかという，いわば決定に到るまでの思考過程を怠味している。

一方，実際に行動が起されるまでの計画の形成過程がある。長尾はこの関係を図一1・4・2の

ように示している。3）この図からもわかるように，評価と評価の基準は各形成過程において存在

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しており各形成過程の順位づけがあ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る限りにおいて評価の方法と評価の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　項目が各段階で異なるであろうこと

結果

　プランとしての

いろいろな

　土木計画
　　　　　　備

程

図一1・4・2　プランとプランニング
　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）
　　　　　　　　　　　　（長尾による）

は直観的にも推察される。ところで

評価は価値観に基づく価値基準から

派生して行なわれる。

　しかるに価値観は非常に多様化し

ているのですべての場合IC，あるい

はすべての段階において，あらゆる

価仙の追求を行なうことは不可能で

あり，またその必要もない。上位計

画になるほど，総合的な価値基準が

必要とされるであろうが，下位計画

になるにっれて，一つもしくは数種

の基準の組合せで十分なことがある。

このことから，評価においては，評
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価を行なう段階と評価の基準および評価の項目という三大要素が重要であることが認識されよう。

　4・2・2　設計信頼度決定のための評価項目

（i）評価の持つ側面とその尺度

　設計信頼度を如何に設定するかという問題は図一一1・4・2でいえぱ，実施計画の段階で発生

する問題である。さらにまた，ある一定の機能を果たすためのいくっかの代替案の中から1つの

案が選択さ才b構造形式を決定する段階での問題である。このような段階では“安全性”そのも

のが評価の項目の1つになる。何故なら，一般に代替案の評価には，技術的，社会的および経済

的仙面という三面性があり，信頼度は技術的側面からの安全性を表わす1っの尺度と考えられる

からである。

　このように考えるとき，経済的側面からの代替案の評価は経済的価値に基づいた尺度がとられ

るであろうことが予想される。文献4）によると経済学では経済的価値（Econcmic　value）

　　　　表一1．4．1価値の発生（長尾による）4）　　の認翻表一1’4’1の場

所有することによって

誇　り　を　感　じ　る
　　　きあ

な
　　しでで

少
　　　換要数古美交必

いいいるる

所有価値

貴重価値

希少価値
　　　　　｝こっとう価値
時間的価値

美的価値・感覚的価値

交換価値・市場価値

使用価値

貨弊価格で示された，利益のような価値のよいものは“便益（benefit）

悪いものは“費用（cost）”と呼ばれ，土木計画においてはこの費用便益が多く用いられる。

たがって，費用便益を経済的問題における一つの重要な尺度とすることができるが，

土木計画においては多くの場合，市場性を有しないので，現実的で明解な市場価格表示をするこ

と1ζは，無理があり，シャドウ・プライス（shadow　price）の概念が導入されている。この場

合，費用便益の実際測定の面でかなりの困難さが生じるようであるが，少なくとも，代替案の比

較や資源の最適配分を行なうic際する価値基準としてはすぐれたものであることが認められてい

る。

っぎに考えられる評価の側面は社会的側面である。社会的側面での評価に用いられる尺度はその

定量化が非常tc困難であることが予想される。これ‘ζ関して吉川5）は概略次のように述べている。

すなわち，　「戦後，経済的福祉の追求を第一義として押し進められてきた経済的高度成長が，他

面で自然破壊，公害問題のヒズミを生んできたことは周知である。今後の課題は，多様化する価

値観の調和をはかりながら，健康にして文化的な生活を営むための生活環境の整備であり，WHO

合とみている。土木計画で主

として問題になるのは使用価

値で，その基礎を“効用”に

求めている。効用は，必ずし

も貨弊価格で表わされた価値

の関数として示されるもので

はないが，貨弊価格で表わそ

うという努力がなされている。

　　　”，犠牲損失のように

　　　　　　　　　　　　し

　　　　　　　　ただ，公共
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においても，このような生活環境の評価基準として，　（a）安全性，　（b）保健性，　（c）快適

性，　（d）利便性の4つを提案している。しかし，このような評価基準は，定量的な変数として

取扱えるとは限らず，むしろ，その質的な側面が問題となり，定性的な属性として取扱わなけれ

ばならない場合が多い。」ここに述べられているようic，杜会的側面でのいわば社会価値の数量

化は非常に困難である。しかし，困難だからといって数量化の努力がなされていないわけではな

く，極々の万法が試みられているが長尾はこれを簡略に整理している。6）その第1は効用（iiti1－

ity）の概念である。例えば，高所得者層と低所得者層とでは，同じ1億円であっても・，その評

価が必ずしも効用において一致しない。そこで，この効用の概念を用いて，効用関数（utility

function）もしくは社会厚生関数（social　welfare　function）で表わそうとする研究が

行なわれている。第2は貨弊価額とまったく離れて，目的の定量的表示として何らかの効果

（Effectiveness）を価値測定の単位にしようとする考えである。これは例えば，上記のよう

な目的が絶体的要請として数値で与えられたとき，代替案の評価はそれえの達成度えの貢献とし

て表わされる。後進地域における人口流出の防止が開発の目的となるような場合がこの例である。

この場合，人口流出率がゼロとなるような代替案の費用がそれぞれ見積られ，もっとも効率的なシ

システムが選択される。第3は域圏において願望された最低のもしくは必搬な生活活動水準を価

値測定の単位にしようとする考えで，シビルミニマム（CivilMinimum）やナシeナルミニ

マム（National　Minimum）はこの考え方に基づいた評価の基準である。
た芯この側面での定量化において，松尾も示摘しているよう‘・，7）あまり｝こも鵠‘・定量化

に目を奪われたとき，ある種の偏狭さ，独善の弊害が生じる危険性があることに注意すべきであ

り，問題の定性的把握の重要性をも常に確認しておくことが大切である。

　　（ID評価項目間の関連

　（Dで述べたような評価の各側面における尺度は，それらが互いに独立に存在しているのではな

く，深い関連を有している。したがって，評価に際してはこのような尺度間の関連付けに関する

分析が基本となる。特に，前述した評価の尺度は互いに相矛盾する方向性を持つものが多い。こ

の意味で，上記の蜘連付けは，トレードオフ分析（Trade　off　analysis）と呼ばれているが

多様化する価値観の中で，多様化する尺度問の互いの関係を地道に分析して積み上げる

（bottom　up）努力が最も重要である。

　以上，本節で述べてきた関係は，図一1・4・3のような関係にある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図一1・4・3の意味は以下のとおり

（安ﾀ　総（tlXiSE・）

技術的制V解空 j儲的制約

　　　（美しさ）蓮　1社会的制約

図一1・4・3評価の三面性と制約条件

　　　　　　　　　　　　　　　　一73一

である。すなわち，代替案の評価は前

述の三側面から行なわれ，各尺度でも

って評価される。しかるに，各尺度に

は自つと制約条件が付帯する。例えば

“美しくて，安くて・且つ破壊しない



もの”という目的に沿った代替案を選択する場合であっても，技術的tcこれ以上の信頼度を上げ

ることは不可能という限界があり，一方，費用としてはこれ以上かけることは出来ないといった

限界が存在する。評価は，したがって，この制約条件の中でなされなければ，選択された代替案

は実行不b∫能になる。

　4・2・3　評価の基準

　目的を達成しようとするときに提起された代替案を・前述のような側面からの評価を行ない，

順序づけて決定者の決定に委ねるため，評価基準（Criterion　of　Evaluation）　を持たね

ばならない。評価基準は計画に際して設定した価値基準に基づいて定義された評価の定義式で表

現される。そしてまた評価の基準は，真理もしくは一般性の是認される仮説としての性格を持た

ねばならない。

　ところで，“地脇や土構造物の設計”という段階での安全性の間題は，いわば実施計画といわ

れる下位計画の段階である。前述したように上位計画になるほど，総合的な価値基準が必要とさ

れるが，下位計画になるにっれて，一っもしくは数種の基準の組合せで十分な場合がある。もち

ろん，先に述べたような多くの評価項目，評価要因間の相互の分析が進み，これらをn次元空間

に表示できるようになることが理想であるが，下位計画における設計という段階を問題にすると

き，力学的な信頼度と経済的な1つの尺度である費用との関連を定量的に究明することは重要な

意味があり，また，経済的な評価基準で一応の評価を下すことも，まず第一歩として許されるで

あろう。このような観点から，次節では破壊確率と費用を結びっけた期待費用の概念について説

明する。

　4・3期待費用の概念

　この評価麹は前節で述べた経済伽］をもと躍開される費用硬益蝋へ確率が導入された

概念で・その概要は以下のとおりである。

　費用・便益論を用いた評価基準は理論的に数種類考えられている。10）このうちで，費用または

使益の極値を評価基準とする考え方がある。すなわち，いま，あるプロジェクト（project）の

実施↓こより，得られる搬益（b・n・fit）をB，プ・ジ・クト費用をCとすると純髄（。。t

benifit）　／Vは

　　　　　　　　IV＝B－C　　　　　　　　＿．＿＿．．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1・4・1）

で与えられる・いま・どのプ・ジ・クトを採用してもscmが一定であるならば，その中でBが最

大になるものがルを最大にするもので，これが最もよい。

　しかし，また，どのプロジェクトを採用しても便益が一定であれば，プロジェクト費用Cを最

小にするのがルを最大にするものie対応するから，これが最も良いとする方法もある。前者は，

比較的同質のプロジェクトの中から唯一のプロジェクトを選択するという場合‘ζ有効であり，後



者は，測定困難な便益，もしくは間接便益への考慮を避けて，プロジェクトを評価するのに有用

である。ところで，後者の場合は以下のように考える。すなわち，Coをプロジェクトを採用し

ない場合の機能費，C1を採用した場合の機能費とすると，式（1・4・1）において，便益B

は，B・＝　Co－C1で与えられるから，

　　　ノV－∫ソーC－（Co－Cl）－C，－C。一（C、＋C。）　…・一…（1．4．2）

と変形され，（C1＋CC）→mil1になるようなプロジェクトを採用する考え方である。このよ

うな場合を文献11）から引用すると以下のようである。

　図一1・4・4は港湾の近代化と総

貴用との関係を不す例である。横軸の

近代化の程度，あるいは施設水準をX

とすると，総費用CTは

　　CT－・C、＋Cc－・（1・4・3）

この場合，C，は輸送費用，　Ccは建設

費にあたりいずれもXの1幻数である。

したがって，CT→minに対応する解

を求めるためには

芸一豊＋多：・

　　　　　　・・…　’・・（1・4・4）

を満足するXを求めればよいことにな

る。

‘1

費用

建設費（1・

　翰送費Cl
／

＼
　　　　　　　　施設水準
　　　　　　　（近代化の程度）　一『’V’

図一1・4・4　港湾の近代化と総費用の蜘係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11）
　　　　　　　　　　　　　（長尾による）

　期待総費用→minの考え万はまったくこれに対応しており，上に述べた例において，費用が確

率的に変動する場合，ある施設水準における確率費用を期待費用とし，期待される総費用を最小

にしようとする考え方である。

　この期待賀用の考え方を構造物の破壊確率」PFと結ひっけたのは，フロイデンタール

（F・e・d・n・h・1）12）である．・れ・・，上の例・・おける施設樟のイtり・・破壊瞬ρ。をとり，

各PF　ic対応する構造物の規模を施設水準としたもので，そのモデルは次式で与えられる。

Cr－Cc＋∫F（］F
・・・… @一一・・・…　　（1・4・5）

上式においてCcは建設費でρFの関凱CFは破壊にともなう損害や再建あるいは復旧費であ

ある。図一1・4・5はその概念図である。
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／

費用

損失ft　R・　Cy（R）

建設費Cc（耳）

破壊確率（Hう　一一→ワ

図一1・4・5　期待費用と破壊確率の関係

　4・4本研究ての経済的評価モデル

　前節で述べたように・期待費用の概念を費用便益論に導入することによって，妥当と考えられ

る設計信頼度が決定できる。本節では，第2編において用いる経済的評価モデルの概要を説明す

る。

　土構造物の建設においては，土質調査の結果を無視することはできない。後に第2編4・5で

明らかにするように，構造物の破壊確率は調査の結果から推定される強度や荷重の推定精度に依

存している。したがって，調査費用の大小はPFの値に大きく影響する。そこで，まず，経済的

評価モデルにおいては調査費CE，初期建設費CC，破壊損失費CFを用いて，期待総費用CT

を次式で与えた。

　　　　CT－CE＋Cc＋PF　CF　　　　－…・…（1・4・6）

上式の各項は，すべて破壊確率PFの関数であることはいうまでもない。

　ところで，CCやCFは建設法や建設単価などの変動によって種々異なってくる。いろいろな

場合に応じて，その都度費用関数を決定することは不可能に近いので，ある基準値をもと‘ζ費用

や破壊確率を無次元化して，できるだけ簡単化できれば便利である。この目的のために，ます破

壊碓率に関しては次式で定義するξを考える。

　　　　ξ一PF　　　　　　．＿．＿．．（1．・．・）
　　　　　　　PFo
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　ここに，PFoは，ある構造物を建設する場合の基準値で，現段階で施工可能な最も危険な状態

に対応する最大の破壊確率である。例えば，盛土建設を例にとると，本調査の結果に基づいて，

押え盛土，地盤改良，などの対策を講じずに斜面こう配を考えられる最急の1．25で施工する場

合に想定される繊騨をP。。とするのである．したが・て・これに対応する已1ま嬬とし

て表わすことにする。さて，第2編第5章や第6章で明らかにするように，CE，　CC，CFな

どはξの関数として表示できるので，結局・式（1・4・6）は次のようteかける。

CT　（ξ）＝CE（ξ）＋Co（ξ）＋ξCF（ξ） ‥・・・・・・・… @（1・4・8）

　上式において，ξ＝1．0，すなわら　PF＝f）Fo　に対応する期待総費用CToはCTの基準値

として考えられる。そこで，費用項目に関しては，次式で定義する無次元数ηを考えていくこと

にする。

　　　・（ξ）－G’一！’（芸C（ξ）＋ξ・C｛’；1；8）…一…（1・…）

　上式でξ＝1．0のときは，η（ξ）＝1．0となり，建設可能な代替案の選択範囲は，ξ≦1．0

の範囲で定義される。

　以上が，本研究で用いる経済的評価モデルの概要である。

　4・5　破壊後の補償と再建法

　4・5・1　破壊後の補償

　ここでいう補償とは，構造物の破壊によってもたらされる損害に対して見積るべき“損害賠償”

および自然災害に適用される“災害補償”および用地買収などの場合に適用される“損失袖償”
　　　　　　13）
を含めている。　　　　　　　　構造物の破壊確率を如何にとるかという種類の問題においては，構造物がもし

破壊したら，その場合に想定される損害額を如何に算出するかは重敦な問題である。

　物件被害や損失に対しては，各種の補償法が考えられており，経済的な貨弊タームで評価する

ことについて，ある程度の合意（consensus）が得られている。しかしながら，重要なことは

人命損失などの人身被害の場合である。人命を経済的に評価することは誰しも好まないし，技術

者の心情としても許されない。しかし現実には社会憤例として行なわれている。すなわら，保険，

死傷者に対する補償がこれである。確かに，実際に事故が発生してしまった場合には，死傷者に

対して可能な限りの補償をすべきであろう。しかしながら，経済的評価モデルによって代替案を

選択する段階で，このような慣行の補償法を適用することは許されない。したがって，施設面の

みでなく，対象者の教育訓練，予防管理の方法をその施設の計画とあわせて計画し，人身の死傷

を予想して，これを経済的に評価するという方法は避けられるべきである。人身に死傷を与えな

いために，維持，管理，予防措置，施工管理を行なうべきで，これには，いくら多額の費用を要

しようとも，当初のモデルの中に組み入れておかねばならない。その結果，実行可能な代替案が
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決まらないときは，その計画は棄却されるべきであろう。

　4・5・2　破壊後の再建法

　式（1・4・6）あるいは式（1・4・9）をみても明らかなようtζ，CFの項↓ζ入れるべき

再建費としては，当初の建設法で必要な費用CCを用いる必然性はない。というより，土構造物

の場合，地盤が一度破壊すれば，当初建設と同じ方法で再建するのはほとんど不可能な場合が多

い。従って，どのような再建法を想定するかによって，CT→minlζなる代替案は変ってくる。

従来，この種のモデルを使用する場合，CFの項に見込む再建法は，当初建設の方法と同じ方法

で再建するという考えに立っと思われる場合が多いが，土を対象とする場合には，この点‘ζ注意

すべきであろう。

　4・6破壊確率を考慮すべき時点
　構造物の破壊確率をとり扱うとき，注意しなければならないのは，対象とする破壊確率をどの

時点で扱うかという問題である。一般の構造物の場合は，建設後，時間を経過するとともに劣化

や疲労などによって強度の低下が生じるので，たとえ，外力が一定値であっても破壊確率は次第

に大きくなる。このことは，破壊事象が確率過程の問題になることを意味しており，期待総費用

も時間依存性になる。したがって，建設目標の破壊確率の決定にはこの考慮がなされなければな

らない。

　ところで，狩．土地盤上の盛土などでも，施工中や施工直後，あるいは道路として供用を開始し

た後の各時点において，一般に地盤

の強度は異なる。なぜなら，各時点

において地盤の圧密度が異なるから

である。したがって，一見それぞ

れの時点における力学的な破壊確率

は異なってくるようie思える。一方，

破壊損失費は各時点によって相違す

るから，経済的評価モデルから求め

られる妥当な破壊確率（PF）。ptも

当然変化する。そこで・上述した場

合と同じようにどの時点での破壊確

率を対象にするかが重要な問題とな

る。

　施工直後と供用開始後における碍

を与える円弧上の応力S＊の分布と
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地盤強度（たとえば非排水強度Ou）の分布の相互関係を模式的に表わしたのが図一1・4・6

である。第3章5節の式（1・3・34）で不したように，設計係数岸をそれぞれ，上記2つ

の平均値の比ほ＝μc／μさで定義し，そのときの破壊礁率を図の斜線部として考えるならば

図から明らかなように，力学的には盛土が立上った施工直後が最も危険な状態となる。したがっ

て力学的な側面からのみ考えれば，施工直後を対象icして破壊確率と設計係数とを考えるのが最

も妥当のように思える。しかしながら，経済的な側面からみた場合には，必ずしも施工直後を対

象に考えるのが最適とする根拠がない。

　著者らが行なったアンケート調査によると，ある工区において施工中あるいは施工直後tζすべ

り破壊を生じた場合，その再建によって予定の全線開通，供用開始の期日が大幅に遅れた例はき

わめてまれである。いいかえれば，施工直後に生じたすべり破壊は，原則的に予定の供用開始期

日を遅らせることなく復旧か可能である（復旧しなければならない）と考えるのは妥当であろう。

あるいはまた，たとえ供用開始が多少遅延しても，これは上位計画における裕度として考癒され

るべきもので，道路としての便益や損失は供用開始後始めて生じる，と考えることは許されるで

あろう。すなわら，道路としての機能を発揮する以前の段階である盛土施工直後を対象tζした場

合には，破壊損失費としては，その道路の全区閲に対する損失や開通後の道路機能の停止teよる

損失などを考える必要はない。開通前の，その盛土区間のみを対象とすれば十分である。この場

合には，盛土の再建費や破壊後の周辺地域に対する損害賠償などだけが問題となる。

　さて，一方，供用開始後，現実に車が道路上にあるときに破壊したり・あるいは幸運にも道路

上に車がなかったとしても，この時点で破壊すると，道路の機能停止勘間に失われる経済的損失

は非常に大きなものとなるであろう。このように考えると，供用開始後のある時点における破壊

確率を対象にした方が，設計上より妥当であるように思える。

　ところで，ここで考えなければならないのは，「盛土の破壊」という問題が有する特殊性であ

る。図一1・4・6の2つの斜線部が原理的に何を意味するかを考えてみよう。　図（a）　（施

工直後）の場合の斜線部は，強度が曲線｛1｝で示されるような地盤上に，曲線｛1）で示す分布の荷重

が載荷された場合の破壊確率を示す。一方，図（b）は　図（a）とは無関係tc，もしはじめか

ら曲線②の強度を有する地盤上に曲線（2）の載荷が行なわれたならば，その破壊確率が斜線部とな

ることを意味している。いいかえると，施工直後の場合は，図（a）の分布形を有するe“，S

のうち，実際にはどのような値の組合せが実現するかは盛り終わってみなければわからなかった

わけで，その意味で，確率的に斜線部の破壊の可能性があったわけである。ところが，いったん

現実に盛土が立上ったとすると・その時点ではすでに，ある確定したOu，Sが実現しており，

かっeu＞Sが確認されているわけである。したがって，その時点ではすでに，図（a）の斜線

部の破壊確率は実際上意味のないものとなっている。すなわち，地震荷重などの突発的な荷重を

考慮外にするならば，このようにいったん盛土ができ上ってしまうと，その後図（a）の状態が

図（b）の状態に移行して，供用開始後もなお図（b）斜線部の破壊確率が実存するわけではな
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くで供用後の破壊確率はゼロと考えてよいわけである。なぜなら，いったん実現した載荷重は

施工直後と供用開始後ではほとんど変らないのに対し，施工直後に実際に十分であった地盤の強

度は，時閥の経過とともに，一般には，さらに増大しているからである。この点が，荷重または

強度の出現が時間的に大問題となる場合，たとえば，主として地震荷重や風荷重に対して設計さ

れなければならない吊桔や鉄堵などの場含と，盛土の場合が性質を異にする点である（もちろん

ff土に関しても，地震外力などによる破壊確率に及ぼす膨響は実際問題として無視できず，今後

究明されなければならない謀題である）。

　要約すると，盛土の場合には，施工直後に破壊しなければ供用開始後に破壊することはないと

考えてよく，その意味で施工直後の破壊碓率を対象にすればよいと考えられる。著者の調査によ

ると，片盛土の場合に大沈下で舗装が割れ，そこから大雨が浸透してすべり破壊にいたった例を

除き，供用開始後にすべった例はない。また，平地上の全面盛土では供用開始後に破壊した例は

ない。大量の雨水の浸入は，防水処置として設計上考慮されるべきで，回避できない程度の雨水

の浸透による盛土本体の重量の増加は，当初から載荷重のばらつきの範囲に入れて設計で考慮さ

れるべきものと考える。

　平地上の盛土に関しては以上の理由から施工直後の破壊確率を問題にすればよいことがわかっ

た。

　ところで・シルト質土や不飽和粘土の斜面の切土や斜面上の片盛土の安定解析には，厳密に

は応力分布と間げき水圧分布に関する横討が必要である。これはまた，いかなる時点での破壊確

率を設計に考慮するかという問題と関係している。施工中や施工直後，あるいは道路として開通

した後などの各時点において，地山および盛土の強度や荷重の状態は多少変化するから，平地上

の盛土の場合と同様，考察の対象とすべき時点をどこにするかが問題である。結論的にいえば，

この場合も道路開通後に切土や片盛土の破壊はなく，もし破壊が起るとすれば施工中，あるいは

施工後開通までに生じると考える。その理由は以下のとおりである。（1）斜面上の盛土にっいては

排水を十分に考慮して丁寧に施工されたもので，開通後その内部で破壊した例がない。②降雨の

影響の大きい切土部分でも，排水と斜面保護に注意して対策が講じられるならば，開通後の破壊

はないと考えてよい。何故なら，設計や施工が厳しい高速道路の場合，名神高速道路を例にとる

と，開通後，路面に影響を与えた切土部分の破壊はたった1例あったにすぎない。また工事期間

は2～3年に及び，その間に一般に降雨の洗礼を受けるからである。以上の理由から，本研究に

おける基本的姿勢として道路開通後，路面や周辺人家，田畑に影響を与える破壊はないと考えて

いく。したがって考察の対象とする時点は施工直後でよい。

　4・7結
　設計において，

代替案を評価し，

論

設計信頼度を如何なる値にするかということは，土木計画におけるいくつかの

ある評価基準にもとついて代替案の選択を行なう場合と同じ関係にある。本章
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では，この認識から始まり，設計の位置付けを明確にした。さらに，土木計画の形成過程という

立場から設計を考えてみると，構造物の強度や外力，さらには信頼度の計算といった狭義の意味

での設計は，実施計画という下位の計画段階に位置することを述べた。また，上記の意味での設

計を評価するとき，計画の評価と同様，評価に三面性があること，すなわち，技術的側面からの

評価，経済的側面からの評価，社会的側面からの評価である。そして，数量的に評価を行なうた

めには，各側面での評価のための尺度（指標）を明らかにすることが必要であるとともに，これ

らの尺度間のトレード・オフの分析が基本であることを指摘した。

　構造物の信頼度は，上記の技術的側面での1つの尺度と考えられる。下位の実施計画に属する

設計の評価においては，この技術的な尺度である信頼度と，経済的な尺度であるコストとの跳連

を明確にすることは重要であるし，費用便益理論による評価基準は一応許容されるものである。

その意味で，信頼度の裏返しである破壊確率と費用とを結合させた，Freudenthal　の期待費

用の概念を紹介し，これを用いて土構造物の設計を評価する場合の二，三の問題点を指摘した。

すなわち，構造物の施工中，施工直後，供用開始後などの時点に分けて，破壊確率をどの時点で

考えればよいかということと，破壊後の損害賠償および再建法に対する考え方である。前者に関

しては，平地上の盛土，自然斜面上の片盛土あるいは切土などを例に考察し，評価を行なう時点

としては施工直後が妥当であることを立証した。

　破壊後の損害賠償や補償に関しては，まず，人身に死傷があってはならないという立場から設

計・施工を考えることを主張するとともtc，経済的評価モデルにおいては，施工中，施工後の人

身に対する死傷をなくするための防護措置としての費用を導入するよう提案した。また，土構造

物の破壊後の再建に関しては，土の特殊性を考慮‘ζ入れ，当初建設と同じ方法での再建は困難で

あることを述べ，対策工法を用いた再建法をとらざるを得ないことを指摘している。
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第5章　結 論

　本編では，土構造物建設のための調査設計，施工に関する基礎的な理論についての研究成果

をのべるとともに，各種の考察を加えた。各章の要点を結論的に述べると以下のとおりである。

　第2章では，土質調査や土質試験結果のばらつきを分析し，確率変数として取扱った場合の確

率モデルICついて検討を加えた。すなわち，土質諸係数のぱらつきの要因について検討を加え，

確率変数として取扱うことの妥当性を述べるとともに，諸係数に関する分布形を検討した。その

結果，飽和した粘土の一軸圧縮強度9a，砂質地盤のtanφ，不飽和土のoとtan　¢などの強度

係数，およびこれらの土の含水比W，湿潤単位体積重量γzなどの物理係数は，工学的に同一と

考えられる層内で正規分布することが明らかとなった。また，盛土の施工直後の単位体積重量rb

も正規分布することを示した。そして，9uや0に関する変動係数Vcは0．1～0．4，　r　tやrb

に関する変動係数Ur　tやVrbは0．01～0．08程度であり，ばらつきが普通程度の一様な沖槙層で

はVc÷0．3，普通の盛土材で通常の施工を行なった場合の盛土ではVb÷O．04秒度であること

がわかった。この章ではさらに，上記の諸係数間の相関性についてつぎの事実を明らかにした。

すなわち，φまたはtan　¢は乾燥密度γdに対し正の相関かあること，φまたはtan　¢はωに

対し負の相関があること，φまたはtanφは飽和度Srの範囲を限定すればrtと正の相関があ

ること，0とtanφは弱い負の相関があるが，　Srの範囲を限定すれば独立と考えてよいこと，

0はωに対しSrの範囲を限定すれば相関性は弱くなること，0とSrは無相関であることなど

である。

　第3章では，土構造物1ζ関して従来用いられてきた安全率の意味を分析し，安全率に対する著

者の見解を述べるとともに，従来の安全率に代って新らしく設計係数環と破壊確率PFを定義

して，これらの関係を定式化して種々の考察を加えた。その結果，一・neの粘土系に関しては，荷

重と強度に関する変動係数を介して，瞭　とPFは1：1に対応することを明らかにした。また

多層系の粘土地盤や砂質地酪あるいは不飽和土で構成される地盤に関しては，荷重と強度に関す

る変動係数のほかに斜面の幾何学的条件によってF：とPFの関係が変化することを不した。さ

らに，平地上の通常の盛土では1噂＝＝1．3とするとPFは18％前後であることがわかった。

　第4章では，第3章の結果に基づいて設計tc用いる信頼度を決定するための経済的評価モデル

について考察した。そして，設計を評価する場合，評価の側面は技術的側面，経済的側面，社会

的側面という三面を考える必要があり，各側面での評価のための尺度を明確にし，これらの尺度

間のトレード・オフの分析が基本であることを不摘した。さらに経済的評価モデルによって設計

信頼度を決定する場合，期待費用の概念を用いなければならないことを述べ，土構造物に関して

は施工直後の状態を対象とするのが妥当であることを明らかにした。

　以上が本編で得られた主敦な成果であるが，今後に残された課題を列挙すると以下のとおりで
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ある。

　ほ｝本編では地盤に対して急速載荷や急速除荷をした場合の短期破壊の問題を取扱っているが，

支持力や長期安定問題，沈下などICSSする問題の取扱い方をどうするか。

　②　土構造物以外の構造物を考える場合，上部構造物と基礎地盤の両者の破壊をどう関連づけ

て取扱うか。

　（3｝施工システムにおける評価項目とその評価尺度の詳細な分析と設計，調査システムにおけ

る評価尺度との関連性の分析

などが主たる今後の研究課題である。
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第1章　緒 論

　構造物の建設、とくに土木構造物の建設に澄いては、土質調査と設計，施工はきわめて緊密な関

係があることをわれわれは幾多の工事から学びとつている。それゆえに土質調査に関しては、試料

採取のためのサンプラーの改良、試料の運搬法の改善、あるいは土質試験機や試験方法の改良への

努力がなされてveる。また設計、施工に関しても、最近の著るしい土質力学の発展に支えられ、力

学的に厳密に、かつまた台理的に行な●うとする努力がなされている。しかしながら、残念なこと

にこれらの努力は各分野で別々に斉合性を保つことなく行なわれている。各分野での分析の努力そ

のものは基本的に重要なことであるが、特に工学の分野では社会への有用性が重視されるがゆえに

斉合性のある研究が望まれる。システムェ学は、まさにこのような要求から生れた学問であるが、

著者Ut序論に宕いても述べたように、土木構造物建設に際しての調査，設計、施工もこのような観

点からの研究が重要であると考える。そこで、本編に宕いてぱ第1編における基礎的な研究成果を

基に、土構造物の建設を例にとり調査、設計、施工の関連を分析し、合理的な土質調査の方法論を

提案するとともに、平野部の盛土建設や自然地山での切盛土の建設に応用した。そして数値計算や

実施例を解析レその方法論の妥当性を実証した。以下、本編での研究内容を要約するとつぎのよ

うである。

　第2章にかいては、土構造物や基礎地盤の急速せん断破壊を対象にした土質調査の手順を分析し、

各手順で得られる情報の内容とその流れを明確にした上で、土質調査手順の標準化を行なっている。

　第3章においては、土質調査のための地盤の分類を行ない、その取扱い方に言及するとともに、

工学的な意味で同一強度を有するとして取扱うための地層分割法を提案している。

　第4章においては、2章と3章の成果を基に合理的な土質調査規模の決定法を提案するとともに、

その方法論に基づいて電子計算機による土質調査の模擬実験を行ない、方法論の実用性について検

討を加えている。また、この章では、上記の方法論によつて得られた調査結果と構造物の破壊確率

との関係についても言及している。

　第5章、第6章は第1編tsよび第2編第4章までに得られfr一成果を実際の設計に応用する方法を

述べたものである。すなわち、第5章においては、軟弱地盤上の盛土建設を例にとり、調査や施工

時の不確実性を考慮に入れて、設計信頼度を合理的に決定する方法論を示し、あわせて幾多の実施

例を解析して方法論の妥当性を検証している、第6章に分いてa、自然地山での切盛土建設を例に

とり、その信頼度分析の方法を示すとともに、切盛土の合理的な設計信頼度の決定法について述べ

ている。

第7章においては・本編で得られた成果を結論的に要約しているf，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－1一



第2章　土質調査の手順と方ば）

　2・1　概　　　脱

　土木構造物の建設に際しては，一般に種々の土質調査が行なわれる。調査に際して重要なこと

は，調査方法とその規模の決定である。そしてこの決定は，地盤の状態はもとより，計画されて

いる構造物の種類，大きさおよび重要性に基づいてなされなければならない。このことに関して

はテルッアギーと〔7ク（Terzaghi＆Peck）2）が重要な示唆を与えている。すなわら，　「

少くとも設計者がその構造物に関係のある土の物理的，力学的性質についてかなり正確な概念を

もっていなければ，賢明で満足すべき方法で設計を行なうことはできないし，また，この本質的

な情報を得るためtζ要求される現場と実験室の研究が土質調査を構成するからである。ところで，

数十年前までは土質試験の合理的な方法がなお発達していなかったために，土質調査はまったく

無力なものであった。しかし現在では反対に，土質試験をやり過ぎたり，試験を実施する技術が

精密過ぎたりして，その結果の実用的な価値に不釣合tζなっていることがしばしばある。このよ

うな両極端を除くためには，地盤の状態はもとより，計画されている構造物の種類，大きさおよ

び重要性に基づいて調査計画が立てられていなければならない。」ここでも述べられているよう

に，土質調査に関しては留意すべき事項が大別して2つある。すなわら，

｛1）構造物の種類，大きさ，重要性といった事項を如何に数量化すればよいか？

②　地盤の状態に見合った調査方法を決定する1ζはどうすればよいか？

という点である。この2点が解決されなかったがゆえに・現在までのところ調査方法と規模を決

定するための合理的な方法論の確立が困難であったと考えられる。その結果，従来調査の規模は

構造物の建設計画に伴なう一定の予算内で，技術者の経験的判断によって，決定されてきた。し

かしながら，このような調査乃法は重大な欠陥をもっている。この欠陥とは，その調査結果に基

づいてなされた設計，施工が，どの程度の信頼性を有するかを定量的1ζ説明できない点である。

著者は，このような問題点を解決するためには，まず，土質調査と設計，施工との関連を組織的

に整理する必要があると考え，本章においては，土質調査と設計，施工システムの分析を行ない，

調査の手順を標準化するとともに，各手順における目的と万法について検討を加える。

　2・2　土質調査システム

　土質調査の手順に関しては，いくつかの場合について，従来の経験を基礎に各種の報告がなさ

れている。3）’4）’5）これらの報告か実務に寄与するところ大であったが，しかしいずれの報告も，

手順を流れ図の形ee示したものや，各手順の内容の説明にとどまっており，各手順の目的とその

手順tcよって得られる情報との相互関係が明確でない。
ま。洛省欣おいても，幽鶴鉄道などに関す、優れ，、土質調査指繰9提、§）、．
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しかし，これらの土質調査指針においては，調査や試験結果のぱらつきが定量的な形で考慮に入

れられているとはいいがたい。すなわち，地盤の状態に見合った調査方法と規模を決定している

ものとはいいがたい。

　上述のように，従来の土質調査に関する報告書や指針は，前節で述べた2つの問題点が解決さ

れていなかったがゆえに，設計，施工との関連において，定量的な結びつきができていなかった。

本節では，第1編において得られた成果をもとに，土質調査のシステムを合理的な形で整理し，

調査の目的と手順を明確化し・情報の流れとの関連において・新たな土H調査のフローチャート

を提案するn

　図一2・2・1は著者が提案する土質調査のフローチャートである。以下，このフv一チャー

トに従って順次説明していく。図において，左側のブロックは調査の各手1頃における作業（i番

目の作業を碗で表不）を表わしており，これらの流れは実線で示した。また，右側のブロック

は各手順ごとに行なわれる作業（tVi）によって得られる情報の内容を表わし（1iで表示），

情報の流れは破線で示されている。なお，ここに示した土質調査の手順は，実施計画の際に行な

われる土質調査を対象としている。基本計幽，整備計画等の上位計画の段階で行なわれる土質調

査は，これとかなり異なるので，ここでは考えていない。ただし，それらの時点で得られた情報

はすべて，11または16への情報として組み入れられるものと考えられる。また，ここでは沈

下に関する問題を除外しているので，沈下問題を同時に考慮した総合的な土質調査のフローは，

ここに示したものに，若干の修正を加える必要が生じるものと考えられるが，基本的には大きい

変化はないと考えられる。

　2・2・1　予備調査（Ml）

　予備調査の目的は，調査対象区域に関して全体的な地形などの現地の状況を確認し，先行調査

地点選定のための基礎資料を得ることである。そして，その方法は，踏査および既往の調島設

計に関する資料の収集を行なうことである。この定義は，たとえば，文献9）による場合と同じ

である。

　質的．量的には差異があるとはいえ，予備調査によって，対象区域の地彪地質，1V値，地下

水位，軟弱地盤地点の有無などに関する情報（Ir）が多少得られる。

　2・2・2　先行調査計画と先行調査（M2～M4）

　最初から大がかりな本調査を行なうことは一一般ic多くの無駄を生じるので，先行的に大ざっぱ

な調査を実施する。先行調査の目的は，調査対象区域全体にっいての地層構成を明らかにし，後

述する先行設計のための基礎的な情報を得ることである。先行調査にあたっては，予備調査の結

果得られた情報（11）をもとに実施計画を立てる必要がある。その手順は以下のとおりである。

　予備調査によって得られた情報を分析し，対象区域全体の土層断面図か描けるかどうか検討し，
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図一2・2・1　土質調査と設計の関係
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十分に情報量があると判断された場合は，先行調査を省酪してUZ6に移ってもよい。一万情報

（11）を検討した紀果，対象区域全体の土層断面図が描けない場合には，表一2・2・1に示

した基準によって先行調査地点の選定を行なう。例えば，道路の盛土などの場合では，この表よ

り，平野部では調査区間長L（m）に対して（4／200）十1本，山間部では（L／100）十1本

程度か妥当であると云える。表一2・2・1は，国鉄，7）東海道新幹線，3）農林省干拓土質調査～）

高麹路，1°）港副の船を参考・・まとめたものである．また先行調査の基準点としては後、。述

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　べる理由‘こより，妥当
　　　　　　　　表一2・2・1　先行調査規準一覧表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なPF値が左右で異な

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る地点を選ばなければ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ならない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　先行調査の方法は標

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　準貫入試験を伴なうボ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ーリング調査であり，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ボーリング深度は支持

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　層を確認するまでを原

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　則とする。支持層の定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　義は，構造物の形式な

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ど｛Cよって決定されて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くるが，例えば，盛土

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　などでは，支持層とし

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　てN＞30で，かつその

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　層厚＞5mを満たす層

として十分である。支持層を確認する理由は，一応それよりも浅い層のみを土質工学的に考慮す

ればよい，と考えられるからである。さて，標準貫入試験を伴なうボーリング調査により，対象

区域の地層構成・地下水位，ノV値などがわかる。（13）。つぎに，ボーリングに際して得られた

試料により，物理試験も実施する（V’4）。　この結果，各地屑の粒度組成，液性限界，塑性限界

比重，含水比などが明らかになる（14）。以上が先行調査の段階である。

港　　湾

広範囲の地域について

ｬ範囲の地域について

300　～　500η2　↓こ1　本

T0　　～　　100η2　↓こ二1　本

地層状態が複雑な場合 507π以下の間隔

国　　鉄

広い沖積平野部

ｷい沖積平野部

J　　間　　部

500～1000η2に1本
Q00　～　　　5007π‘ζ二1　本

P00　～　　　2007π‘こ　1　本

農林省
湖　面　全　域

d　要　部　分

20007π力眼配置

P007π　方眼配置

新幹線
沖積平野部

ｷい谷間部

200～　500η2に1本

P00　～　　　200η2↓こ1　本

高速道路

路線中心線沿いに

ｴ梁等重要構造物地点

諶纈n盤地帯

10007πに1本

{　工　ケ　所

d　　点　　的

　2・2・3　本調査計画（M5～MI　O）

　先行調査によって得られた13，ノ4の情報をもとに，っぎは本調査の実施計画を立てる。そ

のために，まず，先行調査地点e”とに，地層構成のパターンに分類する（〃「5）。地層構成のパ

ターンとは，一般につぎの5つに分類されるパターンを意味する。すなわら，

〔1型〕：地表から支持tNまでが粘性土の場合，

〔皿型〕1地表から支持層までが砂質士の場合
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〔薗型〕：地表からある深度までが粘性土で，それ以下支持層までが砂質土の場合

〔rv型〕：地層構成が．型と逆の場合

〔V型〕：支持層までが砂質土と粘性土teよる3層以上の5層になっている場合

である。このように，地層構成をパターンに分類する理由は，地層の条件eとに妥当な本調査の

方式を選定しなければならないからである。図一2・2・2は上記の地層構成の型と地層の条件

に対応する本調査の方式を示したものである。さて，上述のパターン分類に基づいて対象区域全

体の土層断面図が描けるかどうかを検討し，描ける場合はつぎの作業（JP「6）に移るわけであるが，

最初の先行調査結果（13），（14）だけでは情報が不十分な場合があり得る。このような場合は，

最初の先行調査地点の中間点において再び標準貫入試験を伴なうボーリングを実施する（M3’）。

この繰返し作業は，対象区域全体の土層断面図が描けるまで行なう。さて，各地点での地層構成

が明らかとなり，さらに対象区域全体の土層断面図が描けると（16），W値と層厚によって，

図一2・2・2のように，地層の条件ごと‘ご調査方式を決定する（M7）。例えば，その区域の

地層構成が〔1型〕に属し，かつ地層の条件が図一2・2・2の（C－1）である場合には，シ

図一2・2・2　地層構成と地層条件icよる本調査方式

層

厚

5m

粘性土層の条件

C－1 C－2

1型

10 20　　30　N値

ll型

團

層

厚
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T
○
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一1
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鰯
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○

○

T
○
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ンウオール・サンプリングを実施する。この調査方式をT一方式と呼ぷことにする。　（同様に，

標準貫入試験を実施する場合をIV　一方式，両者を併用する場合を1V・T一方式と呼ぶことにする）。

なお，実際にはコーン貫入試験やフオイル・サンプラーが実施されることがあるが，これらは標

準賀入試験やシンウオール・サンプリングの結果を補足する意味で用いられることが多いので図

一2・2・2では特に掲げていない。

　以上の手続きで本調査の万式が決定できるわけであるが，つぎに，本調査の規模決定のための

準備が必要である。前節で述べたように，本調査の規模は，構造物の重要度に応じて決定されな

ければならない。そのための1つの方法として，第1編3・5で述べた構造物の破壊確率を利用

することが考えられる。この破壊確率はすでにilKしたように，構造物の形式や地層の条件によっ

て左右されると同時に，第1編4・4で述べた経済的評価モデルにより，ある程度，構造物の重

要度に応じた妥当な値を考えることができる。したがって，現在のところ，この破壊確率の概念

は本調査の規模を決定するための重要な尺度となり得るであろうことが予想される。この破壊確

率の概念を本調査規模決定のために導入する手順がつぎに述べる先行設計である。

　先行設計というのは，いわば概賭設計ともいうべきもので，その目的はつぎの2つである。す

なわち，

　（1）本調査規模決定te関する情報の提供

　（2｝地盤改良をするとか，橋梁形式にするというような大幅な設計変更をすることなく，所定

の盛土を載荷することができるかどうかの判定基準の提供

の2点である。これらの目的で先行設計を行なうためには，前述した経済的評価モデルなど1ζよ

り，与件として，ほぼ妥当な構造物の破壊確率PFが与えられなければならない。この点に関し

ては次節で述べる。先行設計の具体的な内容は，説明を簡単にするため，盛土を例にとると以下

の（1）い2｝である。

　（1｝予定される盛土の概略断面に対し，力学的な見地から，設計係数Fs＊と破壊確率PFの関

　　係を求める。この場合，先行調査の結果に基づき予想される範囲内で地盤の強度に関する変

　　動係数Vcをいくつか与えておく。また，盛土の単位体積重量に関する変動係数Vrbを，経

　　験や種々の資料により与えておかなければならない。Fs＊～PFの関係については，第1編

　　3・5において述べた方法で求めることができる。

　C2）つぎに，後述する“妥当と考えられるPF”の値を上述のFs＊～PF関係に用いると，妥

　　当と考えられる躍が決まり，これに対応する地盤の平均強度μcの期望値μ：（PFを妥

　　当と考えられる値以下にするために必要な地盤の強度）を求める。

上記のように妥当なPF値を考えた場合，同じ地層構成で，同一の地層条件を有する地区であっ

ても，場所によって要求される妥当なPF値が異なればFぎも異なり，その結果，地盤に期待す

べきμきの値も異なってくる。したがって，調査，設計，施工においては，同一の地層条仲こあ

っても，要求される妥当なPF値が同じ区間を1つの単位区間と考えなければならない。そのた
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めに，先行調査においては，妥当なPF値が異なる境界附近をボーリング地点として選定してお

かなければならない。

　以上の先行調査の方法をわかりやすくするため　図一2・2・3を用いてまとめると以下のと

おりである。いま，調査対象地域について，要求される妥当なρF値が左右で異なる境界（k）点

を先行調査の基準点とする。そして，平野部の直路の盛土の場合を例にとると，表一2・2・1

を参考にして2007π閲かくでボーリングを実施する。その結果，（k－1）点から（k＋2）点

までが〔1〕型で，　（k＋3）～（k＋5）点までがcn〕型の地1曽構成であったとする。この場

合，〔1〕型と〔‘〕型の境界が明らかでないから全体の士層断面図が描けない。そこで（k十2）

点と（h＋3）点の中間の（h＋2．5）点で先行調査を追加し，この地点の地層構成を明らかに

する。このような手順を繰返して全体の土層断面図を作成する・

　っぎに，図一2・2・2に示した地層の条件に従って，いつれも粘土層は（c－1），砂層は

（5－1）の条件に当てはまることがわかったとする。そうすれば，　（k－1）点から（k＋2．5）

点まではT一方式，　（k＋2．5）点から（k＋5）点まではN・T一方式で本調査を行なうことが

決定される。そして，粘土層，砂∫曽について，次章で述べる方法によって“同一屑”の判定を行

なった結果，　（c－1）の粘土層は図のように平均強度が異なる2膚に分割されることが明らか

lCされる・ところで，この例の場合．盛土周辺の環境条件の差などから，（k－1）～（k）点に

肌て叫、・ω点～（k’s）点までがP・，なる膿瞬が要求抱ているf・これiC・・A・つ

いて先行設計を行なった結果，上記の各層に要求される平均強度Pt　＊が算出される。以上が（Ml）

～（Mlo）の過程である。本調査は，以上の準備の下に実施されるが，その方法論に関しては，

第4章において詳述する。

第一層
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T一方式
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先行調査の概念図（平野部の道路盛土の場合）
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　2・2・4本調査
　本調査は，直接設計入力データとしての土の強度や各係数を得るための調査である。したがっ

て，設計の信頼性の大部分は，この段階における調査の精度にかかっているといえる。すなわち，

第1編2・3で不したように，本調査の結果は一般icぱらつくが，直観的にもわかるように，調

査の規模を大きくするほど，このばらつきの性質を正確に把握することができ，より信頼度の高

い設計を行なうことができる。しかし，その反面，調査に要する費用と時間が大となる。したが

って，これらの犠牲と信頼度上昇による効果とのかね合いで適正な調査規模を求めなければなら

ない。

　図一2・2・1の本調査と設計とのフロー1こ関しては，第4章において述べる理論の説明‘ζよ

って，より明解になると考えられるので，この部分に関しては，第4章ieおいて合せて詳述する

が・先行設計で求めたμごと実際の地盤強度　μcとの比較を行ないながら逐次サンプリングを

実施していくのである．

　2・3　　本調査に際し与件として与えるPF値について

　前節2・2・3の説明からもわかるように，著者が規定する先行設計では，本設計と同等の厳

密さを必要とする理由はない。なぜなら，先行設計の段階では本設計における詳細な盛土断面を

厳密に予測することは不可能であり，またその必要もないからである。本設計の段階において，

多少の地盤改良が必要になったり，手直し程度の断面変更や小規模な押え盛土が必要になること

は十分ありうる。したがって，先行設計で想定する盛土断面は，予定の規模を有しているけれど

も，計算のしやすい概略断面にならざるをえず，またそれで十分である。いいかえると，全体の

建設費や破壊による期待損失はきわめて大きいので，PFのわずかの差で大きな経済的損失を招

くから，本設計では厳密な断面に対し，厳密に（ρF）optが計算されなければならない。これ

に対し，調査費用は上記の費用に比べるとかなり小さい。したがって，PFのわずかな変化が調

査費用に及ぼす影響は小さいから，大体妥当なPFさえ与えられればよいわけである。

　以上のことから，っぎのようにするのが実際的であり，妥当であると考えている。すなわち，

盛土を例にとるならば，盛土をその規模や重要度に応じていくつかにクラス分けし（たとえば名

神や東名高速道路にお・ける大盛土とか，2級国道程度の小盛土とか），従来の多くの実際例に対

して経済的評価モデルにより（PF）optを算出してみる・そうすれ1土　自ずから・各クラスの盛

土に対する妥当なPFの概略値はきまってくる（たとえば’クラスAの場合1－k　PF　＝1・0～5・0％・

クラスBでは5・0～15・0％，……のように）．本調査規模決定の段階では経済的評価モデルに

よる厳密7i　PFの算出は必要でなく・このようにして分ける各クラスに応じて・大体の・PFを与

件として与えることで十分である．
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　2・4　結　　　論

　本章では，土質調査のシステムを設計，施工との関連において組織的に整理し，調査の各段階

ごとの目的と方法を明確化し，構造物基礎または斜面の急速せん断破壊を対象とした新たな土質

調査の手順を提案した。すなわち，土質調査システムは，大きく分けて，予備調査，先行調査計

画先行調査，本調査計画，本調査とに分類するのが妥当であり，これらの相互関遮および上

記の各段階での情報の流れを明確

化した。また．上記の土貿調査の

システムと設計との関連は，図一

2・2・3に整理されるように，

先行設計という段階を経て密接な

関係にあることを明らかにした。

また，本章2・1で述べた調査に

関する重要な諜題である（1購造物

の重要度に見合った，②地盤の状

態に対応した調査の方法と規模の

決定が，経済的評価モデルによる

妥当な（ぢ）optを導入すること

によって可能であることを明らか

にした。

大幅な設計
変更のチェック

本調査規模決定

のための情報

（ラフなPFの値）

経済決定モデルによる
（PF）optの決定

図一2・2・4　調査と設計との関係

　しかしながら，本章で明らかにした土質調査のシステムは構造物の沈下や長期安定の問題を除

外しており，今酷　この点に関する同様の考察が必要であり，土質調査システムをより一般化す

ることが重要である。この点に関しては，今後の研究課題としたい。
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第3章　土質調査のための地盤の分類とその取扱い1）・2）・3）

　3・1　概　　脱

　第2章で述べた土質調査のフローチャートにおいては，ます，先行調査によって調査対象区域

の地層構成を知り，この地層構成をすでに述べた5っの代表的な型に分類する。そして同じ地層

構成を有する区幽を一つの調査区域とし，それぞれの型に応じて調査方式（標準貰入試験だけを

行なうN一方式とか，操準貰入試験とシンウォールサンプリングを併用するN・T一方式など）

を決定する。地暦構成のパターンは，調査方式を選定する目的のための分類であるから，粘性土，

砂負土という大ざっぽな取扱いでよい。しかし，先行設計や本調査規模の決定の段階では，もう

少し詳しく強度を問題にしなければならないので，地層構成の型が決っただけでは不十分である。

すなわち，先行設計においては第1編3・5で明らかなように，たとえ概略断面についてであっ

ても，地盤に関して「工学的にみて同一の強度を有する層とみなして取扱えるかどうか」という

判別がきわめて重要な問題となってくる。したがって，土質の分類においても，少なくともシル

ト質土を考慮に入れないと実際的でない。そこで，土質工学会の土の判別分類法委員会の提案に

よる三角座標分類4）　（図一2・3・1）において，図のAの領域の土を「粘土系」，Bの領域

の土を「シルト系」，Cの領域の土を「砂系」と呼んで区別し，この大分類によって“同一性”

の判別を行なうことにする。ただし，上述の分類は，兜2章2・2で述べたように，地盤の急速

なせん断破壊のみを対象とした分類で，次節以下に述べる内容も，圧密とか長期安定問題を対象

としたものではない。

Silt②

⑧Cl・y＠Silt◎S・nd

図一2・3・1　三角座標分頬
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　本章では，上述のように，地盤の急速せん断破壊を対象とした場合の地盤の取扱い方について

詳述するものである。3・2節では，上記の「粘土系」，　「シルト系」，「砂系」の各場合に対

し，強度が同一として取扱える地層の判別法を提案する。3・3節では強度が深さ方向に漸増す

る場合として粘土系の場合を例にとり，分散が一定の場合と変動係数が一定の場合の両者に対し

地層を分割して取扱う方法との差異などlcついて検討し，3・4節では，本章での研究結果を結

論的にまとめている。

　3・2　同一とみなして取扱う地層の判別法

　前章の図一2・2・1で明らかなように，本調査に入る前に得られている地盤に関する情報は

先行調査によるN値と粒度組成，含水比などの物理試験の結果だけである。したがって，先行設

計の段階では，これらの情報のみから工学的に同一として取扱える地層の判別を行なわなければ

ならない。本節では，以下，粘土系，砂系，シルト系のそれぞれについて，上記の判別法を検討

していくことにする。

　3・2・1　粘土系地層における判別法

　前章2・2・3で述べたように，調食方式の選択に際しては，粘土なら粘土であるということ

だけがわかっていればよい。しかし，力学的にPFなどを問題にしなければならない先行設計や

本調査の段階では，たとえ深度方向にほぼ同じ粒度組成を有している粘土層であっても，力学的

性質が異なれば，別の層と判別しておかなければならない。

　さて，本研究では，冒頭で述べたよう‘こ，急速せん断破壊の場合のみを取上げている。飽和し

た粘土の破壊においては，非排水強度Cu（＝・　9u／2）あるいはtanφu（＝△eu／△p）が問

題となる。いま載荷直後の安定問題を論じる場合には，特に一軸圧縮強度9uが重要である。⊥

学的には同一とみなして取扱わざるをえない粘土層の9Uの分布が正規分布にしたがうことは，

多くの例をあげて第1編2・3・2ですでに不した。ところで，土質調査の一例である図一2・

3・2および図一2・3・3をみてみよう。これらは文献5）‘ζ収められている調査結果をもと

に，図に示すように整理しなおしたものである。図一2・3・3のN値はもちろんのこと，％に

おいてもそのばらっきをみればわかるように，この粘土層を，ある深度において明確に異なる2

層以上に区分することは不可能である。著者の手元にある他の多数の資料についても大同小異で

ある。ただここで注意すべきことは，多数の資料をもとに〃～9u関係をプロットしてみると，

「v値の上昇につれて9uのレベルが全搬的に少しずつ上昇する事実だけは一般に認められるとい

うことである。手元tζある資科の抜粋6）’7）’8）と従来の研究成果9）を図示したのが図一2．3．

4である。この図から，図の太線内の各領域では“同一の地層”と判定せざるをえないと考えら

れる（それぞれの領域内で9uが正規分布することはもらうんのことである）。

　ところで上述したように，実際の先行設計の段階では，9uは得られていない。そこで図一2

・3・4を参考‘こして，“同一性卯の判定基準として，IV≦4，4＜iV≦8，8＜N≦15およ
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図一2・3・2　ボーリング柱状図（木更津港）

ぴ15＜1Vによって分

類しうると考えること

は妥当であろう。すな

わら，まずはじめに粒

度組成によって粘土系

であることを判定し，

っいで上記のrv値によ

って区分して，それぞ

れの範囲内にある領域

の地層は“同一とみな

せる”とするのである。

この場合，参考として

含水比のばらっきの幅

が大体40％以内であ

るかどうかをチェプク

しておくのがよい。

N自o

ε
諾薦

　　　　一25

図一2・3・3

、。ガ畠・橘、。q’‘k㌣「勺5

’、．
　■

　　　●・
・．f9：」”

t“・：㌔ち・

’° v蛤

／V，w，9u　の深度方向分布（木更津港）
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先行調査

第一次判別
（粒度組成）

地層構成

　N値
粒度組成

LL，　PL，

w，Gs

1

1一型 ロー型 lV一型 V一型

獲樽竃　5η2　　　　　8・㌔一　　　　N　値一一凸

第二次判別
iN値による）

π　≦：　4 4＜λ1≦8 8＜ノV≦二15 15＜」V

第三次判別
i含水比の幅

S0％をめや

ｷにする）

判別終了

図一2・3・5 粘土系同一地層の判別チャート
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含水比の40％幅というのは，多数の資料により，正規分布する一群の9uに対して一般に認め
られる幅であることを確かめた結果である1°）・ll）・「z）

　上述した判別の手順を図示すると，図一2・3・5のようである。同一とみなせる層の判別が

できると，前章2・2・3で述べた先行設計を行ない，本調査を実施していくことteなる。なお，

粘土地盤の強度の判定に関する∧’値の精度が低いことは一般に知られている事実である。しかし，

先行調査において詳細な力学試験をともなう土質調査を実施することは実際的でない上，先行設

計の段階において必要なのは，厳密な強度そのものではなくて大まかな変動係数であり，また本

調査規模決定に際し必要な“工学的な意味‘ζおける同一一tsの層厚の判定”である。このM味で，

現状においては，先行設計の段階での情報としては，A’値のみを要求するのが実際的であり，ま

た使用に耐えうる最低限のものと考えられる。さらに“工学的な意味で同一と考えられる層の厚

さを判定”する目的においては，～y値を上記の区分以上に細かく分割することは意味がなく，上

記の範囲で9aが正規分布することを考え合せてこのような分割は妥当であると考えられる。　N

値の範囲を図一2・3・4のように区分して用いる理由は以上のとおりである。

　3・2・2　砂系地層における判別法

　前節の場合と同様，先行調査の結果得られた粒度組成により砂系であることがわかると，っぎ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9）
にA’値によって同一とみなせる層の区分を行なう。従来の研究結果　によると，ル≦10，10

＜A’　S；　30，30＜Nの各範囲内のものは同一であるという基準を採用するのが実際的であると

考えられる。図一2・3・6は手元にある資料および文献9）にあるV～φ関係を著者がN～

tanφ関係に整理したものである。φではなくtanφで整理した理由は，実際の設計計算におい

ては，φよりもtanφのばらつきが直接問題となるからである。上記の各基準内のtanφが，そ

れぞれ正規分布することは第1編2・3・3においてすでに明らか1ζした。

　　φ／』

昏争゜°

　1魔　良　　瀬　　川

・東京地磐図
一普吉の判別基準

N　th－一一一一v・

図一2・3・6　　砂系地層のIV～tanφ　関係
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先行調査
地層構成

@亙値
ｱ度組成
kL，、PL，

ﾕ，G5・

第一次判別　　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿1（粒度組成）

n一型 1一型 w一型 V　一型

　　砂質土の条件
L／倒レ　5η2　　　　10㌔一　　ル　値一一一｛

第二次判別
iy値による）

ガ　≦　　10 10＜W≦30 30　＜　　〃

判別終了

図一2・3・7 砂系同一地層の判別チャート
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先行調査
地層構成

@ガ値
ｱ度組成
kL，ノ）L，

ﾖ，03
第一次判別
i粒度組成） ＿＿＿＿＿＿＿＿」

1一型 皿一型 疽一型 lV一型 V一型

輕≧　　　　　10　　　　　　　　30　　　　ル　値＿一一』

第二次判別
ｾ値‘こよる）

N　く　　5 5＜」V≦二10 10＜ル≦二20 20＜W

第三次判別
i含水比の幅
S0％をめや
ｷにする）

判別終了

図一2・3・8 シルト系同一地層の判別チャート

一19一



　砂系地層の場合に関して，判別の方法と本調査その他の関係を不したのが図一2・3・7であ

る．なお，砂に対するル仙の精度は比較的高いが，この場合も，土かぷり厚その他によるN値の

修正を行ない，さらに精度を高める必要はない。その理由は，前項の粘土系地層のところで述べ

た理由と同じである（これらの修正によるA唯1の変動幅は，一般にたかだか5以下であり，前述

したようなル値の範囲で一括して考える場合には問題とならない）。

　3・2・3　シルト系地層における判別法

　粒度組成を調べ，シルト系に入ることがわかると，やはり前と同じようにしてrv値で判別を行

なうことになるが，シルト系の場合はハ「値と（C，tanφ）が対応するデータが乏しく，粘土系や

砂系の場合と同じようなレベルで議論することができない。しかし，第1編2・3・4および2

・4・4で明らかにしたように，この種の土のCとtanφは互いに独立であり，飽和度の限定さ

れた範囲内ではいずれも正規分布に従う。現在のところ，上述のようにデータが乏しくて断定は

できないが，粘土系の場合と砂系の場合とを勘案して，一応「v≦5，5＜IV　sg　10，10＜ル

S20，20＜IVの範囲を1つの基準として考えることができる。これらの判別チャートを一応

示しておくと図一2・3・8のようになろ。しかしながら，この場合に関しては，今後さらに調

査，研究を進める必要があり，現在のところ問題点が多い。

　3・3　強度が深さ方向に漸増する場合の取扱い

　前節においては，粘土系，シルト系，砂系の各場合に対し，工学的に同一として取扱える地層

の判別法を提案した。しかしながら，かなり厚い粘土層などでは，図一1・2・8に示したよう

に深さ方向に強度が漸増する傾向を示す場合がある。この場合，強度に関する分散が一定の場合

と変動係数が一定の場合とが考えられる。13）　本節では，このような傾向を示す粘土層を前節で

詳述した方法で取扱った場合の関係などについて考察する。

　3・3・1　標準偏差が一定の場合

　粘土系の非排水せん断強度Cuが深さ方向に漸増する場合，強度の平均値が深さ方向に線形に

増大し，強度がその周辺に正規分布すると考えられる。13）ここでは，図一2．3．9tCiJKすよう

に，その分布の標準偏差σcが深さ方向に一定の場合の粘土層に盛土を建設する場合を想定して

検討を加える。図中，破線は上記のように強度が深さ方向に漸増する場合の回帰直線を示してお

り，実線は前節で述べた方法で同一層を判定した結果，m個の層に分割できた場合を示している。

　さて，図中の回帰直線はtV〔0，12〕型の正規変数caを用いて式（2・3・1）　のように表わ

すことができる。

・。一λ＋μ夕＋σ。u－（1十Va・U）（λ十レタ）

OSYS1）

｝一（・・3・1）
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図一2・3・9　強度が深さ方向に漸増する場合　　（σc一定）

　上式において，Va　はC“の変動係数であり，深さyの関数として次式で与えられる。またD

は粘土層の深さである。

吃一 凵u空。y
　　　σC　　　　　　Z／
v・＝－V・「c＝7一

ー～

・・・… @（2・3・2）

強度が式（2・3・1）で与えられる粘土層上に天端高Hb，のり面のこう配Mbなる盛土を建設

した場合，転倒モーメント〃。は式（1・3・32）と式（1・3・33）より次式で与えられ

る。

　　　・lf・－9＠・’y・・R）（μπ＋・rb　u）　　　……（2・3・3）

ただし，盛士の単位体積重量rbはN〔μ筋，σh〕型の正規分布に従うものとした。

一方，すべりに対する抵抗モーメントMRは次式のように求まる。
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MR　＝＝…〆＋ぞλ＋…＋・y）。、睾．y．）、

一…（λ＋・，川…－1（一 |）＋・…〔y・c・・－1（一券）＋〔・〕

　　一〔G1（y。，R）＋κ｛3（。　Gi（y。，R）＋G，（y．，R）｝〕R＋｛σ，G1（y。，R）｝U

　　一ρ（y。．R）λ＋｛C、（y。，R）σc｝　u　　　　　　・・……（2・3・4）

ただし・・1（y・，・）一・・2c・・a（一裂）

　　　　　C，（．Yn，　R）－2R・∨／万二存

　　　　　ρ（3／0，R）＝01（yo．R）十κ｛y“G1（Yo，R）十G2（yn・R）｝

したがって，この場合の設計係数（庁）α

び式（2・3・7）で与えられる。

・富）・－G　1＊（ytl，め＋κ｛iYt　G言（夕撒，め＋G；（yご，め@　　　9＊（冷，夕8，Rり｝・ 窒

・・ i2・3・5）

およひ（PF）αはそれぞれ式（2・3・6）およ

・… @（2・3・6）

（PF）・＝ `駆・（一芸）dt｜

砺一
}／　””“（2’3’7）

ところで，このような粘土層を7π層に分割した場合，第i番目の層のeuに関する母平均μ：

と母分散σ：はλ，U，yに対して次式のような関係が成立する。

　　　・ニー＝　R＋多（yi十yi十1）一｛1＋膓（3・i・＋Yi＋1）｝R

　　　・‥確＋芸〃、・－ti。2＋（rc　Hi12）2・R　　．．．＿（、．、．，）

　　　　　　　（i＝＝1，2，3　……m　）
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　上式において，Hiは第i番目の粘土層の層厚である。

この場合のすべり‘ζ対する抵抗モーメントMRはすでに式（1・3・30）で与えられており，設

計係数躍は式（1・3・34）で，破壊確率PFは式（1・3・43）および式（1・3・46）で与えら

れている。いま，（ぼ）αや（PF）αとの対応という意味で，この場合の設計係数と破壊確率

に対しbなる添字を付けて改めて書き直すと式（2・3・9）および式（2・3・10）のようである。

（ぼ）・一芸琴i宗Rり．．∠己
R＊）　μγ6

・：一｛1＋膓（Yi＋y・）｝2

（PF）・一 ｻ言罐・p（一芸）〃

Kb　＝
（F♪）b 一　1

｜～

・・・・・… @（2・3・9）

塾宗蕊辮剛・（ピ）b）＋K2

…… i2・3・10）

　以上が，σc一定で深さ方向に強度が漸増する場合に関して，線形回帰モデルと分割して取扱

う方法との関係である。これら両者についての数値計算tcよる検討結果は，次項で述べる変動係

数一定の場合とあわせて，3・3・3で詳述する。

　3・3・2　変動係数が一定の場合

　図一一　2・3・10に示すように，強度の平均値と標準偏差が深さ方向に線形に増大する傾向に

ある場合（図中の破線），CUのモデルとしては次式で与えることができる。

σ。＝一　R＋り＋σ・u－（1＋v，u）（R＋レy）

σ一〆，θ＋レy）

　　　0≦y≦D

｝一（一）
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図一2・3・10

　　　y

強度が深さ方向に漸増する場合（Vc：一定）

このとき，すべりiζ対する抵坑モーメント11fRは次式で与えられる。

M・　一・d糖％川θ＋・λ）土
　　　　一・R2（1＋・V，u）θ…－1（一券）＋・｛y・c・・｛1（子・°）＋〉爾｝〕

　　　　一〔㊨1（y。．R）＋κ｛y。G1（y。，　R）＋0，（y。，R）｝〕（1＋Vc・∋λ

　　　　＝＝P（y。，R）・（1＋V。U）R　　　　　　　・…・・（2・3・12）

　上式において・Gt（Yo，R），G2（Yo，R）およびP（Yo，R）は式（2・3・5）で定義さ

れたものと同じ関数である。

　さて，転倒モーメントMoはすでle式（2・3・3）で与えたものと同じであるから，この場合

の設計係数（已）・および破羅率（P。）。は，それぞれ式（2・3・13）および式（2・3・・4）

で与えられる。
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　　　（己）・諾浩R；1）・昔　　　……（・…13）

　　　（P・）・一土．倉・（一芸）dt

　　　　　　　　　　　（子て）－1　　　　　　　……（2・3・14）
　　　　K　　＝＝　　　　　c
　　　　　C　V｛（厚）。・V，　｝2＋V，2

　前述した場合と同様，この粘土層を前節で述べた方法により，m個の層に分割した場合，第i

番目の膚のCUの平均値μ1および標準偏差σ～は次式で与えられる。

　　　　・㌔λ＋f（yi＋yi＋・）一｛1＋÷（．・・　＋．yi＋1）｝R

　　　　σzi＝Vc（1＋κz‘）λ

μ：，a。’が式（2・3・15）で与えられるときの設計係数（斥）、および繊瞬（与）dは

前と同様，式（1・3・34），式（1・3・43）および式（1・3・46）で与えられている．すな

わち，

　　　　　（翻一≧篭！
　　　　　　　。：　一｛、＋S（，，＋y，）｝R∫　…’（2’3’16）

　　　　　　　　　　ltWht”｛’q’1，R’（1．，．9i・、yl，iR，’il）竿り％・（司2＋ピ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・…　（2・3・17）

　以上がUc一定で深さ方向に強度が漸増する場合に関して，線形回帰モデルと分割して取扱う

方法との関係である。これらの式を用いて，次項では数値計算によって種々の検討を行なう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－25一



　3・3・3　数値計算による検討

式（2・3・6），式（2・3

・7）で与えられる（a）の場合

と式（2・3・9），式（2・3・

10）で与えられる（b）の場合

とについてまず比較検討する。

この場合，非現実的なκ（＝V

／λ）の値で検討しても無意

味であるから，実際的なκの

値のだいたいの範囲を検討し

ておく必要がある。κは式（

2・3・2）に不したように深

度に対する強度増加率レを地

表面（y＝o）における平均強

度λで除した値であり，λ＝

const．と考えた場合の深さ

方向の強度増加率である。し

たかって，普通考えられるκ

の値の下限値としては，深さ

20mで平均強度がλの2倍

程度の場合であり，これ以下

の場合は強度が深さとともに

漸増する場合としては考え難

い。このようにすると2R＝

R十20V　より，　κ＝0．05

となる。また，κの上限値と

しては，深さ20mで平均強

度がRのたかだか6倍程度と

考えられるから，6λ＝λ十

20レより，κ＝0．25とな

る。

　以上の結果から，κの範囲

としては普通κ＝0．05～

0．25　の範囲で検討すれば

　0　5ー

（％）

90

80

70

60

1・・

ム。

30

20

10

m’3噛
冶＝0・588
NIOt　O．3

⑱』．0．04

1、7

ー　3　t

　　　　　官

　ノ　
，〆（助8

、

（PF）e＼、

　　　　　　　　　　0．8
0．14　　　0．18　　0．22　　0．26

κ（vλ）一一一v一

m－3
A／A－Oフ89　　　　　　　　　　〆

v。・ff・α3

　　　　　（・　／（就
V⑨白0．04

1．7

ー斥　3

　　O．06　　　0．10　　　0．14　　　0●18　　　0．22　　　0，

　　　　　　　　　K←壬）－Sv・’

図一2・3・11F5＊とρFに対するκの影響（σc：一定）
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十分である。一方，式（2・3

・6），式（2・3・9），式（2・

3・13）および式（2・3・16）

の房をみてもわかるように

躍はλ／，・t7・bの廊左右さ

れる・したが・て・んZγ、

の範囲も検討しておく必要が

ある。ただし，この場合，R

／μrbが大きくなるにしたが

ってピは大きくなり，PFは

小さくなる。その結果，（a）～

（b）および（c）～（d）のPFに関す

る差の絶体値は小さくなって

くる。われわれが知りたいの

は，差の絶体値が最大どのぐ

らいになるかという点である

から・Z／1・rbの値としては

下限値を想定して検討するの

が妥当である。，cs．bは施工直

後の盛土の単位体積重量rb

の平均値であるから，普通

Ptrb＝：1．9（t／hi’）程度を上限

値と考え，Rの下限値として

R＝1．5（‘／㎡）を考えると

λ！／Ptrbの下限値は0．789と

なる・したが・て・λ／編

＝0．79で検討すれば十分で

あるが，念のためR＝：1．0

（t／㎞2），μr6司．7（t／ine）

を想定してR／，LS，，　＝　o．588

の場合も検討してみる。また

％＝ac／λ＝0．3　（標準偏

差一定の場合），Vc＝0．3

（変動係数一定の場合），

1・・

・X・4。

／，。

・膓ム。

、疏

（prk

006　　0．10

m■3噛
λ〃い0．588

Vc■03

W・0．04

1．7

†

口

　　　　　　　　　080．14　　　　0．18　　　022　　　0，26

K←壬）一べ7

図一2・3・12

ln・3層
A／A■O’789

W・O」3

∨⑨・OO4 ．rk）、

s、、
　㌫’・一

｛トー1鳶　3

　　　　O．14　　　a18　　　（n2
　　　k（一M　λ）→一

τとP。　・c対する・のtee（・V．一定）
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Us＝O．04を想定した。なぜなら，これらの変動係数の値は第1編2・2で述べたように，普

通程度の値と考えられるからである。また計算の簡単のためHiはHi＝1）／’mとし1）＝20　pm），

m－＝　3　twとした。この理由は，κ＝0．15程度（κの平均値）の強度増加率を示す地盤では，著

者の分割法によると3層秒度に分割できるからである。なぜなら，図一2・3・4からわかるよ

うに，fVg4の範囲に入る9uの平均ll直と4＜IVs8に入る9uの平均値とから，　Cu　o）平均強

度比kcは・kc＝1．6　kl度となる。この値を目僚に，ηのfvisを変化させたときの隣接層の平均強

度比kcを求めるとm＝3の場合に，　kc＝1．4～1．7となり，　m＝3，すなわち3層1こ分割する

のが妥当であることがわかるのである。以上の検討の結果，以下に不す計算は，rc　＝0．05～0．

25・V・－Vc－・・3・・V・・一…4・R／Ptr、　－O・588…789・m－3を用いた・

　さて，図一2・3・11はσcが一定の場合にっいて，（ピ）α　と（π）ろ　，（PF）αと

（PF）bとを比較するt・め↓こ・κ硫軸‘こ示した図である・図（・）はλ／・・tr、　＝・・588の場合・

図（b）はR／t・r、一・・789の場合である．当然の結果であるが・（庁）。・（已）bは

κの止IYt人とともに増加し・逆に（PF）。・（1’F）b　l蹴少している・そして・R／，・　r、　・・O．588

の場合で・FSの両者の差はkヨ0・25に対して最大で0・06・PF　tCして3％程度で調査の規模

決定1こおいては醜とならない・また・R／μr・・一・・789の船で・（已）の縮の差燵一

゜・25に対し最大で゜・°6・・PF；こ対して7％程度となるが，このときは㌣÷1・6近傍での差であ

るから実際問題としてはほとんど問題がない。

　っぎic　Vcが一定と考えられる粘土層について，式（2・3・13），式（2・3・14）で与えられ

る（c）の場合と式（2・3・16），式（2・3・17）で与えられる（d）の場合の差異について検

討する。計算に際して，諸数値は，すべて上述の値を用いた。図一2・3・12はこの場合の

（チ3＊），・（パ）dおよび（PF），・（PF）d称したものである・図（・）・まR／・・r、　一

・・588の場合で図（b）はR／t・r、　＝・…89の場合である・この図からわカ・るようiζ・已

における（c）と（d）の差はk＝0．25に対し最大で0．06，PFにして5％程度で，分散一定の場合よ

りも取扱いの違いによる影響は小さい。したがってこの場合も調査規模の決定に際しては問題と

ならない。しかし，本設計の厳密な設計において，きわめて重要度の高い構造物でPFのわずか

な変動が問題とされる場合などでは，PFや穗の算出に際し，上記のa｝や（c｝の方法で行なう必

要があろう。

3・4　　結 論

　本調査規模の決定は次章で詳述するように，工学的に同一として取扱う地層の判定が基本的に

重要である。なぜなら，同一層の判定結果をもとに先行設計を行ない，それによって各層ごと1ζ

要求される（期待される）平均強度を算出し，本調査はこの要求される平均強度を基準に進めら

れるからである。したがって，もし，同一層の判定が不十分であると，層の数や各層に要求され

る平均強度などが異なってきて，地盤の状態を正しく反映した本調査規模の決定が困難となって

くる。そこで，本章では地盤の急速せん断破壊を対象とした場合にっいて・“工学的な意味で同
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一” ﾆみなさざるをえない地層の判別法を提案した。すなわら，粘土系地盤では，rv≦4，4＜

凡≦8，8＜Nf｛：　15および15＜”なる基準を設定し，「v値がこの範囲に入り，かつ含水比の

幅が40％前後であるならば，これを工学的には同一として取扱う。砂系地盤においては，IV≦1

10，10＜tV≦30，30＜rVなる基準，シルト系地盤ではrV　S　5，5＜N≦10，10＜ル

S20，20＜rvの範囲を同一層判定の基準とした。

　ところで，上記のような判定基準を，強度が深さ方向tc漸増する傾向のある地盤に適用した場

合に結果がどのように異なるかを検討しておかねば，この基準をあらゆる場合に用いることがで

きない。そこで，強度が深さ方向に漸増する場合のモデルとして，平均値が深さの一次関数で，

標準偏差が一定の場合と変動係数が一定の場合の2つのケースを考え，者者の基準でこの地盤を

多層に分割した場合との差異について検討を加えた。その結果，上述の基準で多層に分割する著

者の方法との差異は，厚で彦＝0・25に対し0・06程度・PFにして5～7％程度であり・本調

査規模の決定にとって，この程度の差異は問題とならないことを示し，著者の方法で十分である

ことが明らかとなった。

　しかし，本章冒頭において述べたように，ここで取扱ったのは，地盤の急速せん断破壊を対象

としたものであり，圧密とか長期安定問題を考慮に入れていない。この点は今後の研究課題とし

たい。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）2）．3）
　　　　　　　　　第4章　土質調査規模の決定法

　4・1　概　　説

　第2章2・1で述べたように，土質調査においては設計，施工との関連において，構造物の重

要度や地盤の状態に見合った規模の決定が必要である。そのためには，

　（1｝一連の調査内容を組織的に整理すること

　②　土質調査の結果が設計，施工に対して如何なる意味を持っかを数量的に表現すること。

　｛3｝構造物の重要度を数量化することと，その重要度に見合った調査規模の決定法を求めるこ

　　と。

の3点が重嬰である。著者はこれに対し，（1）については，第2章で調査の手順や情報の流れを分

析して新らしく土質調査のフローチャートを提案し，12）にっいては，調査と設計，施工の関係を

明確化した上で，構造物の破壊確率PFが調査，設計，施工を通じての共通の尺度になりうるこ

とを・JKした。また，（3）iCっいては，経済的評価モデルによる妥当なPFを考え，これを調査規模

の決定に利用する方法（先行設計）を述べた。本章では，このような成果に基づき，盛土構造物

建設の場合を例に，本調査規模の決定法について詳述する。

　4・2節では，本調査規模決定のための準備としての先行設計の具体的な内容について説明を

加え，4・3節においては深さ方向の調査規模と平面的な調査規模の決定法について述べる。4

・4節では，これらの規模決定法を用いて，電子計算機による調査の模擬実験を行なった結果を

不し，上記の方法論の実用性を検討する。また，4・5節では，本調査規模の大小が破壊確率に

及ぼす影響について考察する。

　4・2　　本調査規模決定のための準備

　前章で述べたように，粘土系，妙系の場合に比べると，シルト系の土IC関する資料はきわめて

乏しい。バPtクデータがないままに，本調査規模の決定に関する議論を行なっても信頼度が低い。

また・地層構成の型が（1型〕・〔N型〕・〔V型〕の場合丁，すべり破壊面が土質の異なる2層以上

を横切る実際例は比較的少ない。以上の理由により，本章では，粘土系あるいは砂系からなる〔

1型〕および〔n型〕の場合にっいて検討する。

　4・2・1　粘土系の場合

　地層構成のパターンからいうと〔1型〕であるが，地盤が単一の粘土層から成る場合ではなく，

前章で述べた方法によっY“工学的に同一”と考えられる層が2層以上であるような粘土層の場

合にっいて述べる。

　第1編3・5・1において示したように多層系粘土地盤上の盛土に関する設計係数は式（1・
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3・34）で与えられ，破壊確率ρFは式（1・3・43）および式（1・3・46）で与えら

れる。すなわら，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

擢一謔�e・）・考

碍一十姶・p（一争由

摩一1

・・・・・・・… @（1・3．35）

・… @■一・…　（1・3・43）

・・・・・・・… @（1・3・46）

である。

　さて，上式の誘導の過程で明らかなように．式（1・3・35）の関数ん1（Xo，yo，R）は幾

何学的な条件と％のみを含む雌であり・μ㌧Ptrbとは別個に決定される・しア・が・て・先

行調査の結果から前章で述べた方法によって，“工学的に同一”と考えられる層の判別ができ，

ピの推定を行なうと，亘を求める操作はん1（x。，y。，R）を最大にする操作と同値となる。

したがって・h1（㊨・yo・R）を最大ならしめる（卍t，夕ま・R＊）が求まると式（1・3・46，を

用いてみ～＆の関数を描くことができる。この際，二，三のVs値をパラ・一タ‘こV．’を想

定される範囲内でいくつか変化させて計算することになる。一方，第2章2・3で述べた考えに

より，妥当なPFが与えられると，これを上記の瑠～PF関係に用いて，妥当な曜を決定す

ることができる。妥当な碍が決まると，これを式（1・3・35）1ζ用いて，この地盤1ご期待

すべき平均強度（μ：）＊が求まる。すなわち，

（μ～）＊一禄・ん↑＠：，．yt，R＊）・・rb

＊
）

1e

μ
（んe

2C

んだc

ヨ
＊
）

μ
（

｝

・・・… @（2・4・1）

　このようにして，地盤の各層に期待される平均強度のレベルが決まると，これらと，実際のサ

ンプル平均とを対比検討しながら本調査を実施していくことになるカ～その方法は砂系地層の場

合もまったく同様であるので，あらためて次節以下で詳述する。
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　4・2・2　砂系の場合

　地層構成が〔ll〕型ではあるが，工学的性質が異なる2層以上の砂層より成る地盤上の盛土を

例に考慮する。簡単のため2層の場合を例に説明するが，3層以上の場合でもまったくその方法

論は変らないことはいうまでもない。

　この場合，第1編3・5・2で示したように，設計係数曜は式（1・3・48）と式（1・

3・49）より

　　　厚一”鴛φ一蔭讐捻鵠・毎一』・慨

　　　P・’（x・＊・y・f・・R＊）一〔獅、＋・叫、〕R’＋〔A・＊μ・、＋イ4＊μ，、＋A・“・・，，〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商『。nφ

　　ん；＠♂，y8，R『）＝9＊　（x　o＊，　y8，　R＊）／ρこ＠8，y8，R＊）

　　μ～一んξ巨‡・y・＊・・＊）μγ、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・…　（2・4・2）

で与えられ・破壊確率PFは式（1・3・55），すなわち

　　与声乏…（一｛　）　dt

で与えられる。さて，粘土系の場合と同徳先行設計の段階で妥当と考えられるPFが与えられ

ると，関数ん3（Xo，Yo，R）を最大にする（嬬，％，R＊）を求め，これを式（1・3・55）

‘ζ適用して庁～PF関係を計算し，前卿ζ述べたのと同じ方法で妥当な曜を決定する。この

可を式（2・4・2）の第1式に用いて，この地盤の各層に期待すべきtanφの平均値のレペ

ルを求める。その形はつぎのようになる。

　　　　　ll畿ll㌫：’R“）　’‘trb　）一一t（・・…）

式（2・4・3）を用いて本調査を実施するのであるが，これは式（2・4・1）eζよる粘土系

の場合と本貿的にはまったく同じ方法なので，具体的な手法は次節で述べる，なお，k』iと同様，
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㌦φも先行調査の結果から齪することには変りはない・

　4・3　　本調査規模の決定法
　前節で述べた方法ieより，その地盤に期待されるべき（μ：）＊，（μ～anφ）＊が決定されると，

本調査の適切な規模は，以下に説明する方法によって求めることができる。なお，以下の説明は，

（匂㌔（μ‘、。。φ）・に嫡であるから・特に区別する必要のないときは・…’　‘cよ・て代

表的に表わす。

　本調査においては，　次の2つの目的がある。すなわち，

　（1｝工学的に同一として取扱える層の深さ万向と平面的な広がりを把握したい。

　②　上記の同一層に関してその強度特性を明らかにしたい。

の2点であり，その際，経済性なども含めてできる限り合理的に調査を実施したいという要求が

ある。そこで，本節では，工学的な意味での同一層ietwして深N方向と水平方向についての調査

規模の決定法を述べる。

　4・3・1　深さ方向の調査規模

　本調査は，第2章図一2・2・1のフローチャ　一一トに示したように1次本調査と2次，3次・・

・…
ﾉ分けることができる。1次本調査とは，先行調査において実施されたボーリング地点に近

接する場所で実施する。なぜなら以下に述べる逐次群検定の理論は一般に非常に早く調査の打切

りの是否の判定が下せるのでほとんどの場合，最小の費用と時間で調査を行きうことができると

いうことと，先行調査では表一2・2・1の基準からわかるように，平面的なボーリング間かく

はかなり大きい，という2つの理由ecより経済的ic最適と考えられる調査規模を1次本調査の段

階で超過することはほとんどないからである。

　さて，上述の理由により，先行調査地点の近傍で1次本調査を行なうわけであるが，深さ方向

の調査規模とは，各調査地点において工学的に同一と考えられる層からのサンプリング本数およ

び強度試験個数を恵味するものである。

　上記の同一地層に関して，強度の変動係数Vがわかっているとはいえ，先行調査が終了した時

点では．その母平均値μや母分散σ2は一般には未知の状態である・

　そこで，まずはじめに，先行設計の結果，地盤に期待する平均強度μ＊が母平均μに一致して

いるという仮定をおく。っぎに危険率α（普通0．05でよい）を設定し，中心極限定理によって

サンプル個数nとサンプル平均μ（n）およびμ＊の関係を求める。また，n個の試験結果に基

づき，地盤の母平均μがPt　＊を上まわっている（これを統計的仮説Hoとする）かどうかを検定

し，上まわっている，すなわち，Hoを採択できるならば，合格とする。一方，μがμ＊の（100α）

縞容下幽μLより小さい（これを対立仮説H・とする）と齪された場合は不合格とする・

不合格と判定された場合は，地盤改良などの設計変更が必要となることは先に述べた。
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　以下に述べる本調査規模の決定法の手順は，品質管理などのために適用される逐次確率比検定

の理論4）・5）・6）の応用である．この理論は，雌のeuまたは、。nφ四rする分散σ2が既知の場

合でも，変動係数Vが既知の場合でも応用可能である。母平均値がμ＊の母集団からn個のラン

ダム・サンプリングを行なったとき，サンプル平均μ（n）の（100α）％許容下限値etLは分散

が既知の場合は式（2・4・4）で，変動係数が既知の場合は式（2・4・5）で与えられる。

・、一μ＊一 ｾrz㌢・ ・・・・・… @（2・4・4）

・、一μ＊（1一fz吻） ・・・・・… @（2・4・5）

　ここに，ZCtrkは標準正規積分において，確率積分値がCt／2　teなる積分下限値である。

　ところで，母平均値が，それぞれμ＊（＝μoと記す）およびμL（＝μ1と記す）と考えら

れる正規母集団から，ランダムにπ＝sγ個の独立なサンプルを取出す場合を考える。ただし，

Sは粘土系の場合のT一方式によるシンウォールでの試料採取本数で，rは1本の試料にっいて

実施する強度試験の個数である。また砂系の場合は「v　一方式であるから，以下の式においてr＝

1と考えれば，S＝nが標準貫入試験の個数を意味することになる。

さて，N〔μ∫，φ型の正規母集団から・順の・・ダ・・サ・プリ・グ鮪な・た結果のサ

・プル平均5・一〔・ゾ（吾）2〕型の正規分布・・従う・・がわかつてい…のサ・プル

平均が構成する正規母集団から，さらtc・S個のランダム・サンプリングを行なうと，そのサンプ

ル平均が仮説Ho，または〃1に従う同時確率密度ρノ5（ノ＝o，1）は，σが既知の場合は式

（2・4・6）で〆が既知の場合は式（2・4・7）で与えられる。

P、。、・：（百ｧσ）s　exp〔一去～⊂）1三、（袖）2〕

・、w轟）s・ex・（一；（〉「t7一2£　一・μ」）9（a7i一μ∫）2〕

・・・… @（2・4・6）

・・・… @（2・4・7）

ここに，i‘はCtLとかtanφ　とかのi番目の試科によるr個の試験結果の平均値を意味する。

このとき，｛房1，52……is｝か仮説Hoまたは〃1に従う同時確率密度比は，以下に示すよ

うにσが既知のときは式（2・4・8）で〆が既知のときは式（2・4・9）で与えられる。

昔・XP〔γ　　（μ1一μoσ2）、茎1（ii）一芸・（μf一μ；）〕
・・・… @（2・4・8）
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鴛一（ト論〆蕊竃i；軒三竃靭

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・…　（2・4・9）

ここで、μ一μoであるのに“不合格”と判定する危険率をa蓼，μ＝μ1であるのに“合格”

　　　　　　　　　　tと判定する危険率をβ　とすると，サンプリングの打切りおよび続行の判定は，つぎの不等式に

基づいて行なえることがワールド（wald）によって不されている7）

・・（Pisoos）≧・n（与1・不合格・判定・調醐り

・n（Plsoos）≦一・n（与誌合格・判定・調査打切り　……（・…1・）

一・n（1＿♂?堰@t）〈…（帯パ・（ぜ）・蹴行

っぎに新らしい変数Xo，X，X1を用い式（2・4・10）を

　　　　　Xo＞X＞X1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・…・・（2・4・11）

の形になるよう変形することを考える。このとき，Xだけがiiの項を含むように変形する。ま

ず，σが既知のときは，式（2・4・4），式（2・4・8）を式（2・4・10）の第3式iζ

代入して変形すると，Xo，X，X1は式（2・4・12）のよう↓ζ，　Vが既知の場合は，式（2

・4・5）と式（2・4・9）を式（2・4・10）に用いると，Xo，X，Xiは式（2・4・

13）のようになる。

・・　－9（・μ＊一＝z％）＋克・㍍ん（！i；／）

x＿£　　　　　5i
　　　‘＝1

石一÷（…＊一合ひz）一涯・毒ん（」ヂ1

…　”・（2．4．12）

峠凛葦慧・砺培一（Lf・：・’，，）
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　　　　5　　＿　　2
x　　＝．Σ　（Xi）一
　　　‘＝・1

・（1一EZ％）
（・マ芸z〃，）

　　5　　＿
Pt　＊Σ（cz7i）

　i＝1

x・　一÷i弩二芸｛s　d・　（・　－k　z・／2）＋喘

鱒・・・… @（2・4・13）

上式においてn　・＝・Srを代入すれば，逐次確率比検定の理論と一致し，τ一方式の試験個数を決定

する式となるn

　さて，式（2・4・11）の不等式の意味は以下のとおりである。すなわち，S＝：1，2，3…・

と逐次サンプリングを行ない，1本のサンプラーからr個つつの強度試験を実施してその平均値

5‘を求め，Xの値を計算する。　Xo，Xiは易を含まないから，予め計算して図表を作ってお

くことができる。この図表に，計算されたXの値をプロットしていく。その結果X≧Xoなら

ば，仮説Hoを採択，すなわち，想定した（期待した）平均強度μ＊よりも実際の地盤の平均強

度μが大きいと判断して調査を打切る。また，X≦Xiならば，仮説H，を採択，すなわち，実

際の地盤強度μがμ＊の許容限界値よりも下まわっているから，期待したμ・が大き過ぎたと考

え調査を打切る。このとき，Ho，”1の仮説の採択の際に，誤った判断を下す危険率はそれぞ

れ，β‘，α’以下に抑えられる。以上が不等式（2・4・11）の意味するところである。

　以上に述べた方法により，先行調査地点の近傍で，各同一地層ごとに試験個数を決定していく。

これが，深度方向の調査規模を与えるものである。

　さて，上述のような方法に基づいて，各地点で深度方向の調査が終えると，水平方向にどの程

度の調査を実施すればよいかが問題となる。次項ではこの点について述べる。

　4・3・2　水平方向の調査規模

　前項で述べた方法に従って，先行調査の近傍点でそれぞれ本調査が実施される。その際，各地

点では，“合格”ないしは“不合格”いつれかの判定が下されて調査が打切られる。ここで“不

合格”と出た場合はもちろん何らかの対策工を考えねばならないのであるが，“合格”と出た場

合も，設計，施工上，平面的にどζまでの範囲を1つの工法で建設すればよいかという判断を下

さなければならない。そのために，工学的に同一として取扱えろ地層の平面的な広がりを正確‘ζ

把握する必要が生じる。同一地層の平面的広がりを検討することはいまの場合，強度に関する母

平均と母分散がどの範囲まで同じと考えられるかを検討することに他ならない。以下，この方法

について考察する。
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｛1｝等分散仮説の検定

ある調査地点（kkとする）における強度の母軸がN〔μ、，・かであり，その搬す醐

査地点（（k＋1）点とする）‘・おける強度の母集NiDs！V〔Pt・k＋、，・：＋1〕であ・たとする．

また，前項で述べた1次本調査1・よ・て，それぞれの地点で・6および・・：＋1個の強度試験がな

されたとする．目的は・・6と・計1の試験㈱・基づき，統計的仮説H。・〔’i－・∴1を検

定することである。

　上記の2点における試験結果に関する平方和をSk，Sk＋1，不偏分散をVk，Vk＋1とする
と（・・k／・i）’（輪〆・：＋1）はそれぞれ独立に舶度（・蠕一1），（・・1＋1．1）のXし分布をし，

従って，

F一
ﾞ・毒／（　　1　　Sk十1η5＋1－1σk＋1）一』萎／紺

一■・… @（2・4・14）

は自由度（n6－1，　n6＋1－1）のF分布をする。この際，不偏分散の大きい方を（k）点にする．

いま・H・・陥一鱗1が真とすればF⇒・允＋1舶鍍（π～－1，nt＋L　1）のF分

布をするから，あらかじめVk　＞Vk＋、・・と。てあるので，　Pr〔F＞F（・1－1，・甘1－1：・〕

＝aなるF分布の（100α）％点に対して

　　　F・己＞F（・：－1，π計L1；・）　　……（・…15）

であるとき仮説Hoを棄却すれば危険率α（普通5％でよい）の仮説検定ができ，　h点と（k＋1）

点での強度の母分散が等しいかどうかが統計的に判定できる。

②　等平均仮説の検定

　（8）｛1｝によって（ずロσi＋1＝σ2が検定されている場合

　　　　　　　　　　　　　　k　　k十1　　　　　　　　　　　　＿　　　＿
　各母集団からとったサンプルlb　o，Tt・，1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に対し，その平均値をXh，Xk＋1，母平均をPt　k・

　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　k　　k＋1　　　　　2
Pt　k＋1とすると（8i；→’　Sk＋1）／σは自由度（no＋no　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－2）のZ一分布をし，これと独立に

｛（a｝　“Xk＋1）一（μ、「・、．、）｝／・シ・1・σ2／　・1＋1tt・N〔・，1z〕型分布をするから，

仮説Ho：Pt　k＝μん＋1が真のとき

τ一 …… i・…16）

が舳度（k　　k十1no十rbo　－2）のt一分布をする．ゆえに，サ・プルからTの値T。称め，帥度

（π乞＋π5＋1－2）のt一分布の（1…）％点T（nl・nl＋L…）1・r・・Xt・L，

　lT。1＞T（・・乞＋・：＋1－2・・）　　　　・一・（2・4・17）

のときはHoを棄却する。
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（b）｛1）によって（㌃2＼σ彦＋1と検定されている場合

（D・1，・計1が1・・以下で，・吉一・押一・。のとき

　　Ho：μ丘＝μ鳶十1に対し

F・一
凾奄演ﾃ1／（Sk十Sh十1　21bo－2）＞F（1・・’・一…　）

・… @‥（2・4・18）

　ならばHoを棄却する。

⑯nk　tSE　rb　k＋1のとき

　Ho：μ丘＝μ克十1　tζ対し

・‥癒）・・k＋1－。告＋箒L1）’・・一・r嚥1

F（　　　k1，アLo－1　；Ct）EFk2 CF（1，・乞＋1－1・・）≡輪1

｝

・・・… @（2・4・19）
について

15ドあ、＋、レW＞ω缶＋・《＋、Fk＋、）／ω2 ・・・… @（2．4・20）

ならばHoが棄却される。

　以上の方法で，　（k）点と（k＋1）点の強度に関する統計的な意味での同一性が検定される。

この検定の結果，μ烏tiK　pt　k＋1ならば，両者の強度に有意な差があるから，この中間点におい

て第2次の本調査を行ない，隣接する地点で有恵差がなくなるまで調査問かくを小さくしていく。

　　　　　　　　　　　　’（図一2・2・1の（”「11）の手順に相当する。）こうして，有意差のない範囲を設計の1単位

と考え，この単位の中でのすべての調査結果πoに基づいて，第5章で例示する無処理状態での設

計係数f轟と破壊確率」与oを求め，これを基準として，いくつかの工法に対する代替案の検討を

行なう。　（図一2・2・1の（PP’13）～（％5）に相当する。）この際，代替案の1つとして，追加

調査による信頼度上昇という方法も含めて検討する。そして，代替案の検討の結果　調査個数を

増大させる方法が最も良い場合は，必要な個数γb　optまで調査を追加すればよい。すなわら，7to

＜rb　optならば，再たび追加調査を行なう（図一・－2　・2・1の（O「1　1）に相当する）。この追加調

査は，2次追加調査と同じく，先に行なった調査地点の中間点で行なう。そして，この手順を繰

返し，no≧rb　optになれば，最終的に本調査が打切られる。上記の妥当な調査規模を求めるた

めの経済的評価モデルは第5章において詳述する。

　次節では，電子計算機による乱数を用いて，一連の調査に関する模擬実鹸を行ない，本理論の

妥当性などを検討する。
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　4・4　　電子計算機による土質調査の模擬実験

　第2章以下に述べてきた一連の調査の万法論の妥当性を検討するため，本節では，竜子計算

機によって乱数を発生させ，調査の模擬実験を行なった結果を示し考察を加える・実験を簡単

にするため，ここでは，道路の盛土建設のための土質調査を例にとり，地層構成の型が図一2・

2・2の（C－1）であるような1層の粘土層の場合について検討するtiまた，対象は盛土の急

速施工によるせん断破壊とするn

　いま，建設すべき盛土が，沖積平野部の水田地帯を全長1㎞1こわたっている場合を想定する。

盛土の高さはHb＝6．om，粘土層の厚さ力＝12．omとする。この区間にわたって，盛土の妥

当な破壊確率は（PF）opt＝5％であったとする。

以上の条件を想定して調査を図一一　2・2・1の手順を追って行なう。

田予備調査

　従来の調査資料や設計データはまったくなく，踏査によって，変化のない水田地帯で，軟弱層

がありそうなことがわかった。

（2）先行調査

　表一2・2・1の基準により，200m間かくでポーリング調査を合計6本実施した。その結

果∫V〈4で厚さが12mの軟弱粘土層が全長↓ζわたって存在し，粘土層の下は「v≧20の砂礫

暦であった。施工上，盛土は檀度のよい材料で非常に丁寧な施工をすることになっており，，arb　＝

1．7’／nt，VS＝0．04　を目標とすることになっている。

｛3）本調査計画

　先行調査の結果から，土層断面図を作成したところ，図一2・4・1が得られた．また粒度組成によ

り，図一2・3・1から粘土系に属することがわかり，含水比を調べると，W＝〔40～80％〕であった・

つぎに図一2・3・5によって同一層の判定を下すと（C－1）に属する1層からなる粘土層で

あることが判明した。したがって，本調査はシンウォール・サンプラーを用いたT一方式で行な

わなければならない。rc　＝0．1を想定して，図一1・3・3によって妥当な（庁）opt　を求

めたところ，（PF）opt＝5％1ζ対し（F＞）opt＝1．2であった。すなわち’この盛土でt　Lt力

学を離れて，設計係数Fs＊が1．2以上あることが要求されているのである。っぎに，　Ilb＝6．O

m，D・＝12．Omを用いて，　Mb＝1．5で先行設計を行なった。すなわち，式（1・3・35）の

関数ん言（　＊　　　　＊　　　＊Xo，Yo．R）を求めたところ，ん言（エ8，夕；，R＊）＝1．06496であった。このこ

とから，この粘土層に要求される平均強度Pt　＊は

μ』んf但8・y；・め（ピ）。P、μ，、一・川吻）一・（・…21）

であることがわかった。
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　　閣・砂礫

図一2・4・1　先行調査結果（模擬実験例）

｛4）本　調　査

　本調査は，図一2・4・1の先行調査地点の近傍で実施する。すなわち，図のMa　l～Ma　6の近

傍で第1次本調査を第4章3・1で述べた方法で実施する。そのために，まず，式（2・4・13）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’のXo，X1にγ＝0．1，μ＊＝0．217（Kg／eiie），　Za／2＝1．96（α＝0．05），Ct＝βLO．01，

r・＝6を代入し，Sに対してグラフを作成しておく。ただし，γ・・＝6は一本のシンウォールにつ

き実施する一軸圧縮試験の個数である。d，βtの値は品質管理の分野では普通0．05または0．01

が用いられるカ㌔ここでは条件を厳しくとり，α’＝β’＝O．01を用いた・

　さて，式（2・4・13）に基づいて，第1次本調査を行なった結果が，例えば，図一2・4

・2のようであるとする．この場合のサンプリング深度は図一2・4・3iζ示してある。第1次

調査ではvlra　1～nta　6の地点で行なう。また，　Ma　3のように，粘土層の底面までサンプリングして

も，調査の打切り判定がでない場合は，図のようにそのすぐ近辺で調査を続行する。これで1次

調査が終了したわけであるが，各調査地点における強度に有意な差があるかどうかを判定し，平

面方向ic同一層がどこまで広がっているかを調べなければならない。そこで，まず隣接する調査

地点間で分散が等しいかどうかを式（2・4・15）を用いて検討する．そのため‘ζ，各調査地

点での試験結果と必要な統計量とを一括して表一2・4・1に示した。式（2・4・15）を用

いて隣接する調査地点の試験結果について分散が等しいかどうかを検定した結果が表一2・4・2
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表一2・4・1 本　調　査結　果 と　そ　の　統計　量

％ 1 ％ 2 ％ 3 ％ 4 ％ 8 ％ 7 ％ 5 ％ 6

試料番号 ⑭（kP／Of） 試料番号 9・　（％の 試料番号 μ　（Kg／e7ie） 料番号 ｜9μ／2（9／ed） 試　番号 9・（砺） 試料番号 q・（Kg／af） 試料番号 9・　（Kg／Of） 試料番号 9・　（1吻征
0．1

● ．4 ．12 0，236 0，231 0，222 0，222
0，223 0，249 0，120 0，237 0，174 0，171 0，163 0，163

∫－11
0，206

O，195
∫－21

0，220

O，250
∫－31

0，237

O，218
∫－41

0，210

O，238
∫－81

0，229

O，211
∫－71

0，225

O，207
∫－51

0，216

O，198 S－61
0，216

O，199
0，235 0，210 0，168 0，200 0，162 0，159 0，153 0，152
0，196 0，243 0，232 0，231 0，225 0，220 0211 0211
0，231 0，206 0，246 0，199 0，196 0，187 0，187
0，225 0，213 0，220 0，206 0，202 0，194 0，194

∫－12
0，251

O，171 S－32
0，230

O，219 ∫－42
0，235

O，229
∫－82

0，223

O，212 S－72
0，218

O，207 S－52
0，209

O，199 S－62
0，209

O，199
0，227 0，247 0，194 0，239 0，234 0，225 0，225
0，186 0，203 0，222 0，196 0，192 0，184 0184
0，205 0，191 0，224 0，185 0，181 0，174 0，173
0，189 0，191 0，221 0，189 0，185 0，178 0，178

S－13
0，206

O，213
∫－33

0，194

O，221
∫－43

0，195

O，198 ∫－83
0，188

O，214 S－73
0，184

O，210 S－53
0，177

O，201 ∫－63
0，177

O，201
0，195 0，187 0，231 0，181 0，170 0，170 0，170
0，236 0，194 0，191 0，188 0，184 0，176 0，176
0，240 0，218 0，212 0，211 0，207

0，245 0，236 0，207 0，288 0，224

∫－14
0，233

O，283
∫－34

0，231

O，235
∫－44

0，203

O，227
∫－84

0，223

O，227 ∫－74
0，219

O，223

0，220 0，225 0，195 0，217 0，213

0，230 0，224 0，221 0，217 0，213

0，262 0，256 0，221 0，248

0，221 0，228 0，247 0，183

5－15
0，206

O，226
∫－35

0，234

O，222
∫－45

0，194

O，224 S－85
0，205

O，190
0，209 0，270 0，223 0，179

0，238 0，209 0，203 0，216

0，251 0，219 0，191 0，180

0，277 0，249 0，236 0，213

∫・－16
0，206

O，238
∫－36

0，211

O，196
∫－46

0，232

O，196 S－86
0，207

O，231

0，251 0，215 0，241 0，163

0，206 0，199 0，227 0，209

0，227 0，230 0，176

0，239 0，218 0，188

S－37
0，264

O，196 S－47
0，214

O，232
∫－87

0，174

O，190

0，201 0，256 0，196

0，243 0，248 0，180

0，226 0，195

0，252 0，239

∫－38
0，243

O，215
．～－48

0，259

O，212

0，257 0，227

0，207 0，220

0，230 0，227

0，213 0，224

∫－39
0，271

O，228
∫－49

0，246

O，230

0，234 0，242

0，222 0，208

一工1　＝ 0，223 一⑳2　＝ 0，229 一工3　＝
0，222 一劣4　＝ 0，221 一工8　＝ 0，216 一Z7　＝ 0，199 一工5　＝ 0，191 一⑳6　＝ 0，193

γ1　＝ 0．000641 72　＝ 0．000442 γ3　＝ 0．000627 γ4　＝ 0．000428 γ8　＝ 0．000477 γ7　＝ 0．000430 γ5＝0． 000434 1／6　＝＝ 0．000473
∫1＝ 0．020499 ∫2＝ 0．002208 s3　＝ 0．037168 ∫4＝ 0．017384 ∫8　＝ 0．019557 ∫7　＝ 0．009890 ∫5＝0． 007375 S6　＝・ 0．008043
γL1　＝ 36 π2　＝6 π3　＝ 54 π4　＝ 54 π8　＝ 42 η’7　＝ 24 π5　＝ 18 π6　：＝ 18
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表一2・4・2　等分散検定結果

調査地点 ％　　　1 〃a　　2 ％　　　3 孤　　　4 ％　　　8 〃a　　7 ％　　　5 ％　　　6

試験個数 36 6 54 54 42 24 18 18

自　由　度 35 5 53 53 41 23 17 17

合否判定 合　　格 合　　格 合　　格 合　　格 不合格 不合格 不合格 不合格

μ 0，228 0，228 0，217 0，217 0，210 0，206 0，197 0，197

σ 0．0228 0．0228 0．0217 0．0217 0．0210 0．0206 0．0197 0．0197

等分散検定結果

（γ1／γ2　）＊＝・1．45023＊　＜　F（35，5，　0．05　　）　＝4．480

iγ3／γ2　）＊＝　1．41855＊　＜　11’（53，5，　0●05　　）　＝　4．443

i1／3／γ4　）＊＝1．46495＊　＜　17（53，53，　0．05）＝：　1．588

iVs／v4）＊＝　1．01402＊　＜F（17，53，　0．05）　＝＝　1．832

iv6／γs）＊＝＝　1．08986＊　＜1ア（17，17，　0．05）　＝＝　2．269

（v7／v4）＊＝＝　1．00467牢く　17（23953．0◆05）＝　1．740

iVs／v7）．＝：　1．00930率くF（17，23，0．05）＝2・067

iγ8／γ4）＊＝3　1．11449＊＜F（41，53，0．05）＝・1．624

iγs／γ7）＊＝31．10930＊＜F（41，23．0●05）＝1．912

注　　亭は有意差がないことを意味する。

表一2・4・3　等平均値検定結果

』癬閥×綜禁＋←2） r（・’紅π6・1－2，0．05）

％1－％2 0，571 2，021 牢

〃a2一ノ吃3 0，624 2，002 ＊

廠3－％4 0，229 1，984 傘

％4－％5 5，860 1，995

注1）

ﾒ），（k十1）

ﾍ隣接する
ｲ査地点を
ﾓ味する。

高Q）

魔ﾍ有意差
ｪ無いこと
�ﾓ味する。

％5一廠6 0，281 2，032 ■

％4一ノ吃7 4，733 1，993

％7一ノ吃5 1，631 2，021 ＊

〃a4－％8 1，225 1，989 ＊

％8一ノ循7 1，997 1，998 ■
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である。表申＊印が附してあるものは，統計的な意味で分散に有意差があるとはいえないことを

示している。この表から，1次本調査の結果，各地点の分散には有意な差のないことが判明した。

っぎに，各地点での試験結果から，強度の母平均に有意な差があるかどうかを検定する。いまの

場合，各地点間で分散が等しいことが表一2・4・2で判明しているから，平均値に関する検定

は，式（2・4・17）を用いて行なう。その検定結果が表一2・4・3のようであった。これ

↓ζよると，Ara　4とra　5の間で平均値に有意な差があるから，これらの中間点（％7）で2次本調

査を実施する。そして再び／fa　4とifra　7およびPta　7とMa　5の間で分散と平均値‘こ関する検定を行な

う。その結果は，それぞれ表一2・4・2と表一2・4・3に示されている。この操作を繰返し

た結果，第3次（ira　8）および第4次（Ma　9）まで調査を実施してはじめて，強度の平均値‘ζ有

意差がないことがわかった。

　以上の調査の結果，工学的に同一として取扱える粘土層の平面的な範囲はilra　1～Ma　4，Ara　4～

％8およびira　8～ilra　6の3植類に分割することが考えられる。なぜなら，　Ma　1～A5．　4は本調査の

結果が図一2・4・2からわかるように，“合格”であり，iira　4～Ma　6は“不合格”であること

に加えて平均強度に有意差がないと考えられる範囲がMa　4～Ma　8の間とMa　8～Ma　6の間であるか

らである。

　以上によって，本調査は一応終了したことになるが，前節で述べたように，対策工法の検討を

行なった結果，調査規模をさらに増大させるのがもっともよいという解答が得られた場合は，4・3

で示した方法で調査を追加することになる．

　4・5　本調査の結果が破壊確率に及ぼす影響

　前節までで，著者の提案する土質調査の方法論が，きわめて実際的でまた合理的であることが

わかった。しかしながら，このようにして得られた本調査の結果が，設計を含む構造物建設leと

って如何なる意味を持っているかを考察することが重要である。すなわち，調査規模の大小が構

造物建設にとって，如何なる影響を持っているかを知っておかなければならない。そのため本節

では，土質試験の個数が破壊確率に及ぼす影響にっいて考察する。

　さて，前節までに述べた方法で，土質試験個数がπ個得られたとしよう。この場合，分散が未

知の場合は，n個のサンプルから推定される母平均の信頼下限値μz（π）は危険率αに対し近

似的に式（2・4・22）で与えられる。

・・（・）－i（・）一泣ｿ≡乙「÷三（・・）（・一結〃〉…（・…22）

ここに，X（n）はπ個のサンプル平均であり，㍍一1，αは自由度（n－1）のt一分布において

確率積分値がαになる積分下限値である。また砂は不偏分散である・
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このとき，設計係数瑠は，すべり面に沿って発揮されている最大せん断応力の平均値μ：が幾

何学的に求まるから，次式で与えられる。

　　粛＿μL（n）＝t

　　　　　μ虜

また，破壊確率PFは

三ω（・一拒?ﾁ）
μ‡

・・・… @（2・4・23）

苛一土．繭・（一艶

K（n）””

（・一 寃ｿ〃）宇一1

三≒デL．　（FsPt〃）2→一瞭

・・・… @（2・4・24）

で与えられる。

　式（2・4・24）で明らかなよう

に，破壊確率PFは一般にπの関数で

あり，式（2・4・24）から求めら

れるPFは危険率αで推定されるもの

と考えられる。図一2・4・4は，上

式を用いて（Ct　＝O．05）種々のnの値

に対する可～PF関係を求めた1例

である。ここでπ→。。の場合，式（2

・4’24）は式（1・3・59）に

一致し，図一2・4・4は図一一　1・3

・3（b）のVc＝0．3の場合に一致する

ことはいうまでもない。

　さて，図一2・4・4の意味すると

ころは，以下のようである。すなわち，

例えばn＝10個で，サンプル平均

工（10）を求め，式（2・4・23）で

曜＝t1．4を算出した場合，危険率5

％で1［）F　＝　40％であることが推定さ

九　またrv＝50個の結果から碍一

1．4を算出した場合は，同じく危険率5

Wエ0．3

vコ004

1　9／8易63　2

n・10
氏E2nロ30n田50

10

04 Q6　08　　10　　1 14　16

図一2・4・4
　　F§一》
調査個数と破壊確率
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％でPF＝25％であることが推定される。このように，同じF』 r“ ﾅあっても，統計的な意味に

おいて推定されるPFに大きな差を生じる。このことは，逆に云えば調査の規模を大きくすれば，

それだけ推定精度を上昇させることを意味している。しかしながら，無制限に土質試験の個数を

増やしても，いたずらに時間と費用をついやすだけであるから，これらの触性を最小にするような

方法で必要な情報を得ることが重要である。前節までに述べた方法は，この意味できわめて合理

的な方法論であると考えられる。

　4・6　結　　　論

　土質調査に際しては，設計，施工との厨連において，構造物の重要度や地盤の状態に見合った方

法と規模の決定が要求される．本章では，このような要求に答える調査の方法論を提案した。この方

法論の特徴は以下のようである。第1に調査システムの中に構造物に要求される妥当な破壊確率を

導入することによって構造物の重要度に見合った調査が実施可能である。第2に，逐次群検定理論

の応用により，地盤の状態に対応した調査規模が決定でき，しかも設計，施工に必要な情報が合

理的に得られる。第3に，調査と同時に大幅な設計変更の必要性の有無が判定できる。第4に，

調査結果の信頼性が明白で，これに基づいてなされた設計の信頼度が量的に表示できる（推定危

険率α，a’，β’がこれに相当する）。第5にこの方法はきわめて実用的である。

　つぎ1こ，本章では，土質調査の結果の信頼性が構造物の推定された破壊確率にどのような影響

を与えるかにっいて検討を加えた。その結果土質試験個数の大小によって破壊確率は最大25

％程度の変動があることを明らかにした。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）

第5章軟弱地盤上の盛土の信頼度分析

　5・1　概　　　脱

　著者は，第1編3・4において，設計には従来の安全率でなく設計係数を用いるよう提案した。

そして，第1編4・4において設計に用いるべき信頼度の決定法としての経済的評価モデルにつ

いて説明した。すでに述べたように経済的評価モデルを用いるには，いくつかの問題を解決して

おかねばならない。すなわら，（1）破壊後の補償と再建法および，②破壊確率をどの時点で考慮す

るかという問題であるが，これらtζ関しても第1in　4・5および4・6で著者の考え方を説明し

た。本章では，第1編で得られた成果の1っの応用例として平地上の盛土を取上‘カその信頼度

分析を行なう。ただし，ここでは沈下問題は一応除外し，盛土の急速破壊のみを対象とする。ま

た，盛土は円弧すべり面にそって破壊することを容認することとし，破壊面の生起確率そのもの

については言及しない。なお，経済的評価モデルと調査，設計との関連にっいては本編2・2で

一部説明したが，5・2でさらに詳細な説明を加えて経済的評価モデルの位置づけを明確にする。

5・3では費用関数を決定するための準備として一般的な注意事項について述べ，5・4，5・

5および5・6の各節で．それぞれ地盤調査費，建設費，破壊損失費と破壊確率の関係を明らかにす

る。ついで，これらに基づいて，5・7節では盛土の設計信頼度決定のための経済的評価モデル

を提案する。5・8お・よび5・9節では，それぞれ数値計算例および実施例の解析を通じてモデルの

妥当性を検討する。5・10節は本章で得られた成果を結論的に要約する。

　5・2　経済的評価モデルと調査，設計との関連

　経済的な評価モデルと調査，設計との関連を，作業の手順にしたがって図示したのが，図一2

・5・1である。図からもわかるように，本研究で対象とするのは実施計画の段階であり，構想

計画等の上位計画の段階を問題にしているのではない。図にしたがって説明すると以下のとおり

である。

　（1）盛土の天端高さHbと天端軸Bbは，上位計画の段階における路線選定および施工基面の

決定時に定まる。

　②　一方，盛土の種々の実施例を対象にして次節以下で述べる経済的評価モデルにより計算を

行ない，期待総費用CTを最小1ζするときの破壊確率（PF）optを求める。これらを盛土の重要

度に応じてクラス分けし，あらかじめ，それぞれの重要度に応じた（PF）optの大体の範囲（オ

ーダー）を知るための表を作成しておく。

　｛3）いま対象としている盛土の重要度に応じて，上述した表より大体の（PF）optを選び出し，

Cれを用いて第2編2・4で詳述した先行設計を行なう。その結果，盛土を建設する地盤の期待

強度（盛土の破壊確率が上述の（PF）opt以ドに押えられるために必要な地盤の強度）μちが求ま
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る。

　（4｝第2編4で詳述した手順iζ従って本調査を実施する。本調査の結果は図一2・5・1の①，

②のいずれかの場合となる。

　｛5｝ついで本設計を行なう。本調査においてTt　o個の力学試験（たとえば一軸圧縮試験）結果

が得られたとすると，その結果を用いて，地盤の母数（μ，σ）を推定する。この母数の推定値

1－一一一一一一一一一一一一一一一一一
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に対してすべり計算を行ない，力学的な意味での破壊確率（ρF）noを求める。一方，経済的な

評価モデルから経済的な意味での（PF）optと最小の期待総費用（Cア）minを求める。そし

て（PF）πoと（PF）optとを比較する。

㈲もし（PF）Tb。≦（PF）。ptであるならla’・実際の力学的な破壊確率が経済的な意味で

の適正破壊確率に一致しているわけであるから，この地盤上に所定の盛土を地盤改良その他の対

策なしに鍵施工する・とが可能であり魂適設計係数は（PF）n。に対応する（丙）。ptと

して定まる。

　（7｝一方，　（PF）πo＞（PF）optであるならば，経済的にみてより適正な破壊確率を与え

うる対策工が他に存在するわけであるから，紳え盛土や地盤改良などの対策を講じて，　（PF）

optを実現することが必要となる。

　（8）これ以下の説明を助けるために図一2・5・2を用いる。この図は，費用と破壊確率の関

係を模式的に表わしたものである。もし大きな破壊確率を許容するならば，破壊による期待損失

費が大となる反面，調査費や建設費は安くつく。一方，小さな破壊確率に抑えようとするならば

調査費や建設費は高くなるが，破壊による期待損失費は小さくなるであろう。このことから，総

費用が最小となるような（PF）optが存在するに違いない。

　さて，いくつかの対策工を考え，それぞれの対策工，あるいはそれらの組合せに対して，たと

えば図実線や点線の総費用曲線を描

くと，それぞれに対して（PF）opt

（CT）minが求まる。いくっかの

（Cア）minの中で最小の（CT）min

を与える工法が最適工法となる。こ

の理由は以下のとおりである。すな

わち，たとえばこの盛土が道路のた

めのものとすると，どのような工法

で施工されようとも，所定の断面，

機能を有するようにでき上った後に

は道路がもたらす便益は不変と考え

てよい。したがって第1編4・3に

おいて述べたように，総費用→最小

の基準は総便益最大という基準と同

値の関係にあり，この基準を満足す

る代替案が最適の代替案と考えられ

る。なお，対策工としては，押え盛

土　地盤改良，盛土の斜面こう配の

’

↑1ーー7

AlしURE　LoS

CASE　1

一一一一 bASE　2

t　PF2）。PT｛PF，　bor

　　　　　PF　→

図一2・5・2　費用～破壊確率関係の模式図

PFCF
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変化あるいは追加調査を行ない地盤強度の推定信頼度を増大させて破壊確率を低減する方法，

などが考えられる。

　5・3　費用関数決定のための準備

　費用関数の形は，第1編4・4で述べたように無処理状態を基準1こして，種々の対策工，すな

わら追加調査，斜面こう配の変更，抑え盛土，地盤改良，あるいはそれらの組合せに応じて，ど

のように変化するかを明確にした上で決定されなければならない。式（1・4・9）の各費用関

数CE（ξ），Cc（ξ），CF（ξ）を決定するときに基本的IC重要なことは，それらが力学

的な諸条件を十分考慮した上で決定されたものでなければならない，ということである。その意

味で，次節以下の費用関数の決定においては，土質力学的な考察が基礎となっている。すなわち，

土質工学的1ζ考癒しなければならない櫨々の埠境条件，たとえば盛土の断面，荷重や地盤強度の

変動係数，破壊確率や設計係数の初期値（PF　o，」零膓）などの，実現可能な範囲にわたって，関

数形を確かめなければ意味がない。そのためtcfi　一一　2・5・1に示すような各条件を組合せて，

膨大な計算を実施した。環境条件を表のように限定した理由は，後に必要に応じて説明するが，

たとえばつぎの理由による。追加調査によって精度を高めたとしても，期待できる設計係数の上

表一2・5・1　計算のための幾何的，力学的条件

万 0．1 0．3 00．5 0．0追加調査

i360ケース）

万 0．02 0．04 0．06 0．08

πo 10 20 30 50 70 90

『描 0．6 0．8 1．0 1．2 1．4 1．6

ρ／〃 1．0 2．0 3．0 4．0

〃 5．0 6．0 7．0 8．0

斜面　こ　う

z　　変　化

i760ケース）

〃c 0．1 0．3 0．5 0．7

〆8 0．02 0．04 0．06 0．08

品 0．6 0．8 1．0 1．2

o／”ψ 1．0 2．0 3．0 4．0

θ 5．0 6．0 7．0 8．0

抑え盛土

i2880ケース）

〆／Hゐ 0．1 0．3 0．5 0．7 0．9

γc 0．1 0．3 0．5

晦 0．02 0．04 0．06 0．08

厩 0．6 0．8 1．0 1．2

βsOs 300 600 900 1200 1500地盤改良

i240ケース）

グc 0．1 0．3 0．5

灼‘ 0．02 0．04 0．06 0．08

昂 0．6 0．8 1．0 1．2

一51一



昇は0．1～0．2程度であり，最大でも0．3を越えないことが多数の計算結果からわかったので，

環く・・6の場合は工学的に実駒な意味がない（他の対策工が有利なこと力泊明）．また島

＝1．6のときは，追加調査で」烏ち一1．8前後にまで上昇させることができるから，一般tc工学的

にはこれで十分である。次節以下においては，表一2・5・1のすべての組合せに関する結果を

説明することはできないので，代表的な例（表の太線わく内の条件の全組合せ）に関して計算例

をあげ，費用関数の誘導とその意味を説明する。

　なお，見積りや積算に関しては種々の方法がある。本論文で取上げる費用項目と二，三の代表

的な積算法2）・3）・・よる姻との対応は表一一　2．5．2跡すとおりである。　9・者の費用囎の

分け方は，一見大分類的ic過ぎるようにみえるが，詳細な項目別費用をまとめて一括表示すれ

ばよいわけで，実際的な意義が損われることはまったくない。また，費用関数形を決定する上で

は，これ以上項目を細かくすることは，いたずらに複雑化するだけで実益は何もない。

表一2・5・2　　費用項目の分類

筆者の分類 建設省万式 国　鉄　方　式 道路公団方式

地盤調査費

@CE 地盤調査費 地盤調査費 地盤調査費

材　料　費

建設費砺

施　工　費

　　　　　材料費一　　　一　　　一　　　一　　　　　　　　　　一　　一　　一　　＿　　＿

ｼ接
@工事費　　務費

@　　　　直接経費

j費［灘錫

黶@　　一　　　一　　一　　　一　　　　一　　　一　　　一　　　＿　　　＿

齡ﾊ管理費

?@　　潤

一一

ｼ接

H事費

ﾔ接

H事費

齡ﾊ

ﾇ理費

　　　　材料費　　　一一一一一一一

@　　　労務費

@　　　連搬費

@　　専用機械器具経費

@　　　雑工事費

@　　　その他

@　　　共用機械器具経費@　　［　　　　共通経費現場経費一一一一一一一一一＿

@　　　一般管理費@　　［利　潤

一一一一一@　　　　直接工事費

ロH事費

@　　　　割掛間接

@　　　　　　工事費

抹嶋黶@一一一一一一＿　一般管理費［利　潤

そ　の　他

再調査費
破壊損失費ら

整地・地盤
?@良　費

再　建　費

補　償　費
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　5・4　地盤調査費と破壊確率

　地盤調査費（ごには，第2編2で説明したように，先行調査費CEoおよび本調査費と追加調査費

の和（］Enが含まれる。また第2編4で説明したように，すべての環境条件が同一であるとみなし

うる盛土区胤すなわち，一律に取扱える1ブロックの盛土区間に関して，費用は，盛土の単位

長さ当りに換算して表わす。地盤調査費は，通常，全建設賀の2％前後のようであるが，試験個

数nはζに対してきわめて敏感であるので，ζを低下させるための対策として，nを増加させる

ことが最適の選択となることがありうる。

　本研究では，粘土層上の盛土の急速破壊を考えている。したがって，本調査としては，一軸あ

るいは非圧密非排水三軸圧縮試験が実施されるものとする。すでに第2編4・2で提案したよう

に，逐次群検定理論の応用により，本調査段階でno個の土質試験が行なわれたものとする。こ

のとき，粘土の非排水強度Cuの母平均値μcに対するサンプル平均の（100×a／s）％許容下限

，a　c（no）は，標準偏差σ．が既知の場合には，

μ・（・・）一μ。一 ﾃ・tPt2 ・… @一一・・（2・5・1）

で与えられる。ここに，Z（il／2は，標準正規積分において確率が（¢／2）になるときの槙分下限

値である。また，これに対応する設計係数F品および破壊確率　PF．は，それぞれ次式で与えられ

る。

元三　一μc‘‡π゜）一衰（　　Vc1二可z吻）

　　　　　　　co
PF・＝ ﾅ4日Φ（’22）dt

κ。一μ。（・・）一μぎ一（F窃一1）

　　　　vE，i’FZi：i＋s、／⌒

・・・・・… @（2・5・2）

／…．．…（、．，．、）

J

ここに，μ5，σsは地中で動員されているせん断応力Sの平均値と標準偏差，Vc，VsはそれぞれCu，

Sに関する変動係数である。

　さて，無処理状態で盛土を急速施工することが無理であることがわかり，その対策法として，

試験精度を高めるために地盤調査を追加することにしたとする。いま，試験個数をnl個追加して

総数n＝（no＋nl）個の結果を得たとすると，μcに対するサンプル平均の（100×a／2）％許

容下限値k（n）とそのときのPsおよびPFは，それぞれ次式で与えられる。

・。（・）＝＝Pt，－ 狽獅噤Bf， ・・‥・… @（2・5・4）
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ぼ一讐L農（1－e£・z…） ・・・・・… @（2・5・5）

P・一
ﾅ∬・p（－s2）dt

K＿竺＿
F？＿1

、ー

・・・・・… @（2・5・6）

さて，式（2・5・1）と式（2・5・4）より，ぼを瓦ちで表わすことができ，これを式（2

・5・6）に用いることによって，

吟一劃：・xp←S2・dt

κ・：｛ Y≡籍厄一1｝／ ・・・・・・… @（2・5・7）

したがって，式（1・4・7）で定義されたζは，式（2・5・7）と式（2・5・3）の比で

与えられることになる。式（2・5・7）は，調査個数を増大させることによって設計信頼度が

上昇する，逆に言えぱ破壊確率が減少することを期待できる，ということを意味している。しか

し，実際問題としては式（2・5・2）で与えられる」疇；はμ．が未知であるから求めることが

できない。したがって，実際作業では，μc（no）の代りにπo個の試験結果によるμ〆り（100×Ct／2）

％信頼下限値・L－i（の溌・似・を胤・・のが妥当であろう・

　一方，n個の試験iζ必要な調査費CEnは，つぎのように表わしてよいであろう。

　　　C・・一六（・En＋bE）　　　　　一・（・・…）

ここに，aEは土質試験1個当りの単価，　bEはサンプリングその他に要する費用，　IEは調査

区間の長さである。

　表一2・5・1の太線のわく内のケースについて計算結果を不す。Vc・・O．3，Vs＝0．04という

値は，第1編2・3で不したように普通の粘土地盤上に通常の精度で施工された一般的な場合に
相当し4）・5）・6）・7）・8），no・＝30というのも常識的な例である。さて，　no　＝，30からn1を10

一図一



個単位で増加させてn＝120個に至るまでの各場合について，式（1・4・7），式（2・5・

3）および式（2・5・7）を用いてζを計算し，その結果をn～ζ関係として両対数紙上↓ζ描

いたのが図一2・5・3である。ここで，瑞をパラメータにとったのは，盛土の規模や，その
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　120
他の環境条件によって，たとえ初期の試

異なってくるからである。図一2・5・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　90

に例示したように・平均法を用いた簡単　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　60n

な計算ICよってCeを適当に定めること

　　　109（n－Ce）＝n

　　　　　　l・9　Ae＋8．1・9ζ　　　　　　　　　　　　　　40
なる直線閲係にかけることは周知である。

すなわち，

　　　　　　　　　……（・・…）　図一、．，．、n、6＝。緬

で表わせることがわかる。この関数形が

表一2・5・1の
　　　　　　　　　　　　　　　　表一2・5・3費用関数の係数一覧表すべての組合せに

掬して確詔された

ことはいうまでも

ない。上例に関す

るAe，Be，　Ce

の計算結果を表一

2・5・3中に他

の場合も含め一括

して示した。

聡 イ 8 C

0．6 17．78950 一219．35435 12．21050

0．8 13．71430 一　38．86358 16．28570
追加調査の場合

iπo＝30）

1．0 12．84360 一　23．06201 17．15700

1．2 12．02273 一　19．36335 17．97727

L4 11．25000 一　18．59938 18．75000

1．6 10．52174 一　13．63072 19．47826

0．6 一2．8816 48．85757 4．2296

法　勾　配　を

ﾏえた場合
0．8 一3．5468 6．43167 4．8565

1．0 一3．6972 3．68259 4．9838

1．2 一4．0887 2．64045 5．3813

0．6 一128760．0 17．42402 1789800

0．8 一188510．0 3．46610 2002820押え盛土を
ｵ　た　場　合 1．0 一203130．0 2．12365 2097400

1．2 一204290．0 1．87629 2081100

0．6 一12．650×105 0．56122 12．320×105

0．8 一15．716×105 0．39632 15，230×105地盤改良を
ｵ　た　場　合 1．0 一24．499×105 0．19026 23．776×105

1．2 一40．623×10． 0．10174 39．840×105
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　式（2・5・9）を式（2・5・8）tζ用いれば，目的とする地盤調査費と破壊確率の関係が

つぎのように求められる。

　　　　・E・・”・・，＋C・・　－C・，＋方｛・・（A・ζBe＋・e）＋・E｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・’・・”・…　（2・5・10）

上式のbEは厳密にはnの関数であるが，変動範囲は小さいので，実際には実績をもとにπの範

囲に応じて選択すればよい。

　5・5　建設費と破壊確率

　建設費　Ceには，盛土本体や押え盛土の建設費，地盛改良のための費用などが含まれる。建設

費と破壊確率の囲係を考える場合，基準となる建設費と，破壊確率をさらに減少させるための対

策工に関する追加建設費に区別して考えるのが便利である。基準となる建設費Cαoとしては，no

個の本論査結果に基づく無処理状態の建設費，すなわち，路体，路床，路盤，舗装からなる盛土

本体（mは1．25）の材料賓と施工費，および盛土建設に際する直接，櫛接的な諸経費との和を，

盛土の単位長さ当りに換算して考える。この場合，予定の盛土底面幅に必要な土地は，上位計画

の段階で「盛土」tζ決定されたときie当然確保されるべきものであるから，これに要する用地費

は基準建設費に組入れて考えるのが妥当である。これに対し，設計係数㎡上昇の目的で盛土の

斜面こう配Mbを大きくしたり，抑え盛土をしたり，地盤改良をしたりするために必要な建設費

は追加建設費である。以下，個々の場合の追加建設費ic関し，関数形を求める。

　5・5・1

　表一2・5・1の全組合せ条件につ

いて安定計算を実施した結果，粘土層

の厚さDと盛土高さHbとの比（D／

Hb）が一定ならば，個々のDやHbの

値にかかわらず，mと（曜／畷o）が

ほぼ完全に1：1に対応することが明

らかとなった。表一2・5・1の太線

内の各条件を組合せたケースに関して，

この関係を図示したのが図一2・5・

4である。（F窒／ぽ0）は一義的に

ζに変換されるから，この関係はmb

～ζ関係を求める上で重要な示唆を与

えている。（D／ftb）を固定して両者

斜面こうme　mbを変化させる場合

　　　2

ー

1．5

図一2・5・4

一56一
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　　＝4．O
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Mbと（琢／瓦ち）の関係
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の関係を両対数紙上にプロプトした例

が図一2・5・5である。（D／Hb）

が2．0以外の場合や表一2・5・1の

れている。さて，図一2・5・5から　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　咋
　　　　　　　　Bm　　　　　　　　　　十Cm　　mb＝Amζ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15
　　　　　　・・・・・…　（2・5・11）

の形で表わせることが明らかである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　075　　　　　　08　　　　　　085　　　　　09　　　　　095　　　　　10
表一2・5・3中に示す。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ζ一一一
　一方，斜面こう配を基準値である

1．25からMbにした場合の追加建設
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図一2・5・5　Mbとζの関係（斜面こう配変化）
費Ccmは，簡単な幾何学計算により，

　　ピーHb（2・a。m＋Hb　b，m）（mb－1・25）　　　・…・…（2・5・12）

となる。ここにαc加はMbを大きくしたために必要となった土地の単位面積当りの用地毘b．

は同じ理由で必要となった盛土部分の単位体積当りの材料費と施工費である。式（2・5・11）

を式（2・5・12）に用いることにより，斜面こう配を変化させる場合の全建設費と破壊確率

の関係がつぎのように求められる。

　　　　Ce＝Coo十C¢況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Bm　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　十Cm－1．25）　　　　　　＝Coo＋Hb（2αc寵＋bc寵）（Amζ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・…　一（2・5・13）

5℃5・2　押え盛土をする場合

押え盛土のための追加建設費Cepはつぎのように表わせる。

　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　ぐ　　　　　　　　　　　　　　オ　　　　　　　　　　　　　
　　　C。P　・＝2　BS（・・P＋b・pHb）＝＝　2・。p　Bh（1＋kpHb

kp＝（bep／αep）

）｝一（－4）
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ここt・，　BS，Hbtはそれぞれ搬盛土

の幅と高さ，aopは押え盛土のために

必要な単位面積当りの用地費bepは

単位体積当りの押え盛土の材料費と施

工費・kpは腕盛土の・ストインデ・

クスである。

　押え盛土の斜面こう配は盛土本体の

こう配に一致させるものとして，多数

の安定計算を実施した。設計係数穏

の上昇率Fs“／Esfoと盛土本体の高さHb

に対するHbtの比（Hb’／Hb）との関係

の例を示したのが図一2・5・6であ

る。この図は（Q／Hb）＝1．0の場合

で，86／Hb）をパラメータとして描

いてある。

図は，（仇ンtHb）÷0．5程度において

設計係数環が最も大きくなるという

興味深い結果を不している。すなわち

押え盛土の高さが盛土本体の高さの半

15

↑

ft　13

12

1留。。1。、。，。、。，。，。，。，。91。

　　　　　　　　　　fftK－一一一●一

図一2・5・6（弓’／Hb）　vaよるばの変イヒ

分以上teなると，力学的な安定度はかえって低下してくる。この傾向は，図一2・5・6の場合

を含むすべての底面破壊の場合に認められた。一方，（D／Hb）が大きくなり，かっ”‘＞0．5

Hbになると層内すべりを生じるケースがでてくる。この場合には，図一2・5・6に示すよう

なきれいな傾向は認められないけれども，（■／4ち）がHb，＝O．S　Hbのときの値よりも大き

くなることがほとんどないことを確かめた。以上の結果だけからすれば，数多くのケースの中で

力学的に最も安定度の高いHb’＝・　O．sHbの場合ie関してのみ費用関数を検討すればよいように思

えるカ～建設費もあわせ考察すると，力学的に最適な条件が，必ずしも経済的に最も有利な状態

になりえないかも知れない。この理由は，斜面こう配変化の場合のように費用関数が1変数（πb）

のみ‘ζよ・て定まるのではなく・B3・・H・’の・変数を含み・かっ86（・。ρ＋b。pHb’）という関

数形が力学塾たとえば転倒モーメントなどと1；1に対応しないからである。したがって費用

関数を求める場合，いかなるHbtを対象teすればよいかを，まず明らかにしておかなければなら

ない。

　式（2・5・14）で求めた（］epと（」辱＊／鳥ち）の関係を図示した例が図一2・5・7である。

ここtCあげた例は，表一一　2・5・1の太線内の場合である。　Cepの計算に際しては，実際にあり

うる場合という意味で，aep　＝1000，3000，5000（円／㎡），　b　ep　・＝　100，200（円／ms）
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を用い・3）・9）
P種・変化させ…

図をみれば，予想されたように，同一

　　　　　　　　りの費用に対して（1∫6／Hb）が異なれ

ば力学的に到達しうる（ぴ／鵬）が

変ってくることがわかる。しかし図〔b）

をみればわかるように，Hb，＞0．5Hb

（この場合は層内すべり）になると，

e＜初期の部分を除いて，建設費の増

大にもかかわらず，（瑠r♂ち）は大

幅に減少してくる。このことは，H9＞

0．5Hbの場合を問題にする必要はな

く，Hb’≦0．5Hbの範囲内で検討す

ればよいことを意味している。

　さて，4枚の図を比較すればわかるよ　04　　　0．5

よう1・・kpの値が小さい醐では・HS÷

0．5Hbという力学的に最適である状態

が同一の費用で最大の●の上昇をもた

らす，すなわち，経済的にも最適条件と

なっている。一方，地価が非常に安かっ

たり，また土材料の特別の買収や遠方か

らの運搬などによってbeρが地価に比べ

てかなり高くなるような場合（kpが大）

tcは，経済的に最も有利な条件はHS＜

0．SHbの範囲に現われてくる。（図（の）

以上のことから，kpの大きさによって，

力学条件（Hb’／Hb）の選択を行なわなけ

ればならない。図にかかげていない場合

も含めて多数のケースについて検討した。

その結果kp＜（1／15）の場合にはHb’

＝o．5Hbが経済的にも最適条件となる　a4　　　0．5

が（図（a），（b）参照），（1／15）ぐらいを

境にして逆転し，kpがそれ以上になると，

一般ec，Hb‘＝（0．3～0．4）Hbが最も有　　　図一2’5’8

利な条件になるようである。（図（・），（d）参

（a）

900xlQ3

06　　　0．7　　　08　 09　　10
　　／　ζ　一一一一t…L

（b）

O．6

。1

ご、、、
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　　xlO3

籍

翻↑

　　CCP150
　｛YEN／m）

1QO

O．7　　　0．8　　　Q9　　　1．0

ζ一→

㌦～偵係（搬盛t

5．O
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照）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ

　（Fsf／儲）をζに変換し，　Hb＝0．sHbとしてCep～ζ関係を両対数紙上で描いた例が

図一2・5・8である。図（a）はkp＝（1／25），図（b）はkp＝（1／15）とした場合である。図

から明らかなように，Cop～ζ関係は次式で表わすことができる。

　　　　C。，　－A，　4Bp＋C・　　　　　……・・（・…15）

kp＞（1／15）の場合も，式（2・5・15）の基本的な関数形はまったく変らないことが確

かめられている。以上のことから，挿え盛土をする場合の全建設費と破壊確率の関係は，

C。一・。。＋C。，－C。。＋（A，　C　Bp＋C，）
・・… @一・（2・5・16）

となる。kp＝（1／25）に関するAp，Bρ，Cpの計算例を表一2・5・3に示した。

　5・5・3　地盤改良を実施する場合

　種々の地盤改良工法があるが，盛土の場合最も一般的なのは，サンドドレーン工法とサンドコ

ンパクシeンパイル工法であろう。本研究においては，最初の試みとして最も簡単な場合を取上

げるという意味から，一挙に立上る盛土の急速破壊を対象としており，圧密を考慮した盛土の段

階施工などは考えない。そこでここでは，サンドドレーン工法ではなく，サンドコンパクシ冒ン

パイルを用いて地盤改良する場合を考える。

　松尾は，締固め砂ぐいを含む粘土地盤の安定計算法を提案し，10）室内実験によってこれを検証

しているが，11）実際の破壊例との対比

検討が少ない。さらに，この方法では

計算がかなり複雑になる。そこで，本

研究では，複合地盤に関する厳密な力

学計算は行なわず，精度的にはやや問

題があるがより工学的な見地から，現

地における過去の実績を基礎にして考

察を進める。

　図一2・5・9は，公表された実績
例12）・13）・14）をもと↓こして，。、と

（庁／19ち）の関係をプロットしたも

のである。ここでasは砂置換率と呼

ばれるもので，対象とする改良部分の

全面積に対する全砂杭断面積の比であ

る。また，烏ちは改良前の設計係数で

／

！！o

　，・cy”

夕

　1．0　　　　1．2　　　　1，4　　　　1．6　　　　1．8　　　　20　　　　2」2　　　　2．4　　　　26

　　　　　　　　　　鳶ノFも　＿＿＿el．．一

　　図一2・5・9asと万『／Fs言の実績例
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押え盛土を併用しなかった実績例のみをプロプトしてある。複合地盤における地盤強度の上昇は，

正しくは，砂杭周辺粘土の圧密による強度増化と砂杭自体のせん断強度によってもたらされる。

しかし，便宜上，これを粘土の非排水強度の上昇という形におきなおせば，一応いままでと同じ

やり方で，（躍ンFs“o）の変化をζの変化に写し代えることができる。しかし，精度的には問題

があるといわざるをえない。さらに，図一一　2・5・9の曜自体圧密度50～90％を考慮し

たものがほとんどである。上述したような理由により，以下に導かれる関係は，追加調査や盛土

の斜面こう配変kおよび押え盛土の

実施による場合に比べてやや粗雑であ

るといわざるをえない。しかし複合地

盤に関する設計法や実績に関していま

だ確固たる定説がない現在，やや粗雑

ではあっても，その基本的な関数形を

見出すことこそ重要であり，将来その

係数の精度を高めることが必要である

と考える。

　さて，地盤改良に要する費用は1αs

と改良深度に影響される。砂杭の直径

ds，砂杭部分の全面積Aぶ，盛土の

横断面における改良幅Bs，盛土の長

手方向の改良部分の長さls，砂置換

率αぶ，改良深度Ds，砂杭の打設本

数n’，砂杭施工単位長当りの賞用α05・，

盛土の単位長さ当りに換算した総改良

賀をCosとすると，次式が成立つ。

き鶯）・｝

　　　　　　　・・・・・…　（2・5・17）

　O．3

ト

o●o．1 　　　　　口
　　　　o●ノ！
　　　　，’
　　　，’
　，’
，’

’△

’
　ζ・△

／

　　／　　　イ　　o　’

式（2・5・17）を整理すると次式

が求められる。

　　　　　aeS　Bs　Ds

　Cos＝
　　　　　π（ds／z）2

　　　　　　　　　・…　一一（2・5・18）

・4

図一2・5・10

a5

　　　　　　　　　　15｝
asと砂杭施工長の実例

Fso＝　6

Fso二12 Fso＝08

Fso＝10

　二1200

uc＝03

us＝OO4

01 　　o5
ζ一

図一2・5・11　CeSとζの関係

lox105

9
？

6

5

　C“4
　（YEN／rn）

3

2

即㍉。
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ところで図一2・5・10は，改良体積当りの砂杭の施工長（n’Dsv／Bs　Ds　IS）とasの関係

を示す実績例である。15）両者の関係はほぼ直線とみなしうる。ところで，式（2・5・17）か

ら，

　　　　n’Ds　　　　　　α5

　　　　B、・D、1、一π（d〆、）・　　　　　…”（2’5’19）

が求められ，これは，ds　一定の場合の（n’Ds／Bs　Ss　ls）～asの直線関係を示している。

このことから，図一2・5・10の実際例は式（2・5・19）を支持しているといえる。

　図一2・5・9でasとζの関係がつき，式（2・5・18）でCesとasの関係が与えら

れたので，Cesとζの関係を求めることができる。しばしば起こりうる例として，表一2・5・

1の太線内のケースについての計算例を図一2・5・11に示す。この例では，式（2・5・18）

のdsを0．67πにしてある。また文献16）によればt　acs　は普通1800～2000（円L／m）である

ことが不されているので，計算にはaes＝1900（円／m）を用いた。図一2・5・11をみれ

ば明らかなように，Cesとζはつぎの関数形で表わせることがわかる。

　　　　C。s－AC’　Bs＋C、　　　　　　・…一（2．5．20）
　　　　　　　　　∫

表一2・5・1の他のケースの場合にも，基本的ic同様の関係が確認された。したがって，地盤

改良をする場合の全建設費とζとの関係はつぎのようになる。

　　　　Cc＝＝・C。。＋（］es－　C。。＋（A。ζBs＋CS）　一…（2．5．21）

これまでと同様，例として示したケースに関するAs，Bs，CSの計算結果を表一2・5・3

に示した。

　5・6　破壊損失費と破壊確率

　破壊損失費CFとは，盛土が破壊した場合に生じる損失費である。したがって，　PF　CFは，も

しも確率ρFで盛土が破壊したならば期待される損失費ということになる。CFの中には，生じ

たすべり面の確認その他の目的で実施される土質調査費CEr　，盛土の破壊による流出土砂その

他の整地費Cα，直接，間接的な損害に対する賠償費C戸　また，当初の所定断面まで盛土をっ

くり直す再建費，そのための地盤改良費などが含まれる。前節までと同構各費用は，予想され

る盛土の破壊延長で除した単位長さ当りの費用で表わす。

　上記費用項目のうち，ζの関数とならない費用CFOとζの関数で与えられる費用CF　1とに分

ける。CFOは一般につぎのようになる。

　　　CFo　＝Coo　十C’　十CEr十Cα

Crは盛土周辺の環境条件に依存するが，物件損害の場合は，

・・・・・… @（2・5◆22）

第1編4・5で述べたように，原
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形復旧，生産物補償を行ない，移転などの対策を含み施工管理を厳重に行なって，人命の損失が

ないような立場をとる。ところでCFOは盛土の単位長さ当りで表わすので，　Crを想定する場合，

被害の及ぶ範囲，すなわち，盛土の破壊延長の推定が重要な問題となる。著者が実施したアンケ

ート調査や文献17）によると，盛土の破壊延長は50m前後の場合がほとんどで，20～120　m

の範囲が観測されている。別に根拠はないが，平均的な場合よりも少し大きく見積って，80m

の長さで盛土が破壊した場合の全損害賠償費を算出し，これを80mで除した値をCrとすれば

よいと考えられる。調査費CErは，盛土再建のための再設計に際する新しい破壊確率と関連す

るから，Croの中に入れて考えるにはやや無理がある。さらに，当初建設の際の調査費が全建設

費に占める割合がたとえ小であったとしても，破壊後の調査よりももっと多額の貰用を要するか

も知れない。したがって，CErとζの関係を明確にしていくことが，今後重要であり，当初調査

によって得られた情報と破壊調査によって得られる情報を組み合せて考察する必要がある。これ

にはベィズ（Bay　8）の理論などが応用できると考えられる。しかし，ここでは全体としての方

法論を確立することが主目的であることに加えて，これらの関数関係を明確にするためのバック

データが不足しているため，一応第一段階の便法としてCErをζに無関係の費用C　FO‘ζ含

めて考えることにする。

　つぎに，CFの中でζに関係する費用CFIは次式で与えられる。

CF・－C・。＋C。ρ＋C・3 ・・… @t－・（2・5・23）

上式の右辺各項は前節までに説明したとおりである。ただし，破壊後の地盤改良工法として砂杭

工法が不適当と考えられる場合，すなわち，たとえばすべり置換法が適当と考えられるようなケ

ースに対しては，新しくCesの関数形を求める必要がある。なお式（2・5・23）で，ある

工法，たとえば押え盛土を実施しない場合には，Cepを省略する。

　全破壊損失費CFは，式（2・3・22）と式（2・3・23）の和として求められる。

CF＝CFO　十CF1 …　一・・…　（2・5・24）

　5・7　　設計信頼度決定のための経済的評価モデル

　前節までに得られた結果をまとめると，盛土の建設に要する期待総費用CTは次式のよう‘ζか

ける。

　　　Cア（ζ）＝　CEP＋Ceo＋CEπ（ζ）＋Cem（ζ）＋Ccp（ζ）＋Ces（ζ）

　　　　　　　　＋ζ｛CFO＋Ccvn（ζ）＋Co↓ρ（ζ）＋Ces（ζ）｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・…　i－・・（2・5・25）

上式は，考えられるすべての対策工を併用した場合の一般式である。建設手段として採用しない
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工法があるときICは，上式からそれに対応する項を省けばよい。

　さて，式（1・4・9）で示したように，式（2・5・25）を無次元化するため，Mb　＝1．25，

n＝noで無処理状態の場合を考えると，式（2・5・25）において，　Cm（ζ＝1．0）＝

Cmo・Com（ζ　・－1．0）．・　Cep（ζ＝1．0）＝Cos（ζ目1．0）＝t　Oであるから，

　　　　Cアo　＝　　CEP　十Coo　十CEno十CFO

　　　　　　　－CEP＋CE・。＋CEr＋C。＋Cr＋2C。。　……（2・5・26）

を得る。したがって，Cτoを基準として，式（2・5・25）を書き直すと

昔一・（ζ）＝＝a（ζ）＋β（ζ）

・（ζ）一 潤oCE・＋C・・＋C・・（ζ）＋Cenz（ζ）＋C・，（ζ）＋C・・（ζ）

β（ζ）晶｛CF・＋c・mz（ζ）＋c・p（ζ）＋・e・（ζ）｝

・・・・・… @（2・5・27）

式（2・5・27）は式（1・4・6）‘ζ比べてはるかに一般性があり，計算上の誤差も小さく

できる。このような費用関数の有利さについては，長尾も指摘している。18）

　5・8　数値計算例による検討

　ここで実施する数値計算の目的は，種々の場合を想定して計算した結果が工学的な意味でモデ

ルがどの程度現状を説明しうるかということを検討するとともに，モデルの実用性を調べること

にある。したがって，ここで比較されるいくつかの案は，必ずしも最適解を含んでいるものでは

なく，あくまでも，いくっかの代替案の比較でしかないということに注意しておく必要がある。

さて・瑞とkpの機をみるため…描一・・8・1．2・・対し・それぞ鳩村部や都市近傍

を想定して，aep＝（aan）を3000，10000，40000（円／㎡）の3段階iζ分け，　bep（＝

b　cvn）　は200（円／m8）として計算した。また，損害賠償費に関しては，農産物補償による原

形復旧と被害範囲の土地買収の2つの場合に分け，合計12ケースの計算を実施した。前者につ

いては生産者米価を参考にし，1年間の稲作収入を補償するとして計算した。また，過去の実績

を参考にして，CEpは200（円／π），（CEr十Ca）はCooの5．7％とした。図一一・　2・5・12

は計算の結果である。図一2・5・12（a）～（f）が原形復旧，（g）が買収の場合である。計算

に用いた諸数値はすべて図中に示してある。

　結果を検討する際に重要なことはっぎの点である。本計算では斜面こう配変化や押え盛土を実

施する場合‘こは，これに必要な土地は無制限ie一定の地価で入手できるものとして計算している。
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図一2・5・12 評価モデルicよる数値計算例（原形復旧）
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図一2・5・12　評価モデルによる数値計算例　（原形復旧）
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図一2・5・12　評価モデルによる数値計算例（原形復旧）
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図一2・5・12　評価モデルによる数値計算例　（被害地買収）

しかし実際は，無制限に土地を買収できない事情があり，ζの範囲には現実的な制約が加わる。

現在実施されている一般的な押え盛土の幅鰯や斜面こう配Mbの現実的な最大値は，このよう

な理由によって定まっているものと思われる。したがって，結果の考察には，この点を考慮に入

れておかねばならない。また，評価の基準はCT→minを一応採用しているが，第1編4・2

で述べたように，実施計画の段階では，この評価基準が許容されるであろう。

　さて，図においてη（ζ）に付したサフィrクスE，m，p，∫は，それぞれ追加調査，斜面

こう酸仏搬盛土・地緻巌行なうCとを鰍する・たとえばぢ（ζ）は・もし破壊し

たら地盤改良を併用して再建する予定のもとに，押え磁土併用で盛土を建設する場合のη（ζ）

の｛直である。はじめに地価の影響をみてみる。図（α），（d）の場合のように，盛土建設地域の地価が

高い場合は，ここに示したいくっかの代替案の中では，η（ζ）の大きさからみて当初地盤改良

工法を用いるのが圧倒的に有利である。このことは，地価の高い場合はρやmの案では用地費が

非常に高くつくのに対し，盛土直下の狭い範囲で実効の上るS（地盤改良工法）の有利性を示す

もので，きわめて常識的な結果であるといえるであろう。なお，この場合，砂杭改良工法の現実

的な技術的制約条件，すなわち，実績におけるα5の最大値0．2に対応するζの値は0．04～

0．05であり，たとえばη：（ζ一・　O．04）÷0．64，η：（ζ＝O．05）÷0．62では，これらに対応
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するPF，瑠はそれぞれPF　＝＝1．1％，ぼ＝3．3（じ＝1．2であった場合），および，

PF－3．9％，」雪一2．11（烏も＝O．8であった場合）となる。これらの値を設計1ζ用いるこ

とが一応考えられる。以上のように，η（ζ）が最小になるζが求まったとき，これに対応する

PFや瑠は以下のような方法で求めることができる。いまζ　一＝0．05（㌦＝＝　O．8の場合）で

あったとすると，図一1・3・3　（b）‘ζおいて，Flilb＝O．8に対応するPFOを求めると，Vc　＝o．3，

Vs＝0．04の曲線を利用して，　PFO＝78％であったことがわかる。ところで，

ζ一…5一 ﾅ一集

であるから，PF＝78×0．05　＝＝3．9％となり，　η（ζ）minに対応する破壊確率は3．9％であ

ることがわかる。これ‘ζ対し，昂は，ふたたび図一1・3・3（b）を用いて，Ve　＝・O．3，VS＝O．04

の曲線上でPF　’＝3．9％に対応する」書を求めると再＝2．11が得られる。

以上のようにして，任意のζに対応するPFと●の組の値を求めることができる。

　さて，一方，地価が安い場合の図（C），（ノ）になると，初期建設段階で∫（地盤改良工法）を用い

るよりも，p（抑え盛土）とかm（斜面こう配を緩かにする）とかを用いる方が合理的になって

くる。前述したBb‘，　Mbの現実的な制約を考慮すると，（81）㎜＝15　m，（Mb）max＝3．5程度

と考えられ，これらに対応するζはそれぞれ0．45～0．60，0．74～0．81となる。この点を考慮

すると，ここにあげた例の中では，pすなわち押え盛土を初期段階で用いるのが最も有利となり，

じ一〇・8のときは・pF　－4・8％・碍一2・00・じ一1・2のときρF　一　2・7％・な一

2．38となる。また図（b），（c）の場合は，上述の2っの場合の中間で各工法の有用さは，かなり接近

し，環境条件を十分吟味して選択する必要のあることがうかがえる。

　つぎに，♪ぷoすなわち地盤強度の影響をみる。このとき，顕著な特徴は　ηE（ζ）曲線である。

図（a），（b）。（e）（脇＝0．8の場合）と図④，（e），切　（F3S　・・1．2の場合）とを比較すればわ

かるように，昂＝0．8ではEによる案，すなわら，追加調査によって設計信頼度を上昇させる

という案は，他の案に比べてまったく劣っているのが，じ＝1．2の場合には他の案と同程度に

有力な案として浮び上ってくることがわかる。このことは，Eによって期待できる乏ごの上昇度

は他の場合tζ比べて小さいから，脇の小さいときには不利になるであろう，という直観的な予

想と一致する。

　図一（g）は，被害を受けた土地の買収費を見込む場合の一例である。これを（b）図と比較すると，

全体の傾向はほとんど変らないが，η（ζ）minに対するζが少し減少してくる。すなわち，図（b）

でたとえば，現実的な用地買収可能な範囲内で，η（ζ）minになるζを求めると，5が最小点を

与える工法となり，このときηぷ（ζ）minに対応するζはζ÷0．15（PF　・＝11．7％，已＝1．60）

である。これに対し，図¢）では，ηぶ（ζ）minに対応するζはζ＝O．10（1）F・＝7．8％，ピ＝

1．74）に減少することがわかる。このことは，CFを大きく見込まなければならない盛土は，それ
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だけ重要度が高く，庁も大きくとるべきであることを意味している。

　なお，全体の傾向として注目すべき点は，各代替案の中で，いずれも最悪点ともいうべき点

すなわち設計として最もますい選択が存在することである。何かして高い建設費をかけるなら，

むしろ何もしない方がよい（無処理）ことがありうる点に注意しなければならない。

5・9　実施例にっいての検討

　（1｝実施例一1：この実施例は，計画盛土高6．Om，天端幅8．4m，斜面こう配1．5で，橋梁

取付道路の盛土として片側水田，片側河川の場所に施工された。地盤は地表面下12mまでが

μc＝1．55（ti／M2）　の軟弱粘土層で，その下はfV＞20の砂れき層である。計算によるとるち

ヨ0．75となる。さてこの盛土は4mまで押え盛土なしに施工され，これから5η1にかけて盛上

ってきたときに水田側に浮上るすべりを生じたので，急拠，押え盛土を施工（B’＝・　8．O　m，Hb‘

＝3．om），緩速盛土として圧密による強度増加を見込みっっ守＝1．13で施工された。　以上

の条件のもと‘ζ，一応水田の地価をa　ep＝5000（Flj／nt），　kp　＝＝1／25，農産物補償と想定

して，式（2・5・27）を用いて検討した結果が図一2・5・13である。他の賓用は，実際

に要した費用をそのまま用いた。なおこの例では，河川側は擁壁で留められているので，式（2

・5・12）のCc仇および式（2・5・14）のCcpはそれぞれY2にして計算に用いた。現実

の実施点を図に・印で示してある。m，pの現実的な制約を考えると，押え盛土を採用レたこと

は適切であったといえるカ9．施工中2度目のすべりを生じて，結局，地盤改良を実施せざるをえ
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なかったことを禰す・と・図中ゾ（ζ）曲線上の実施点より舛（ζ）曲線上でもう少叫

を拡げ，ζを下げておいた方がよりよかったのではないかと思われる。なお，押え盛土が片側だ

けであるので，Sが相対的に非常に高くつくのは当然の結果である。

　｛2｝実施例一2：やはり道路のM土である。盛土高6，07π，斜面こう配2．0，天端幅22．Om

で，無事故で立上り現在供用されている。無処理状態でるち＝1．62（PF　・＝11．9％）である。

地盤は，地表面下2．5mまでがPtc・＝2．5（t／〆）の粘土層で，それ以下は基盤層である。周囲

は水田で，aCp＝5000（円／nd），kp　・＝1／25，農産物補償のケースで計算した結果が図一2

・5・14である。図から，斜面こう配をもう少し急にして，無処理状態に近づけた方がより経

済的であったと考えられる。また，実施点のよう‘ζ，瑠＝1．65（PF＝10．0％）までもって

いくのであれば，土質試験を追加して設計信頼度を上げる方がより効率的であったと思われる。

　｛3）実施例一3：この盛土は盛土高5．Om．天端幅22．Omで，地盤は深さ2．5mまでがμc＝

2．5（↓／nt）の粘土層で，それ以下は基盤である。計算によるとF？o＝1．38であり，実際には，

m＝2・0として無事故で立上った。aCp＝5000（円／〃r）・kp”＝1／25・農産物補償として

計算した結果を図一2・5・15‘こ示す。図からわかるように，この盛土のη（ζ）minはζ＝

1．0で生じており，斜面こう配をもっと急こう配にしておいた方が，経済的により有利であった

といえる。
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　（4）実施例一4：この盛土は水田の真中を通る道路盛土であり，実際にすべった例である。計

画盛土高7．Om，底面幅30．Om，天端幅9．5mで，地盤は地表面下14mまでがptc＝＝2．0

（t／nt）の粘土層，その下が堅い砂れき層であった。計算では，橘＝0．8（PF＝79．4％）

となり・これをもと↓こη（ζ）鰍を描くと図一2・5・16のよう1ζなる・・，P・k，P・補償

形式はこれまでの例と同じ‘ζしてある。さて，用地が無限に買収可能ならば，図からわかるよう

に，ηp（ζ），すなわち押え盛土を実施するのが最良である。しかし，さきに述べたように，用

地買収にはおのずから限界があるから，これをBbt＝2．SHb程度と考えると　η（ζ）minを

与えるのはη5（ζ）曲線，すなわち地盤改良の場合であることが明らかである。このとき，ζは

ζ＝0．15となり，PFは79．4％から11．9％にまで大幅に低下させることが可能となるわけで

ある。なお，実際には，押え盛土を併用してζ＝0．74（Fs“＝0．94，PF＝74．6％）で施工

しており，これが適正でなかったことは明らかである。

　5・10　結　　　論

　本章では，第1編4で不した設計信頼度決定のための経済的評価モデルの考え方を軟弱地盤上

の盛土建設の場合に適用した。その結果，著者による経済的評価モデルは平地上の盛土の設計信頼度

を決定する上で，きわめて有効であることが，数値計算および実施例の解析を通じて明らかとな

った。本章で得られた主要な成果を列挙すると以下のとおりである。

　｛1）土質調査はFIN）が1．2程度以上の場合，わずかだけ破壊確率を低下させる手段として極

めて有効である。すなわち，あまり多くの費用を投ぜずしてかなりの信頼度の上昇を期待するこ

とができる。

　｛2｝盛土の斜面こう配を緩かにする方法および押え盛土を併用して行なう方法は，用地費が高

くかからない地域では，信頼度上昇のための手段として有効である。

　｛3）逆に，用地費が非常に高くつく場合には，一般に，地盤改良などによる手段の方が有効で

ある。

　｛4｝本章で得た経済的評価モデルを用いて，合理的な設計信頼度と同時に，合理的な工法の選

択が可能である。

　（5｝本章で得た経済的評価モデルを用いて，既往の盛土に関する分析を行えぱ，調査規模を決

定するために必要な（PF）optのランク分けが可能である。

　（6）通常の府県道に採用される盛土が水田地帯に建設される場合は，　（PF）optは3～5％程

である。

以上が主要な成果であるが，ここでは以下のような点か問題点とし残されている。

　（1｝地盤改良を実施した後の厳密な安定解析に基づく費用関数の作成

　C2｝破壊後の被害額は，厳密にはすべり面の位置や大きさによって左右されるものであるから，

この点を力学的に明らかにしなければならない。
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　（3｝施工中の動態観測を含むシステムとして評価すればどうなるか。このことは，施工中の信

頼度を少し下げて，動態観測費や手直し費用をかけて，実施する方が有利な場合があることを意

味しており，沈下の問題なども現在このような考え方で施工されているのではないかと考えられ

るが，これは今後の課題として残されている。
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第6章自然地山における切盛土の信頼度分析1）

　6・1　概　　　脱

　近年・都市間高速道路や日本縦貫高速道路などの建設に際し，自然地山を切土したり，あるい

は地山上に片盛土を実施することが多くなってきている。このような切盛土建設の機会が増える

に従い，設計信頼度を合理的に決定したいという要求が強まっている。このような要求に対し，

本研究は，第1編4で述べた方法論の1っの応用例として，切盛土の信頼度分析を行ない，経済

的評価モデルによる合理的な設計信頼度の決定法を述べるものである。

　6・2　信頼度分析のための基本的仮定

　6・2・1　一般的仮定

　切盛土の信頼度分析に際し，以下に列挙する基本的な仮定を設ける。

｛1｝斜面の破壊は円弧すべりによる試行法で検討できるものとし，破壊面そのものの生起確率や

斜面のクリープ破壊などは考慮しない。

②　地山および盛土は，その強度τが

　　　　　　τ＝e十σtanφ　　　　　　　　　　　　　　　……・・（2・6・1）

で表わせる土質（第1編で述べたo～φ系土質）からなるものとする。

｛3｝第1編2で述べたようtζ，o，tanφは互に独立で，かっ正規分布に従う確率変数とする。

（4）地山と盛土の湿潤単位体積重量rt，γbはともに正規分布，また，　tanφとrtは正の線

形相関があるものとする。

｛5）地山の形状は，一般tζ図一2・6・1の実線で示すように，そのスロープが連続的｝ζ変化し

た有限高さのものとする。この地山の形状の関数表不としては，取扱いに便利な次式のような初

等関数を選定した。

y－／、＠）凶＋”・、。；・｛πt亜．　1　x

　　　　　　　π　興…・ξ・織）

　　　π
十tan（一・
　　　　2

Hb一Hc
Hb十H　c

）｝＋÷（〃b　一一・Hc）
・・・・・… @（2・6・2）
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　　■－

g，・20m

LBb 　　’}Oウ
40 　一30　　「20　，’《O
niOm　，’や　　　　　　　　1 ぽP2°X濡＿C 50

一 一∠一一一一1　寸

図一2・6・1　地山の形状

上式に用いた記号は，図一2・6・1に不したとおりである。このような連続関数で自然地山を

表示することの利点は，地山形状の実状に近いことに加えて・解析結果が連続的に変化するから

種々の性質の定性的な傾向を推定する上で都合がよい。式（2・6・2）の関数は道路の施工基

面をX座標に，施工基面と斜面との交点を座標原点にしたもので，原点における斜面こう配を

tan　iで表わしている。ところで，従来の極々の解析においては，簡単のため，斜面を直線で近

似し，図一2・6・1の折線（破線）で示されるような不連続な斜面として取扱われる場合が多

い。そこで，本研究でも，このようtζ仮定した地山（以下，Case　一一1と略称）と連続関数式（2

・6・2）で仮定した地山（以下，case－2と略称）とを対比させながら，両者の解析結果の差

異解析上の撫易なども合せて検討する。

⑥　0～φ系斜面の安定解析には，厳密には応力分布と間げき水圧分布に関する検討が必要であ

るが，第1編4・6で述べたように，このことは，どの時点での信頼度，あるいは費用関数を問

題にすればよいかということに関連している。結論的には，第1編4・6で述べた理由により，

施工直後を対象とし，全応力法による解析を行なう。

（7）第1編3・5・3の式（1・3・56）や式（1・3・57）で不したように，c～φ系土

質の斜面では・PF中に幾何学的な条件によって決る関数p1＊，p2“，g＊が含まれている。した

がって，図一2・6・1のような地山の形状が固定されている場合であっても，道路幅員や切土，

盛土部分の斜面こう配の変化などICよってPFは変化する。したがって，切盛土の信頼度を考え

る場合道路幅員，施工基面の位置，切盛土部分の斜面こう配，地山の形状などを，一般には，

結果に影響を与える要因として取扱う必要がある。しかし，多くの場合，施工基面の位置は上位

計画において与件として与えられるので，本研究ではこれを変化させたときの影鋤は取上げない。
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　　6・2・2　切土斜面の安定解析に用いた数値と仮定

　一般的な基本的仮定については，前項に不したが，本項では，切土斜面の安定解析に際する仮

定と計算例に用いた数値について以下に不す。

（1｝図一2・6・1に示すように，地山を一方で切取り，一方で盛土をして迫路建設を行なう場

合を考える。切土側の道路幅員をBc，地山の施工基面での傾斜角をi，施工基面からの地山高

さをHc，切土斜面のこう配をmcとする。計算に用いた諸数値は一括して表一2・6・1‘ζ示

した。なお，計算に際して用いたmcの最小値としては，普通の土質の場合の最急こう配という

点に配INして傾斜角60。に対

する値として0．577を，また，　　衣一2・6・1　　土貿・幾何学条件

Bcの最小値としては，中央

分離帯のない4車線道路の規

模を考えてBc＝5mとした。

②　自然状態における地山は

十分安定であり，斜面の切取

によって地山全体が安定を失

ない，施工基面よりも深いす

べりが発生することはないも

のとする。このような仮定は

実際の切土斜面の破壊形状の

調査結果2）をみても容認でき

ろ。

｛3）地山はe～φ系の土質で

あり，本研究で不す具体的解

析例1ζはっぎの数値を用いる。Pt　c　＝＝1．2（t／nt），μ，＝1．7（t／㎡），式（1・3・25）に

おけるtanφとrtの回帰係数A，Bとしては，　A＝0．5（ml／t），B＝＝－0．225を用いる。この

A，Bの値は，第1編2・4で述べた不飽和土に関する回帰係数の平均的な仙である。また，地

山強度が粘着力のみで表わされる場合（φ・＝O系）とも比較，検討を行なう。

盛　　土　　部 切　　土　　部

o（’／幼 1．2，　0．6 1．2
土賀条件

φ（°） 32．30 32

γ（’／nう 1．7，1．6 1．7

φ＝0 φ＝0
地山勾配゜） 40 40

〃6＝＝10η2 ”c＝20η

幾何学条件
道路幅員

@伽）

5，6，7，8，9

P0，11，12，13，

P4

5，6，7，8，9

P0，11，12，13，

P4

斜面勾配 L25，，1．50
P．75　　2．00　　　，

Q．25　，2．50

Q．75，3．00

R．25　，3．50

0，577

O，839

P，192

P，732

Q，747

　6・2・3　片盛土の安定解析に用いた数値と仮定

　前項と同様，一般的な仮定は6・2・1で述べたので，本項では片盛土の安定解析に用いた数

値と仮定について述べる。

（1｝図一2・6・1に示すよう‘ζ，盛土側の道路幅員を86，天端高をHb，斜面こう配をMb

とする。実際に解析に用いた諸数値は，表一2・6・1に示している。片盛土の施工可能な最急

こう配は・通物・－1．酬度であるので，3）この値観靴した．まtVJ土の場合と向様の理
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由から，Bb≧5mとした。

②　盛土材料は切土した土砂を転用するのが一般的であるが，転用不可能な場合は客土によって

もよい。表一2・6・1↓ζ示すように，盛土施工直後の土質係数を2種類‘ζ選んで解析したのは

この点を考慮した結果である。

｛3｝tanφとrbに関する式（1・3・25）の回帰係数A，Bとしては，地山の場合と同様

A＝＝0．5（m3／t），、8＝－O．225を用いる。

（4｝地山は十分安定であり，盛土を施工することによって，すべり面が地山内を通過するような

破壊は生じないものとする。

（5｝もし破壊したら，盛土の再建は客土によって行なうものとする。再建後の斜面こう配Mb，は

Mb‘≧η％となるようにする。

　6・3　切土斜面の信頼度分析

　6・3・1　切土斜面のこう配と破壊確率

　図一2・6・2はcase－1‘ζ関し，切土斜面のこう配mcと設計係数Fs“の関係を，　Beをパ

ラメータにして示したものである。実線はo～φ系，破線はφ　＝＝0系の場合である。φ＝0系で

は，式（1…25）・・おいて，房一（ρ｝・。／9・μ，）となるから，幾何学的・・決まる

Pi「／g＊のみを示した。図からわか

るように，Bc／Hc＜Ba／Hc＝

（1／tani）－mcの範囲では，同

一のm・｝・対し・B・が小さ・・ほどF；　31　　ca・e－1　　Q30

は大きい。一方，Bc／Hc　2）　Bo／Hc

の範囲では，Bcの値によらず，曜

は同一のmcに対し一定値となる。

このことは以下の点を考えれば当然

の結果として説明される。すなわち

図一2・6・2に不したように，Bc

s：　Boの範囲では，斜面形状は8c

の影響を受けるとともに，Bcが大

きくなるに従って斜面として不安定

な形状に近づく。さらに，8c≧Bo

になれば，斜面そのものの形状はBc

の値にかかわらず一定の形状となる。

以上のことを考えれば，チゾがBc

≦Boの範囲でBcの影響を受け，

Bc≧80の範囲ではBcの影響を

　2十再

ゴ
ノ聯

図一2・6・2

　1．

？nc－－5v””

▲
　q・

20

mc～瑠関係（case－1）
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受けない理由が理解できる。

　さて、多くの便宜のため，

（mc）min＝O．5771ζ対応する

庁を鵡と記して基準値とし，

これよりこう配を緩かにするこ

とによる瑠の上昇率を求めた

のが図一2・6・3，図一2・

6・4である。図一2・6・3

はca8e　一　1，図一2・6・4は

case　一　2の場合であり，それぞ

れ図中の実線は0～φ系，破線

はφ＝0系を不す。これらの関

係をもとに，式（1・3・57）

を用いて，脇に対応する破壊

確率をPFo，任意こう配mcに

関して得られるF；に対応する

破壊確率をPFとすると，式（

1・4・7）で定義されるζと

mcの関係が求められる。こう

して求められたζ～mc関係を

両対数紙上に括いた例が図一2

・6・5および図一2・6・6

である。それぞれの図において

（a）はo～φ系でBcをパラメー

タにとり，（b）はφ＝0系に関し

て各Bcに対して13“をパラメ

ータに示してある。図（a）と（b）で

パラメータの数が異なる埋由は

以下のとおりである。すなわら

e～φ系土質の場合（図（a））で

は，式（1・3・57）からわ

かるようte，　PFは房以夘ζ

幾何学的条件乃「／ずの影響を受

ける。したがって，mc～ζc

2

／

冑F；。

c　’1．2　tlm2

i・32’

i・17t加3

’亀0

　　n

mmち
贈向最

　，B‘・lIMl4m

ノ魔3荒
Z／／”’5m

　　　　　　10　　　　1．5　　　　20　　　　2．5

　　　　　　　　　　　mc－－V

図一2・6・3mc～ぼ／F？。関係（，。，e．1）

お輪

　　case－2
ε司．2t／m2

i・32’

雇・・1．7t／m3

図一2・6・4

　’20
mc－一一5v，

Bc・14m
Bc・llm

Bi－9m

Bc　“7m

　　，Bc智t4m
　！　，8c・　llm
／’多二6：：9：

mc～ぼ／昂関係（case－2）
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（a）

Bc＝5m
ﾕ・⑩1

婁温

審福

8…1

case一イ
gcニ20m
bニ†．2t／m2

ﾓ＝32’
�≠P・7t／m3

宝

0
1σ5　　1σ4　　10惑　　1ぴ 1σ1 10

2．O

1．5

9

　　C

手m

8

7

ζ．一←．一

（b）

20
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@　、
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　　　、
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A　　、
@、　　　、
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@　、

_

束・＝o、、
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15

@　m

撃n

　、A　、　　、

@　　、

@．@ド40

、

＼＼

　case－1
@　〆＝O
gcニ20m

f…… a♂5m

、、 ＼
、

、　、、

、＼へ、 、、
、、、

A、

阜■7m 、ぶ
、

987

一一一 Wでgm
齠凬qrllm バ　、

@、
Q6

02　　　　　03　　　04　　05 Q607 Q8091D
ζc＿＿v，．．一

図一2’6’5　ζc～mc　関係（case－1）
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（a）

a・5m
Wc・7m

普E9m
℃i1m

20

P5

@m
撃n

X8．7，6

一●

　case－2

g♂20mイ・40’
|c・1．2輪2

Gロ32’

ｭ・17t如3

．

1σ5　　10鴫　　10日　　1σ2 1σ1　　1．0

ζc－v

（b）

、ミ、、　　、、、
@　、、ミ∨、　　　　、　　　、　　　　　、、、∨　　　　　　　、　　　　　　　　、

、　、

@　、@　、@　　、

@×
、　、

@、　　、

30

　　∨　　、ミ

@　　×@　　　、

@　　｝

`＝40’

N　、

ﾉ

＼　、

@、
一時o

　　一@　蔚12

@　case2

gc820m
f＝　O’

@　　B♂5m－一一一Bc＝7m－B∈9m

時10
＼×　　s
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、
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20　・　　mclo
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Q2　　Q3　Q4 0506
07Q　●

8Q9¶

　　　　　ζc－－v

図一2・6・6　ζc　～mc 関係（case－2）
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関係はBcの値によって異なってくる。一方，φ＝0系の場合（図（b）），PFは零によっての

み一義的に決定され，かっぼは幾何学的条件Pl＊／g＊と土質条件μc／μ，の値の組み合せ

で与えられる。そのため・Bcの影糾と同時に，あるBcで求まるPl“／　g寧　le対しμc／μrの

値を変えることによって容易に数種類の士質条件に対するPFが求まる。以上の点を考えて，φ

＝0系の場合はBcの他に，各Bcに対して瑞＝0．8，1．O，1．2になるような3樋類の土質条

件でmc～ζc関係を求めた。本編5・4ですでに示したように，両対数紙上でのこのような曲

線関係は，次式の指数関数で精度よく近似できる。

m，－A，ζB・＋Cc ・… @一・・（2・6・3）

式（2・6・3）がmc～ζcの関係式で，例不した解析結果｝ζ関する係数Ac，Bc，Ccの

値は，表一2・6・2‘ζ示した。

　　　　表一・2・6・2　m。～ζ。関係の係数一覧表（m，＝－A，ζB・＋C，）

一

形状 土質 βc（仇 儒 メo 8e ら

0，800 一1．77250 1．30816 2．45300
5 1，000 一2．11400 0．71554 2．78800

1，200 一2．72800 0．45640 3．40100

0，800 一1．94000 1．07527 2．59900
7 1，000 一2．74900 0．48200 3．40100

φ＝0 1，200 一3．29300 0．34530 3．94100

0，800 一4．23400 0．31266 4．84200

ca8e－1
9 1，000 4．30000 一〇．18246 一3．69600

1，200 2．53200 一〇．26529 一1．93200

0，800 一30．85300 0．02796 31．47600
11 1，000 2．52300 一〇．27584 一1．93200

1，200 1．70800 一〇．34927 一1．12100
5 1，010 一1．25300 0．15947 1．95600

o～φ

79
0，936

O，865

一1．34100

|1．38800

0．13139

O．12315

2．03600

Q．06900
11 0，817 一1．39500 0．12230 2．06900

0，800 一3，23000 0．99607 3．91830
5 1，000 一3．57330 0．64187 4．25420

1，200 一3．82130 0．44770 4．88692

0，800 一3．56800 0．77965 4．25400
7 1，000 一5．35100 0．37408 5．99600

1，200 一9．45000 0．16455 10．10600
φ＝0

0，800 一4．18700 0．41394 4．88700

ca8e－2
9 1，000

P，200

一9．57700

|74．63400

0．17109

O．01749

10．10600

V5．24300

0，800 一6．49800 0．30138 7．16600

11 1，000 一46．30500 0．02878 46．94600

1，200 一48．01900 一〇．02492 一47．39500
5 1，166 一1．24100 0．19623 1．88600

o～φ
7 1，072 一1．26100 0．17821 1．90600
9 1，006 一1．33300 0．15519 1．95600

11 0，972 一1．57700 0．10439 2．19200
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　6・3・2　切土斜面のこう配と崩壊土畳

　ここでいう崩壊土量とは，地山をあるこう配mcで切取った場合，もしすべりが発生するとし

たらそのときに期待される崩壊土量のことである。すべりが起こると，そのすべり面内の土が崩

壊土であることはいうまでもないが，その後の再度のすべり防止のためや，再建のために，一般

には，ある程度余分に排土する必要が生じる。経済的な見地からは，これをも考慮した上で崩壊

土量を見積っておく必要がある。この点を考えて以下のようにして求めた。

ABCDE （x（f，　Yo・）

一．〈“y
H，　　　　　N’

　　F　b，Yb）

」8b

89

ﾍ

A（XuY

y・秒o

（Xs，Ys）D（X4・Y4）

　や゜
ベ

yニy。一／ligtw）

y＝㍉〒TTc（x－Bc）

　　　　　Hc
y＝而’（・－x4）＋Y・

図一2・6・7　切土斜面の崩壊例

　図一2・6・7のように地山をmcなるこう配で切取ったときのほを求め，これiζ対応する

すべり円弧を描く。つぎ1ζ，すべり円弧が斜面内に含まれる部分の弦BEを求め，この弦のこう

配を崩壊こう配Mctと定義する。さらに，すべり円弧に接してこう配mclなる接線CDを引き．

地山との交点を求める。そして，斜線を付した面eWABCDEを単位奥行き当りの崩壊土量ρと

考えるのである。計算式は式（2・6・4）で与えられる。

ρ一
n纂（一一緬・一一）・｝dx＋［｝㌦（x）－y壽＋

　　　　　・ら（雨血＋慮＠）一毒（－x・）－Y・｝dx

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・…　（2・6・4）
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上式の積分を実施するために

　　　　’mcとmcの関係が明らかに

なっていれば使利である。そ

のために，多くのBcとmc

の組合せに対し，図一2・6

・7と同様の図を描き，崩壊

　　　　’こう配mcを図上から求め，

Bcをパラメータにしてmc

　　，とmcの関係を図小した例が

図一2・6・8である。実線

はいつれもe～φ系，破線は

φ＝0系の場合であり，他の

Bcに関しても同様の悦係が

得られている。case－1の

mcが小さい部分を除き，き

れいな直線関係となることは

重要であり，解析上好都合で

ある。すなわち，case　－1の

場合はBc≧Boの範囲でBc

に無関係に・またcase　－2の

場合は全領域にわたって，mc

　　，
～mcは直線関係にあると考

えてよい。参考のため，例示

した場合の1自線式を図中に示

した。さて，図一2・6・8

のような関係を式（2・6・

4）に用いるとρ～mc関係

が求められるわけである。図

一2・6・8に対応する場合

のQ～mc関係を例示すると

図一2・6・9のようである。

図からρ～mc関係も，mcの

小さな範囲を除いて直線とな

ることがわかる。以上に示し

35

　30

1
m：5

　2．

15

1．0

，21“

case－1

　　　　　　case－2
。・診　　、，、se．2

　　　　メ1
　　　！！γc8se－1

　　　！！

　　Hc＝20m
－一一
P，．o

　　，1＝1．2【！！m2

－一一 hJ＝32’

　　lF，　＝　1．7％3

05

1

1．0 1．5　　20　　2

　　mc－一一V

30

　　　　　　図一2・6・8

切士斜面こう配Meと崩壊斜面こう配m6の関係

・IO2

1
鳥

mc－一一s・v””

　　　　　　図一2・6・9

切土斜面こう配mcと崩壊土量ρの関係
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た手順に従って，ある切取こう配mcで切取った場合iema待される崩壊土量ρが求められる。

　6・3・3　切土斜面のこう配と斜面長および崩壊斜面長

費用関数を求めようとす楊合，例えば・斜面保護費は余1醐・関係しているから・まずmc

と斜面長Lcとの関係を求めておくことが基本である。

m，とそのときの斜面長L，（図一2・6・1・参照）の関係は・土質条件‘ζかカ》わらず・ca8e

－1の場合は式（2・6・5）で，case　一一　2の場合は式（2・6・6）で与えられる。

鷲欝1㌘り｝一（・・6・・）

L，－H・v石

L，一（X、－B。）〉／’m；cE－＋1／m・ ‥・・・… @（2・6・6）

L，・．．Mc関係は，・・，e－1の場合，式（2・6・5）からわかるよう‘・・m・が大きい範囲

ではewaau係1，近づく．一方，，・，e－2の場合，式（2・6・6）のX・が解析的｝・求められず

L。～ぬ関係の定性的な傾向がわかり｝・くい・そ・で・・の例題の場合につ・’て電子計算機↓ζ

よ。て求めたL。魂。関係を例示すると図一2・6・1・のよう1こなる・このことから・case

　　　　　　　　N－2の場合も，Lc～mc関係

はmcの大きい範囲で直線的関

係にあることがわかる。

　ところで，崩壊斜面（図一2

　　　　　　　　　　　　　　’・6・7のBCD面）の長さLc

は，図中の記号を用いて次式の

ようにかける。

　L6＝R＊θ十（X4－Xs）

　　　v「Si23；Fi／m・6

　　　　　　・・・…　（2・6・7）

　上式において，R＊やθ，ある

いは，B，C，0点などの座標

は試行的に求めなければならな

　　　　，　　　　　　コ
いから，Lc～mc関係の定性的

　　　　　　　　　m。二ニー・v”

　　　　図一2・6．10

切土斜面こう配mcと斜面長Lcの関係
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傾向を調べておくことは重要

である。試行法で求めた円弧

に対し，式（2・6・7）を

用いて，Lc，～mc関係を計

算した例を図一2・6・11

に示す。φ＝0系，c～φ系

のいつれにおいても，case　－1

の場合は先のρ～mc関係の

場合と同様，Bcが小さいほ

どム；は大きい傾向にあり，

8cが大きくなれば直線に近

づく。図不した例では，8c≧

Boになると完全に直線と一

致する。また，ca8e－2に関

するL6～mc関係は，少し

ばらついてはいるが，直線で

近似できることがわかる。こ

の直線式は，後の試算に用い

るため，図中に併記した。

mc－一一｝

　　　　　　図一2・6・11

　　　　　　　　　　　　　　　　t切土斜面こう配mcと崩壊斜面長Lcの関係

　6・3・4　切土斜面のこう配と買収地山面積

　切土をしようとする場合，当初必要な用地を買収しなければならない。また，もし崩壊したら

そのための賠債費や追加の買収用地費などは，当然崩壊の範囲と関係してくる。そこで，ここ

では当初の切土実施段階と，切土斜面が崩壊した場合の両者にっいて，mcと買収地山面積との

関係を求める。なお，慣例tcよれば，地山は平面図上の面積で買収される。買収すべき地山の面

積をSc，もし崩壊したら，さらに追加して買収しなければならない面積をS6とすると，　case

－1，2に関してScは式（2・6・8），式（2・6・9）で与えられる。

8c／”c≦BOfHc　＝＝（1／tat・り一・πc；Sc＝βc／（1－mc　t飢の＋5』。

8c／Hc＞Bo／Hcヨ（1／t孤り覗c；3c＝8c＋mc　Hc＋5c。
■一 i2・6・8）

Sc＝：t　X1十Sco
“・・・… @（2・6・9）
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ここに・s・・は・当初・切土斜面上端付近で少し余分に買収しておかなければならない用地面積

で，現在のところ，　Bc，mcとは無関係eeほぼ一定面積買収する方法がとられているようであ

るから，ここでは定数として取扱う。図一2・6・10の場合と同様の理由‘ζより，Slc～mcの

定性的な傾向をみるために，前述したのと同じ場合（図一2・6・9の場合）について計算した

結果をホすと図一2・6・12のよう1ζなる。

　　　　’一方・S・は・・…－1・2t・関してそれぞれ・式（2・6・1・）．式（2・6．11）で与

えられる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・…　（2・6・10）

5cl＝　X4－X1
一一… @◆・・（2・6・11）

　Sc
case－1

S・ F8・向一m・tam）’B・・H・（1・1a・卜mdi

　　　　　　；8・一桐・O・tan・－mづ

1・5m、2§」25

4も，

図一2・6・12　切土斜面のこう配％と買収地山面積Scの関係
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di

Q5

図一2・6・13

　1．〈）　　　　1．5　　　　20　　　　2．5　　　　30

　　　　　　　　mc－一一一’V．・・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，切土斜面のこう配mcと追加買収地山面積Scの関係

　’
Sc～mc関係の定性的傾向をみるために，例題の場合について，多くの試行計算によって求め

た結果を示せば図一2・6・13のようになる。case－2の場合，図一2・6・7と同様の図を

多数描いて図上からX4を読み取り，式（2・6・11）よりS6を求めたので，多少ばらつい

ているが，全領域にわたってほぼ薗線となることがわかる。また，case－－1では，　Bc≦　Boの

場合にBcの影響は非常に顕著であるが，　Bcがこれ以上になると精度よく直線で近似できる。

なお，後の計算のためle，例示した場合についての直線式を図中に記入した。

　6・4　切土斜面の設計信頼度決定のための経済的評価モデル

　第1編4・6で述べたように，本論文においては，施工後道路開通前の期間を対象ieして設計

信鞭鰭えていく・切土緬の建詠必要騨位奥行当りの辮総費用をCタとするとt　：iC（

1・4・8）に相当する切土の経済的評価モデルは次式で与えられる。

C：（ζ）一，S（ζ）＋C：（ζ）＋ζC∫（ζ）
‥・・・… @（2・6・12）

上式の各項はいつれもζの関数であり，cSは切取りに先立っ土負調査覧Cε　は切土斜面の初

期建設費・C蠕はもし緬が崩壊し場合の破壊嫉費である・また・m。一・．577・t・対応する

一90　一



破醗率をP。。とし・・のときの辮緯用を基戦用（完とすれば切土のwa，式（い・

・9）に対応する経済的評価モデルとして次式を得る。

r・c（ζ彊一c：（鮮（ζ）＋ζ・零；ζ）

　　　　　T。　　　　T。

・・・… @（2・6・13）

　さて，本節では，前節までに検討した関係を基にして，上式の右辺各項の関数形を決定してい

く・とにする・なお醐査費C☆ζ）の関数形・・つい一（・　・a，　P。　i・眺する土質係数が・，φ，

γであるので，力学および物理試験の個数とρFの関係を明確にしなければならない。この関係

を求めることは非常ic困難であることに加えて，全建設費に占めるcs（ζ）の割合が小さいと

いう2つの理由から，一応ここでは第1段靴して・C∫（ζ）を一定値として取扱うことにす

る。なお，φ＝O法による急速せん断破壊の確率PFと一軸圧縮試験の費用との関係はすでie前

章で示したとおりである。

6・4・1　切土斜面の初期建設費

初期建設費Cc（ζ）は，図一2・6・7を参照にして，一般に次式で与えられる。

cg（ζ）一時1＠）　唐一吻〕＋絃輔

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・・…　（2・6・14）

上式において，右辺第1項は切土の土工費でcfは土工単価，第2項は切土斜面の保護費でcS

は単位面積当りの費用，第3項は地山買収費でC；は単位面積当りの用地費，第4項は管理費や

準備工費その他の経費である。式（2・6・14）がζの関数となるのは、式（2・6・3），

式（2・6・5），式（2・6・6），式（2・6・8），式（2・6・9）からわかるようeζ

mcがζの関数で，　Lc　，　SCがそれぞれmc．Bc　などを介してζの関数となっているからで

ある。

第・項のc。9。は，－n，ζに屹賑のない費用期のよう・・みえ6・D・，一般に・・雌工事費

と関係があるから，ζと無関係ではなく，直接工事費のCtc倍として見積られるのが普通である。

すなわら，次式で与えられる。

己一頑∬⑭一毒一佐吻＋晩臨〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・…　（2・6・15）
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　6・4・2　切土斜面の破壊損失費

切土斜面の徽損失費cB（ζ）は一般・・次式で与えられる・

　　　・S（ζ）－C：，＋C：η＋cg．＋C：。　　　一（・・6・・6）

ここに，右辺第1項CErは切土斜面が破壊した場合の原因調査祝　第2項Crmは崩壊土の排土工

費で排土工の単価をCf’とすれば次式で与えられる。ただし，βc1は排土工のための管理費や準

備工費を考慰した係数で一定値である。

　　　C∴一　Clc’（　1＋β，、）ρ　　　　　　・……・（・…17）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t　　　　　’また第3項CcCrは崩壊面の保護費および地山の追加買収費1’，それぞれの単価をcS，C；およ

びβC2を定数として，次式で与えられる。βc2は一般管理費や準備工費を考慮した係数である。

　　　C∴一（C記＋cg‘S3）（1＋β。2）　　　一…（・…18）

すでに明らかなように，（～，L↓，Sc’はζの関数であるから，式（2・6・16）の右辺第3

項まではζの関数となる・さら・⊇・項C．cDは式（・…18）・・含まれない他の縛離

費であり，もし，切土斜面が破壊した場合に被害を受ける範囲に対して，物件補償をするもので

原則として原形復旧，生産物補償として考える。この費用は，破壊の規模と建設地点の環境条件

によって決定されてくる。前者は厳密には破壊が生じてみなければわからないわけであるが，費

用計算の段階では・この範囲擁定した上で（義硯積る・とになる．t・・f・”前・・も述べたよう

に（第1編4・5），著者は人命の損失はあってはならないという立場に立っている。このこと

は数学的に裁す櫨c∫一・・となることと同値である．

　6・4・3　切土斜面に関する経済的評価モデル

　式（2・6・14）～式（2・6・18）を式（2・6・13）に用い，ζ一1．0のときの期

待総費用ccを基準費用とすれば，結局切土斜面の経済的評価モデルとして式（2・6・19）
　　　　To
が得られ・・ただし・前述したよう・・間査費は一定値として考えており・かつC：／C；は非

常に小さいので式（2・6・19）でi＆　これを省略している。

・c（ζ一）〔・；｛∬＠）r磨）dx｝＋晦白〕／儒

　　　　　　＋ζ〔　　　　　　，S＋cf（1＋β。1）ρ＋（・＋β。2）（C；島＋C；冨）＋・F。〕／C£

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・…　（2・6・19）
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　上式が切土斜面を単独に評価する場合の経済的評価モデルであるが，数値計算等によるモデル

の検討は6・7において行なう。

　6・5　片盛土の信頼度分析

　6・5・1　片盛土の斜面こう配と破壊確率

　擢は式（1・3・26）で

PFは式（1・3・56）また
　　　　　　　　　　　　　　　　　2
は式（1・3・57）で与えら

れるから，片盛土の斜面こう配

Mbとζの関係は，切土斜面に

関して6・3・1で示した方法

とまったく同様にして求められ

る。すなわち，Mb＝1．25お

よび任意のMbに対する設計係

数をそれぞれ，FT］loおよび庁

とし，Case－1，21ζ関して

（曜／瑞）～Mb関係を求

めた1例を示すと図一2・6・

14のようである。case－2の

場合・・a　c＝0・6吻／nt・Ptrt　”

1．6｛／m3，μφ＝30°の場合tζ

ついてのみ示したbS他の土質

条件の場合も傾向は同様であっ

た。ここで注目すべきことは，

e～φ系のcase－1およびcase

－2のBb≧8mの場合，切土

斜面（図一2・6・3，図一2

・6・4）の場合と異なり，已

がBbの影響を受けない点であ

る。これは，上記の場合には，

すべり面がすべて斜面内の浅い

位置に発生し，Bbが大きくな

ってもすべり円弧の深さがほと

んど変らずMbのみの影響を受

答臨

ー嘲
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片盛土の斜面こう配Mbと瑠／庖の関係
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けるからである。しかし，φ＝

0系の場合は，すべり面が地山

斜面に接する位置に生じる。こ

の位置は，BbとHbの両者に

よって影響されるので，一般に

Fs＊はBbによって左右される。

ただし，ca8e－1ではHbが一

定であるので，Bb　がある値（

この例ではBb＝lOm）以上

になると，すべり円弧の深さが

一定となり，Bbの影響は受け

なくなる。

　さて，式（1・3・26）お

よび式（1・3・56）を用い

て，図一2・6・14の関係を

Mb～ζ関係に直し，これを両

対数紙上に不すと図一2・6・

15，図一2・6・16のよう

になる。この図のような両対数

紙上での関係は，切土斜面の場

合と同様，次式のような関数で

近似できる。

Mb＝Abζ」Bb＋Cb

・・・… @（2・6・20）

係数Ab，Bb，Cbの計算例

は表一2・6・3に一括して／JSC

してある。
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図一2・6・15

片盛土の斜面こう配Mbとζの関係
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片盛土の斜面こう配Mbとζbの掬係
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表一2・6・3 Mb～ζb関係の係数一覧表

一

形状 土　質 8b（m） 筍 ・46 86 c　　6

0，800 一2．70500 1．94506 4．2▲000

5 1，000 一2．91500 1．23073 4．38000

1，200 一2．98300 1．05636 4．43000

0，800 一4．97500 0．50346 6．29000

7 1，000 唱．59600 0．20317 9．86000

1，200 一127．67000 0．01114 128．94000

ca8e－1 φ＝0 0，800 「8．57500 0．21594 9．86000

9 1，000 12．97000 一〇．09353 一11．71000

1，200 6．35400 一〇．16778 一5．11000

0，800 一8．57500 0．21594 9．86000

11 1，000 12．97000 一〇．09353 一11．71000

1，200 6．35400 一〇16778 一5．11000

o～φ 5～14 1，289 10．23300 ＿0．00681 一8．99000

0，800 一2．44340 6．94542 3．75000
5 1，000 一2．62630 3．66133 3．94000

1，200 一2．77290 2．78987 4．09000

0，800 一2．62110 1．94519 3．94000

7 1，000 一2．99290 1．09199 4．29000

1，200 一3．37630 0．80596 4．67000
φ＝0

0，800 r4．21660 0．57810 5．51000

ca8e－2 9 1，000 一11．80500 0．13174 13．08000

1，200 一26．38700 0．05155 27．65000

0，800 一3．39400 0．62291 4．67000

11 1，000 一11．81200 0．10993 13．08000

1，200 一77．43200 0．01458 78．69000
5 1，595 一1．47800 0．09586 2．74000

o～φ 7 1，453 一14．42000 0．00606 15．69000

9～14 1，417 13．69200 一〇．00618 一12．44000

　　6・5・2　片盛土の斜面こう配と斜面長

　　片盛土の斜面こう配Mbとそのときの斜面長Lbの関係は，　ca・se・－1，2について，それぞれ

式（2・6・21）および式（2・6・22）で与えられる。

　　　　Bb／Hb　S（1／・・n　i）－Mb・Lb－←1－m6、三ε＿1）Bb　vi　F」Ei5J／Mb／

・、／H、〉（1／・anめ一m、・L、－H、、／fiiEi・一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・…　（2・6・21）
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Lb－IB，＋x，1、／疏一／Mb

ここに，式（2・6’22）の

Xbは地山と盛土斜面の交点の

x座標である。（図一2・6・

7参照）。式（2・6・21）

および式（2・6・22）を用

いてLb～Mb関係を計算した

結果を図一2・6・17に不す。

case－1の場合，式（2・6・

21）より予想されるように，

この例ではLbとMbはBbに

影響されずにほぼ盧線関係にあ

ることがわかる。また，　case

－2の場合も，Lb～Mb関係

は直線であるが，Bbの影響を

受ける。このことは地山の形状

の差異を考えると当然の結果で

ある。なお，再建時の斜面長Lbt

は式（2・6・21），

　6・5・3

3

i2

（m）

・・・… @（2・6・22）

aらeプ

培｛乏　　諺・
v’” @逮諺1ぷ
　　　、（謬’

謬ぷ

Bb　；・11m

Bb己9m
‘＝7m
b＝5m

1．25　1．50　175　2．00　225　250　2．5
　　　　　　　　　　　mb－一㍉一

　　　　　　　　図一2・6・17

　片盛土の斜面こう配Mbと斜面長Lbの関係

　　　　　　　　　　　式（2・6・22）においてMbをMb’で置き換えればよい。

　　　　　　片盛土の斜面こう配と買収地山面積

　片盛土建設に際し必要な地山の面積Sbは，平面図上の面積で買収されることを考慮に入れる

と，case－1，2についてそれぞれ式（2・6・23）および式（2・6・24）で与えられる。

Bb／1f6≦（1／tan　i）　一一　Mb

Bb／Hb＞（1／tani　）－Mb

Sb＝lXb　l十S　bO

ll二　：篇∵㌔｝一（・…23）

・… @一（2・6・24）

上式において，Sb。は切土の場合と同様，余分に買収しておく面積である。

式（2・6・23），式（2・6・24）を用いて，Sb～Mb関係を計算した例を図一2・6

・18に示す。ただし，計算は5bO　＝0としてある。この図から，　case　－1，2のいつれ‘こつい

ても，Sb～Mb関係はBbの影響を受けるが，直線関係にあることがわかる。
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ｶ％
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Hbエ10m
《・40°

　　　　　1．　　　1，50　　1　5　　200　　2　5　　250　　2　5

　　　　　　　　　　　　　　　mb→一一

図一2・6・18　　片盛土の斜面こう配Mbと買収地山面it　Sbの関係

　6・6　　片盛土の設計信頼度決定のための経済的評価モデル

　　　　　　　　　　　　　　b
　片盛土に関する期待総費用らは切土の場合と同様ζを用いて次式のように書ける。

　　　cg（ζ）・・　・S（ζ）＋己（ζ）＋ζC：（ζ）　　……（・．、．25）

上式において，右辺第1項は土質調査費，第2項は初期建設費，第3項は破壊損失費である。

ζ一1・・（与一与。，Mb　一　1．）eζ対す・Cタ（ζ）・基峻用・R。・考え…式（

2・6・25）は次式のように書ける。

η6（ζ）＝

c：（ζ）＋Cご（ζ）

　　　　　　＋ζ・cb
To

c多（ζ）

67。

C
・・・… @（2・6・26）

なお・切土・・関して述べたのと同じ理由・・よ・て・盛土のための土質調査費己（ζ）も，ここで

は一定値として取扱う。
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6・6・1　片盛土の初期建設費

　　　　　　　　　　　　　　　　b
片盛土の単位奥行当りの建設費Cc（ζ）は，図一2・6・7を参照にして次式で与えられる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・…　（2・6・27）

上式右辺各項の意味は，切土斜面に関する式（2・6・14）の場合と同じである。すなわち，

第順は盛士の土瑠でCξは土ユ価，第・卿掘土緬の保鐡で，1は余斗面保縦価であ

る．また，第3項は地山の員囎で，c∫1蹟収単価第4卿措題繍工費その他の費用

を盛土の単位長さ当りに換算したものである。さて，Mb　，　Bb，Xb，Lb，Sbなどがζの

徽であ・から・己（ζ）がζ醐数となる・とは明らかである・なお・cかま・通常・第1～

3項までの直接費用のαtb倍という形で積算されるので，次式のように書くことができる。

・；一碗噺㍗）一∬1－｝砲＋cパ〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・“・・（2・6・28）

　6・6・2　片盛土の破壊損失費

破壊の原因噸・己排土や整地工費を弥醒費・輪緒賠償費・己・すると

雌嫉費cB（ζ）は一般畝式のよう鰭ける．

　　　　b　　　　　　　6　　　　b　　　　b　　　　b
　　　CF（ζ）一　CEr＋C，m＋C。，＋CF。　　　　　　一・・（2・6・29）

φは醐章・．・で述べ・，よう・・三）厳密にはζと密接な関係かあ・．・かし，。一φ系土質

幽して詮搬と費用との腱か趨化できていないこと．（橿，が全鍛費・・占める割合は数パ

ーセントという例が多いなどの理由により，ここでは簡単のため，β61を定数として次式のよう

におく。

　　　己，一β、1・㍊　　　　　　　　……（・・6…）

魔四らか・・当初畷の盛土搬と破壊の規枇よ。て縦される．ここでは，盛土が臓

した場合は，客士を利用して全面的に再建することをたてまえにしているので，当初の盛土建設

に必要であった土鎚を，排土，整地しなければならないと考え，Cタηを次式で与える。

・⊇癖一鰺⑭〕　……（・…31）
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ここに・C乞’は排土と整地のための土工単価である。

　さて〃当初斜面こう配がMbであった盛土が破壊したときは，新たに，　Mbtなる斜面こう配で

再建するものとして・・れ噸する緻針・ぱする・ただし・再建は常・・殉≧・・の条件

を散して行なうものとする・・のときckl・次式で戟られる．

・z・－4’・舐㍍・づ｝…d・・＋cl’Lb’・塩鞠

　　　　＋己。…・一一一・…一一一・一…・…一・一（・…32）

ここ・こ・cl’は殖時の土工単価で・噺・・｝熔土を稠するから，式（・・6・27）のcl

とは異なる。C皇は斜面保護単価，　C　9’は用地買収単価である。また，　Xb’はMb／なる斜面こう

配の盛±と地山との交点のX座標である。なおoLoは再建時CC必要な準備工費，一般管理費な

どで，通常，直接建設費に関して次式で与えられるものとする。ただし，βb2は定数である。

・脇一動・・cgt｛話7・＋Bb・・訴1∫・（・）一；蝋一

　　　　　Xb）〕　…………………………………………………一一一………　　（2・6・33）

・2。は損害賠倣で，切土・こ関して述べた・声。の内容とま。たく肌ものであ・。

式（・・・…）～式（2・6・33）を式（・・6・29）・・用いると，　・B（ζ）・ま次式

のようになる。

cB（ζ）一（β・・＋Sb・＋P・・B・・＋1）〔・ζ露警　・d・一

ル（一｝＋c：’軸x；－x…

＋・乞｛ti：そ　）鵠一｝＋cB・…（・…34）

　6・6・3片盛土に関する経済的評価モデル

　式（2・6・34）と式（2・6・27）を式（2・6・26）（e代入すれば，無次元化した

盛土の全期待費用についての費用関数ηb（ζ）は式（2・6・35）のようになる。ただし，
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Cタ。賦（2…35）・・お・・て，C－・1・．・（M、…　Mb’－1．25，・b・・　Xb’・として得られる。

r・b（ζ一〔cg｛諜〔・党一・膓勾＋c・・　・・　・／・；・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－Bb　　　　　　　　　　　　o

　　　　　＋ζ〔　＋一・一寮一』竃一

　　　　　砲＋蝋一x・）｝＋c2’｛宝⑭璃』｝＋

　　　　　cB。〕／C：。伽i≧・、）一・……………一・…・一一一・（・…35）

上式が片盛土を単独IC評価する場合の経済的評価モデルである。

　6・7　数直計算による検討

　本節では，前節までce得られた経済的評価モデル1こ基づき，切土および片盛土をそれぞれ単独

に評価する場合と，切盛土を同時に評価する場合の3者について検討を加える。

　費用計算に用いた諸数値は一括して表一2・6・4に示されている。なお・αo・αb・βc、・

βe2，βb、，βb2などは総工事の大きさによって多少変化するが，ここでは，実際の場合の平

均的な値として表中の値を用いた。

　　　　　　　　　　　　表一2・6・4　コスト計算に用いた諸数値

土工単価
bゴ＝C4（ye㎞

斜面保護単価

モQ（ye凪／㎡）

係　　　数地山買収単価

b3（yen／㎡）

平地買収単価

モR（y印／㎡） αb，αo β・β’

初期建設時 270 2300＊＊ 650 0，135 0，125
切土

再　建　時 270 2300 650 0，135 0，125

初期建設時 270 200＊＊＊ 650 3000＊＊＊＊ 0，135 0，125
盛土

再　建　時 980＊ 200 650 3000 0，135 0，125

注　　＊盛土の場合破壊後の再建は客土によるので土工単価が高い。

@　糠切土の斜面保護として標準的なセメントモルタルの吹付けを考えた。

@糠＊盛土の斜面保護として植生を考えた。

@榊持片盛土の斜面こう配が平地部に広がるとき，地山買収費として平地買収単価を用いた。
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（1｝

　すべてのBcについての計算

結果を不すことは不可能である

ので，代表的な値としてis　c＝

5，7，9，11（m）の4極類

の司算結果についてのみ小す。

ただし，case－1については，

図一2・6・3からもわかるよ

うに・庁〃品はB。≧11

mではBcの影響をほとんど受

けない。図一2・6・19に計

算結果を示した。

　さて，第1編4・2・3で述

べたように，評価基準として

η（ζ）→minが実施計画の

段階では妥当と考えられる。い

ま，仮に，このような評価基準

を採用した場合，以下の点は注

目に値する。すなわち，第1点

はηc（ζ）が図のように最小点

を有することである。このこと

は，少くともηc（ζ）が最小に

なるζよりも右側の位宿で設計

することは不適当である，とい

う意味において重要である。第

2点はηc（ζ）minに対応す

るmcがほぼ1．0～1．2になっ

ていることである（表一2・6

・5参照）。このようなmcは

土賀条件や工事費の単価として

常識的な仙を採用した結果の値

であり，通常の土砂部の切土に

6・7・1　切土斜面を単独に評価する場合

この場合の数値計算は式（2・6・19）を用いて行なうことができる。

　0～φ系土質の場合

Q

（a）

ζc＿≠一

5　　1 5

　’
@．

10
　　CAS臼　　　　　　　、H。■20m，4・4ぴ

?≠P2t！m2

_エ32°

ﾎ＝17レm；

fエ270パN／m⑨
モWr2300　y“／ma

bg・650γ星Wm°

ｿ．－0．135

@壺・Oj25

陪σ926
oBく・7｝

　1
m　：

　●
o8c・5）

@　　　　　　　　’

　　　　’@　’　　　　，
^／’　　　　　ρ”

’

．9

W．765

’s・違0813　　　　　　　－　一 ｛＆■11｝　一　一　．

　　　　　　　　’

・　　＼
．°s、一一・＝

’
・　　　■　・ ． 島0865｛8♂9｝

o

（b）

ζc＿＿＾

Q5

・／

2c（9）

　CASE　－2

　Hc吉20m，イ百4ぴ
ご■1．2tCftnラ戸二32：兄＝17（㎞

　Clエ270プ1－VM．

　c8＝2300y冨》Vma
　c・8650ソWm・
　〆‘30．135
　β宇含O．125

　　　麟

10

　　め　　（↓ーク℃

6

　　　　　　　図一2・6・19

切土斜面に関する経済的評価モデルの計算例（c～φ系）
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採用されている斜面こう配1．26）・7）｝こ近似している．すなわち，慣用の方法で設計↓，採用して

いるmcが，長い経験からほぼ妥当な値を定めてきたことを裏付けている点で重要である。

表一2・6・5 経済的評価モデルの計算結果

η（ζ）＝1．oに対応する η（ζ）min に対応す る

形状 土質 β（m） PF傍） 一脇
η ζ 与㈲

一昂

仇

78 0．80 1．25 1．0 78 0．80 1．25

φ＝0 5～11 50 1．00 1．25 1．0 50 1．00 1．25

30 1．20 1．25 1．0 30 1．20 1．25

盛 ca8e～1 5 1．2 1．29 1．25 0．05 0．06 1．42 1．45

o～φ 7 1．2 1．29 1．25 0．04 0．05 1．42 1．47

9 1．2 1．29 1．25 0．03 0．04 1．43 1．49

78 0．80 1．25 1．0 78 0．80 1．25

φ＝0 5～11 50 1．00 1．25 1．0 50 1．00 1．25

土 30 1．20 1．25 1．0 30 1．20 1．25
ca8e－2

5 0．5 1．60 1．25 0．10 0．05 1．70 1．55

o～φ 7 0．7 1．45 1．25 0．08 0．06 1．58 1．49

9 0．8 1．42 1．25 O．08 0．06 1．56 1．47

78 0．80 0．58 1．0 78 0．80 0．58

5～7 50 1．00 0．58 1．0 50 1．00 0．58

30 1．20 0．58 1．0 30 1．20 0．58

78 0．80 0．58 1．0 78 0．80 0．58

切 φ＝0 9 50 1．00 0．58 0．8 40 1．09 0．78

30 1．20 0．58 0．6 18 1．38 0．97

case－1 78 0．80 0．58 0．9 70 0．86 0．71

11 50 1．00 0．58 0．7 35 1．14 0．85

30 1．20 0．58 0．6 18 1．38 0．92

5 48 1．01 0．58 0．05 2．4 1．21 L18

o～φ
7 80 0．94 0．58 0．05 4．0 1．20 1．13

9 90 0．87 0．58 0．05 4．5 1．19 1．11

11 77 0．82 0．58 0．05 4．9 1．19 1．10

78 0．80 0．58 1．0 78 0．80 0．58

φ＝0 5～11 50 1．00 0．58 1．0 50 1．00 0．58

土 30 1．20 0．58 1．0 30 1．20 0．58

ca8e－2 5 10 1．17 0．58 0．09 0．9 1．28 1．11

o～φ
7 27 1．07 0．58 0．08 2．2 1．22 1．10

9 47 1．Ol 0．58 0．08 3．8 1．21 1．06

11 62 0．97 0．58 0．08 5．0 1．19 0．98
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（2｝φ＝O系土質の場合

　計算した結果の1例を図一一　2・6・20に不す。ここでは参考のため，」烏ち一〇．8，1．0の場

合も示したが，現実の問題としては，このような場合はほとんどありえない。すなわら，想定し

た地山の幾何学的条件Hc＝20　m，i＝40°では瑠0ヨ1．0に対応する土質は，57t＝1．7

t／mS，～F・＝6・8　t／nt程度‘こなる。このような土質では，地山そのもも∬鍵がせいぜい1．5程

度しかなく，解析の基本的仮定として考えている“地山が絶体安定”という条件を十分に満たさ

ない。したがって，ここで例示するφ＝0系でF3S　・＝0．8～1．2という条件には少し問題ではあ

るが極端な場合の例として取上げてみた。このような極端な条件のもとでも，tl　c（ζ）が最小点

を有することがあることはe～φ系の場合と同様，重要である。

　　A　A、

＼、
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A
も
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図一2・6・20　切土斜面に関する経済的評価モデルの計算例（φ＝0系）

　6・7・2　片盛土を単独に評価する場合

　この場合の数値計算は式（2・6・35）を用いて行なう。片盛土の場合，当初建設に際する

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’斜面こう配Mbと，破壊後の再建こう配Mb’とは一般te等しくとる必要はなく，mb　2　Mbとする。
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このような条件のとき，ηb（ζ）はMb’とMbの2つの独立変数の関数となるから，この点を考

慮に入れ，三次元的にηb（ζ）～ζb関係を検討する。計算に用いた条件は，表一2・6・4中

に合せて示したが，盛土の場合，斜面こう配が大きくなって平地‘ζかかるときは地山の買収単価

を変えて計算した。

（1）e～φ系の場合

　Bb＝5．Omの場合で5＝o．6　t／，2t‘，　φf＝30°，万＝1．6｛／㎡の条件の下での結果のみ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘を示すと図一2・6・21のようである。図のζbは当初建設こう配Mbに対応するζで，ζb

は再建時のこう配mSに対応するζを表わしている。費用曲面ηゐ（ζ）の最小値は，図のように

ζb＝ζs（Mb．，　Mb’）面上に表わされるが，このことは他のすべての計算例について確認さ

れた。すなわち，再建時の斜面こう配を初期建設時のこう配と等しくとるのが費用の面では最も

効率がよいと云える。他の計算例についての結果は一括して表一2・6・5に示してある。

この表からわかるように，盛土の場合，o～φ系ではηδ（ζ）min　に対応するMbは，だ

いたい1．5程度であり，実際的な問題として常識的な値である。

a

CAS日
Hレ10m

e＝0．6Vmt
βエ30’

房・1．6Wt

1．2

江イ†

＿∠
／

tT

図一2・6・21　片N土に関する経済的評価モデルの計算例（o～φ系）
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｛2）　φ＝0系の場合

　計算結果の1例を例・1Kする↓ことどめるが（図一2・6・22），ζb＝ζ6’面上でηb（ζ）が

最小値を有することはe～φ系と変りはない。しかし，図からわかるように，ζb＝ζピ＝1．0

（Mb．・　Mb　’＝1．25）でζb（ζ）が最小値をもっている。この結果は他の条件の場合も同様であ

った。このような常識的には考えにくい急こう配でηb（ζ）が最小値を持つことの理由の1っは

次の点にある。すなわち，φ＝Oという土質条件でHb＝10mという高盛土を実施するような実

際的でない場合を想定しているからである。このような点を認識しつつも，e～φ系の場合との

対比という意味で定性的な傾向を知っておくことは無意味ではないであろう。

O．Ol

OO

0］

臼α古

議

／

ト

綱

＿／＿＿ノ
　／

／　　　　　／　　　　　　／

　一一7－　　　　7一

図一2・6・22　片盛土↓こ囲する経済的評価モデルの計算例（φ　＝O系）
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　6・7・3　切盛土を同時に評価する場合

切盛土を同時に評価する場合の経済的評価モデルとしては，式（2・6・12）と式（2・6

・25）を用いて，次式のように表わされる。

　　　　　　C　　　　　　　b

・bc（ζ）一
・・・… @（2・6・36）

計算は，実際的な場合を考え，ca8e－2のo～φ系についてのみ実施した。計算結果の1例を示

すと図一2・6・23のようである。図中，ζc　は切土に対応するζ，ζbは盛土に対応するζ

を表わしているが，前項で述べたように，盛土に関しては，ζb＝ζbtでηb（ζ）が最小になる

ことを考tMie入れ，ここではζb＝＝　41btとして計算した。当然，予測されるところであるが，切

土盛土を別個に評価した場合の結果と切盛土を同時に評価した場合とでは一般に異なってくる。

試みに最小値で検討してみても，図一2・6・22の場合ではη6，（ζ）minに対応するζbは

ζb＝・　O．06となり，表一2・6・5の結果と異なる。ζcについては，ζc　＝0．09で図一2

・6・19（b）の結果と一致しているようにみえるが，ζを小数点以下3桁までで計算すれば

OO1

　Qー

自一一

　　　．ゴ嚇みげ

難こ

」堅㌧
7，　（9’・

CASE－－2

1／Z／

／／

吻脇i．．

h“10m，H，・20m

B・10m（8ご5m．8♪5m）

図一2・6・23　切盛土を同時に評価した場合の計算例
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結果は異なってくる。他の計算例にっいて，η6，（ζ）mi　n↓ζ対応するζc，ζb，mc．Mb，

PF，ぴなどを参考のため不せば表一2・6・6のようである。図一2・6・23および表一

2・6・6からわかるよう‘ζ，ηCb（ζ）minie対応するζcは切土単独の場合↓ζ非常1こ近い。

また，表一2・6・6で示したように，道路の全幅員Bを個定して，BcとBbの組合せを変え

て（中心線を動かす）みても，Bbの幅を大きく，　Bcの幅を小さくする方が経済的な面からは

有利であることがわかる・この主な理由は・η。、（ζ）砧めるη。（ζ）の割合が耕｝ζ大き

いからである。

　以上の検討結果から，切盛土などのような2つの構造形式が複合した構造物については，単独

に評価するよりも，式（2・6・36）のように，一体として評価する方がより妥当であること

がわかる。

表一2・6・6　　切盛土を同時に評価した場合の計算結果

ηδc（ζ）min　に対応する

盛　　　　土 切　　　　土

ηδ（ζ） 8＠） 8δ伽） 8ざm ζ6 弓㈲ 摩 η2b ζc 準） 庁 η　　c

10 5 5 0．06 0．03 1．73 1．61 0．09 0．9 1．28 1．11

12
　　5

�V

　　7

魔T

0．06

O．05

0．03

O，035

1．73

P．61

1．61

P．53

0．09

O．09

2．4

O．9

1．21

P．28

1．08

P．11

14

　　5

@　7

魔X

　9

@7

魔T

0．04

O．05

O．05

0．03

O，035

O．04

1．75

P．61

P．59

1．65

P．53

P．51

0．09

O．09

O．09

4．2

Q．4

O．9

1．20

P．21

P．28

1．04

P．08

P．11

case－2

0．61124

O．61850

O．58775

O．62815

O．59573

O．58871

O．62188

O．60436

O．59652

O．59228

O．60031

O．60500

O．59983

O．60089

O．60810

O．60485

16
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@　7

@　9

魔P1
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@9

@7
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P．59

1．61

P．53

P．51

P．51

0．08

O．09

O．09

O．09

5．0

S．2

Q．4

O．9

1．19

P．20

P．21

P．28

0．98
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P．08

P．11
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20
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P1
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P．51
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O．09

5．0

S．2

1．19

P．20

0．98

P．04

22 11 11 0．05 0．04 1．59 1．51 0．08 5．0 1．19 0．98

注．＊印はη6c（ζ）minを与える86．8cの組合せを意味する。
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　6・8　結　　　論

　本章では，第1編で得られた成果の土構造物の設計への応用例として，山岳道路の1つの構造

としての切盛土に関して，その信頼度分析を行ない，2つの異なる構造形式を持つ場合の経済的

評価モデルについて考察を加えた。

　本章で得られた主要な成果を列挙すると以下のとおりである。

｛1｝切土斜面，盛土斜面のいずれ｝ζしても，斜面こう配mと破壊確率比ζの関係はm＝　，4　4B＋c

なる関係にある。

②　自然地山上の片盛土le関しては，斜面こう配Mb＝1．5前後が経M的な意味で最も合理的で

ある。

｛3［切土斜面のこう配に関しては，普通の土砂の場合，mc＝1．0～1．2程度か経済的な意味で

最も合理的である。

（4）本章で示した経済的評価モデルにより，妥当な設計条件や設計信頼度の決定が可能である。

以上が本章で得られた主たる成果であるが，評価関数を導く過程で朋らかなように，この種の信

頼度分析は，力学的なメカニズムの解明が基本であり，その意味において，例えばすべり面を円

弧と仮定することの妥当性などを今後，検討していく必要がある。また，道路の維持，管理や保

修などのシステムを考慮した，いわゆるavailabilityの概念を用いた場合の評価法との比較

検討を行なっていく必要がある。この点IC関しては今後の研究課題としたい。
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　　　　　　　　　　　　　　　　第7章結　　　論

　本編では土構造物建設のための土質調査の方法論を提示するとともに．軟弱地盤上の盛土および

自然地山での切盛土の建設を例に、それらの信頼度分析を行なつた上て合理的な設言悟頼度の決定

法を示した。各章で得られた成果を結論的に述べると以下のと宕りである。

　第2章では、土質調査システムを設計、施工との関連に宕いて組織的に整理し、調査の各段階ご

とにその目的と方法を明確化し、新たな土質調査手順を提案した。この土質調査の方法は設計から

のフィート㌔バックを考慮して宕り、調査における重要な課題である（1）構造物の重要度にみあつた、

（2地盤の状態に対応した合理的な方法と規模の決定が可能である、すなわち、経済的評価モデルに

よる妥当な（EX）。ptを調査システムに導入することにより・設計・施工との関連に分いてtt理的

な調査の実施が可能であることを明らかにした。

　第3章では、土構造物や基礎地盤の急速せん断破壊を対象と・した土質調査にとつて基本となる地

盤の分類法宕よび工学的に同一強度を有する地層として取扱わざるをk、ない地層の判別法を提案し

た。すなわち、地盤の急速せん断破壊を対象としたとき、みかけ上粘着力Cのみでせん断抵抗を示

す土を粘土系、せん断抵抗角φのみで抵抗する土を砂系、e、φ両者で抵抗するものをシルト系と

して大分類を行なつた。つぎに、上記3種類の地盤に宕いて同一強度を有する地層の判別は、標準

貫入試験結果のtV値と含水比により、粘土系の場台はN≦4、4＜／V≦8、8＜tV≦15、15〈ノV

の4基進、砂系の場台はIV≦10、10＜A「≦30、30〈Nの3基準、シルト系の場台は1V≦5、

5＜∠V≦10、10＜IV≦20、20＜Afの4基準を設け、さらに含水比の変動幅40％を1つの目安

と考えて行なえることを多数のデータによつて示した。また、強度が深さ方向に漸増する傾向のあ

る地盤に関しても・上述の著者の同一地層の判別法で多層に分割した場合との比較検討を行ない、著

者の方法を適用できることを示した。

　第4章に宕いては、第2章と第3章の成果を基に、台理的な本調査規模の決定法を提案した。す

なわち、深さ方向の規模に関しては、構造物の重要度を反映した妥当な（1｝）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を与え、この
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　opt

（母）optを確保するために必要な、いわば地盤に期待される平均強度〆を算出し、このゾを遂次

群検定理論に応用することによつて合理的に決定できることを示した。また、謁査の平面的な規模

に関しては、上記の逐次群検定結果に基づいて、隣接する調査地点の問で、強度の平」甥直、分散に

関する検定を行ない統計的に有為差を判定して調査間かくを小さくする方法て合理的に謁査が行な

えることを示した。さらに本章では、これらの方法で得られた本詞査の結果の信頼性が構造物の破

壊確率にどのような影響を与えるかについて検討を加えてveる，その結果、土質賦験個数の大小に

よって、破壊確率は最大25％程度の変動があることを明らかにし，ぬ査規模決定の重要性を指摘

した。
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　第5章にtsVlては、軟弱地盤上の盛土建設を例に、その信頼度分析を通じて妥当な設計信頼度決

定のための経済的評価モデルを作成し，数値計算および実施例の解析によつて、モデルの妥当性を

実証した。そして、このモデルによる検討の結果以下の点が明らかとなつた，（1）土質調査を追加し

て設計信頼度を上昇させるブ法は、もともと冗がい2徽以上ある場創こは吋殿盛土や地盤

改良などの対策工法に比べてきわめて有効である。（2）盛土の斜面こう配を緩かにしたり、押え盛土

を併用する方法は、用地費が尚くない地域では、設計信頼度上昇のためにはきわめて有効である。

（3）逆に用地費が高くつく地域にお・いては、一般に地盤改艮などによる手段が有効であるっ（4）本モデ

ルによって、合理的な設計信頼度の決定と同時に合理1力な工法の選択か可能である。

　第6章に●いてrr、白然地山に対して切盛土を実施して道路を建設する場合を例に信頼度分析を

実施し、2つの異なる構造形式を持つ場台の評価モデルの提案を行ftった。その結果、（1）自然地山

上の片盛土に関してtt，初期建設時の斜面こう配と再建時の斜面こう配を一致させるのが経済的に

もつとも有利である，（2）片盛土の斜面こう配WσMb＝1．5前後、切土斜面のこう配篠は普通の

土砂の場合咋＝」．0、1．2程度が縫丙［力に有利である。（3）道路の全幅員が一定の場台、片盛土側

の幅員Bbを大きく、　切土側の幅員み』を小さくする万が有利である，などが明らかにされた。

　以上が本編で得られた主要な結苗であるが、今後に残された課題として

（P　本編で口、土構造物や基礎地盤の急速せん断破壊のみを扱つているが、沈下などを考慮した長

　期安定問題に関する取扱い法が残されている。

②　土構造物以外の一般構造物への応用性の検討。

（3）種々の異fcる規模をもった土構造物に対する信頼度分析を実施して、重妥度ごとに（Hr）opt

　をランク分けしたデータを集積する必要があるっ

（4）施工時や供用開始後の動態観測や維持、管理システムを考慮した合理的な設計、施工法の確立。

などが考えられる、
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